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１ ９ ８ ０年初頭、 ITを代表とするテク ノ ロジーの急速な発展によって、遠ざかっていた
生産者と消費者の距離は縮ま り 、 「 リ レーシ ョ ンシップ 」 を通じた取引への回帰が起こっ
た。 Vargo and Lusch (2004) が示すよ うに、マーケテ ィングの潮流も 「 有形の生産品」 と
「 分離した個々の取引」 がその中心的な考え方であるグッズ ・ ド ミナン ト 視点から 、 「 手
に触れるこ との出来ないもの 」や 「 取引プロセス 」 、 「 リ レーシ ョ ンシップ 」 がその中心
的な考え方であるサービス ・ ド ミナン ト視点へと移行してきている 。 こ う した大きな潮流
の中でリ レーシ ョ ンシップ ・ マーケテ ィングも変容を遂げている 。  
リ レーシ ョ ンシップ ･ マーケティングという言葉は、 １ ９ ８ ３年の AMA （ American 
Marketing Association ） サービス ・ マーケティング ・ コンファレンスの学会報告で、テキサ
ス A&M 大学の Leonard L. Berry教授が 「 Relationship Marketing 」 とい う論文報告を行った
のが最初である と言われている (Ramkumar and Saravanan 2007; 南  2003) 。産業財のリ レー
シ ョ ンシップ ・ マーケティングも 、ほぼ時期を同じ く して発生した。 このこ とは、消費財
のリ レーシ ョ ンシップ ・ マーケティングから分科して発展したという よ り も相互に関わり
あ う形で発展したと見るのが適当であるといえる 。  
また、 リ レーシ ョ ンシップ ・ マーケテ ィングは、社会学および社会心理学の 「 社会的交
換理論」 、経済学の 「 取引コス ト 理論 」 、法律学の 「 関係的契約理論」 、組織 / 政治科学
の 「 資源依存理論」 など様々な学問の理論的基盤をベース と して形成された。そして 、地
域的特性を持つ複数の研究パースペクティブが収斂して現在の形に至っている 。そして 、
産業財リ レーシ ョ ンシップ ・ マーケテ ィングは、組織的市場を主戦場として 、 IMPパース
ペクテ ィブの 「 相互作用 / ネッ ト ワーク 」 アプローチ、北米チャネル論の 「 チャネル論」
アプローチの影響を大き く受けて発展したと考えられている (Eiriz and Wilson 2006) 。  
本論文は、Eiriz and Wilson (2006)が提示したマト リ ッ クスの組織的市場をその主な研究ス
コープと し 、彼らが提案した ３つのパースペクティブである 「 リ レーシ ョ ンシップの原理
的説明」 「 リ レーシ ョ ンシップの構造」 「 リ レーシ ョ ンシップのプロセス 」 の統合的説明
を目指している 。その中で、消費財市場と異なる 、組織的市場特有な課題を明示するこ と
で産業財リ レーシ ョ ンシップを明らかにするこ とを目指している 。  
まず第 1 章では、 リ レーシ ョ ンシップの形態について説明する 。 リ レーシ ョ ンシップ
は、一方を匿名的もし くは自動的な 「 取引的交換」 、他方を 「 協働的交換」 と置いた、連
続体のスペク トルで捉える見方と 、依存度や信頼を軸にマト リ ッ クスで捉える見方の大き
 ii 
く二つの考え方が存在する 。顧客とサプライヤーが長期的で良好な関係を結ぶこ とは双方
にとって重要な命題となっている 。 しかしながら 、顧客はすべての仕入れ品について 、あ
るいは、すべてのサプライヤーと深いリ レーシ ョ ンシップを結ぶわけにもいかず、状況に
応じて業務的な取引を行うべきか、 リ レーシ ョ ンシップを重視した取引を行うべきかの選
択をしなければならない(Sheth et al. 2003) 。つま り 、 スペク トルやマト リ ッ クス上のどの位
置に自社を置くかという選択である 。そこで、 リ レーシ ョ ンシップから得られる 「 リ レー
シ ョ ンシップ価値」 を正確に把握し 、意思決定に生かすこ とが重要になって く る 。  
第２章では、 この リ レーシ ョ ンシップ価値の測定の問題を扱っている 。取引コス ト 理論
をベース と して 、 コス ト をベネフ ィ ッ トの ト レードオフの視点で価値を捉えよ う とするモ
デル、そのどちらか一方に焦点をあてて捉えよ う とするモデルがある 。 この二つの研究の
流れについて、具体例を提示しながら説明している 。 さらに、構造方程式モデルの測定で
論争となっている主因子モデルと混合潜在変数モデルの選択問題についても触れている 。  
リ レーシ ョ ンシップによる成果の良し悪しは、 リ レーシ ョ ンシップ品質（ Relationship 
Quality ） という言葉で表される 。 この分野の研究は、 １ ） リ レーシ ョ ンシップ品質を左右
する要素の特定と影響の測定、 ２ ） リ レーシ ョ ンシップ品質の成果と してもたらされる結
果、の大き く二つのタイプに分けられる (Athanasopoulou 2009) 。第３章では、 この二つの研
究の潮流について代表的変数「満足 」 「 信頼 」 「 ロイヤルテ ィ 」 を例に挙げて説明を試み
ている 。  
第４章では、 リ レーシ ョ ンシップ ・ マネジメン トにおけるコ ミ ュニケーシ ョ ンや情報の
重要性、関係者間のコンフ リ ク トやパートナーの機会主義的行動の問題、 リ レーシ ョ ンシ
ップの終息に関わる問題について論じている 。  
第５章では、最新の研究動向として 、 CRM ： Customer Relationship Management に対す
る投資の効果を測定しよ う という研究や、 リ レーシ ョ ンシップ価値をダイナミ ッ クに捉え
よ う とする 「 ダイナミ ッ ク ・ ケイパビ リテ ィ ・ アプローチ 」 について紹介している 。  
これらの研究を俯瞰した上で、第 6 章では研究の 「 課題と今後の展望」 と して １ ） リ レ
ーシ ョ ンシップ ・ マーケテ ィング現象のダイナミズムを捉えるモデル化と実証的裏づけの
蓄積、 ２ ） 売り手－買い手双方の視点から見た理論の構築と実証、 ３ ) 国際的な研究によ
る普遍的な理論の追求と文化依存的な要因の特定、 ４ ) 財務的評価測定のモデルの確立と
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１ ９ ９ ０ 年代のIT技術の発展で 、 データベース ・ マーケテ ィ ングや One-to-One マーケテ
ィ ングのキーワード が広ま り 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングに対する 関心が高ま
った 。 実証的研究によ る 理論の構築や書籍の出版が多く な され 、 ２ ０ ０ ０ 年頃までそのブ
ームは続いた 。 その後、 多く の企業は CRM チームを構成し 、 キー ・ アカ ウ ン ト ・ マネジ
メ ン ト を実践する など 、 顧客と の関係性を管理する こ と は 、 もはや当然のもの と し て受け
入れられている 。  
リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングに対する 認知と 理解は深ま ったが 、 現在実務家に
よ って実践されている リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングは 、 ブームであった当時の理
論に 、 経験知を加えた ものであ る こ と が容易に想像ができ る 。 こ こ で改めて今日までの研
究内容を整理し 、 最新の研究動向を加味した上で 、 実務的視点に立って組み立て直す作業
をする こ と は 、 学問的にも 実務的にも 意義があ る 。  
本論文は 、 産業財に絞って リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの理論と その応用の可
能性を論ずる こ と を目的と し 、 実務への応用も 視野に入れた章の構成になっている 。 ま
ず 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プの形態と 特徴を説明し 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値の創造の メ カニ
ズム と 理論的裏づけを示した上で 、 マネジ メ ン ト について論じ る と い う 、 感覚的に受け入
れやすいよ う に構成を工夫し ている 。  
尚、 引用する 論文の選定については Hult et al. (1997) のジ ャーナル ・ ラ ンキングを参考と し
た 。 また 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングは極めて文脈依存的なテーマの為、 扱っ
た実証研究については 、 調査を行った業界、 対象者などの背景情報を極力提示する こ と と














本章では 、 第１ 節で リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの起源をたど り 、 理論的基盤
と なった考え方と 、 現在の形に至った研究の発展経緯を示す 。 そ し て 、 第２ 節では産業財
分野において リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングが発展した経緯について説明する 。  
 
第１節 リレーションシップ・マーケティングの起源 
１． ポスト産業革命時代の「リレーションシップ」  
市場での 「 取引 」 から 「 リ レーシ ョ ンシ ッ プ 」 へのパラ ダ イ ム ・ シフ ト 発生の起源は 、
B-to-B 、 B-to-C と もにダ イ レ ク ト ・ マーケテ ィ ングに遡る こ と ができ る 。 さ らに 、 このダ
イ レ ク ト ・ マーケテ ィ ングの本質は 、 産業革命以前にその起源をたど る こ と ができ る 。 こ
の時代は 、 生産者と 消費者は直接的に取引を行い 、 両者の間には経済的な取引を超えた感
情的きずなが存在し ていた 。 そ こ にはお互いのニーズや制約を理解し 、 協力関係が自然に
発生し ていた 。 いわゆる リ レーシ ョ ンシ ッ プ志向の取引であ る 。 と こ ろが 、 卸売り 業者な
どの中間商人があ らわれる と 、 製品への愛着が薄ま り 、 よ り 取引志向の取引に移っていっ
た 。 産業革命時代に入り 製品の大量生産化の流れが起き る と 、 生産者と 販売者の距離はよ
り 大き な も の と なっていった 。 近代にな る と 、 企業の持つ機能は専門化し 、 そ こ ではた ら
く 人間の業務も 専門化が進み 、 ますます生産者と 消費者の距離は離れていった 。 と こ ろが
今日の技術的進歩によ り 、 生産者と 消費者が相互にや り と り する こ と が再び可能になって
きた 。 生産者と 消費者をつなぐ直接的イ ン ターフ ェ イ スの発展と と もに 、 再び リ レーシ ョ
ンシ ッ プ志向の取引が回帰し て き ている と いえる (Sheth and Parvatiyar 1995) 。  
マーケテ ィ ング も このよ う な流れに沿って変遷し て き ている 。 Vargo and Lusch (2004) は 、
マーケテ ィ ングは 「 有形の生産品 」 と 「 分離した個々の取引 」 がその中心的な考え方であ
る グ ッ ズ ・ ド ミ ナン ト （ 商品支配的 ） 視点から 、 「 手に触れる こ と の出来ないもの 」 や
「 取引プロセス 」 、 「 リ レーシ ョ ンシ ッ プ 」 がその中心的な考え方であ るサービ ス ・ ド ミ
ナン ト （ サービ ス支配的 ） 視点に移行し て き ている と 主張し ている 。 Vargo and Lusch (2004) 
によ る と 、 グ ッ ズ ・ ド ミ ナン ト 視点は以下の基礎条件を有し てお り 、 経済学における 交換





１ ） 経済活動の目的は売るモ ノ をつ く り 、 配る こ と 。  
２ ） 消費者に対し てモ ノ を売るためには 、 生産や分配を通じ て これらのモ ノ に効用や価
値が埋め込まれる 必要があ り 、 競合が提供するモ ノ よ り も 優れた価値が提供されなけ
ればな ら ない 。  
３ ） 企業は生産品の売上から 得られる 利益を最大化する よ う に決定変数を調節する 。  
４ ） 生産の管理と 効率を最大化するために 、 商品は標準化され 、 市場から 離れた と こ ろ
で生産されなければな ら ない 。  
５ ） 商品は需要が発生する まで在庫と し て保管され 、 消費者に利益を上乗せし て配送さ
れる 。  
 
Vargo and Lusch (2004) によ る と 、 初期の経済学が発展する 過程において 、 便宜上 「 価値 」
を商品に埋め込まれた 「 効用 」 、 つま り 「 付加価値 」 と し て扱って し ま ったために 、 人間
が本来持つ 「 行為やプロセス 、 パフ ォーマン ス を通じ て専門的な能力を別の実体や実体そ
のものの利益のために適用させる 」 精神的 ・ 物理的スキルが無視されて し まい 、 その流れ
を受けてマーケテ ィ ング も 商品支配的な視点が中心的になって し ま った 。  
こ う した大き な潮流の中で リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングは 、 様々な学問の理論
を取り 入れ （ 第 2 項 ） 、 マーケテ ィ ングの ４ つの研究アプローチ （ 第 3 項 ） が収斂されて
今の形に発展し て きた 。 初期の研究には 、 Baggozi (1975) 、 Berry (1983) 、 Levitt (1983) らによ
る ものが挙げられる 。 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング と い う 言葉自体は 、 １ ９ ８ ３
年の AMA （ American Marketing Association ） サービ ス ・ マーケテ ィ ング ・ コ ンフ ァ レン スの
学会報告で 、 テキサス A&M 大学のLeonard L. Berry教授が 「 Relationship Marketing 」 と い う 論
文報告を行ったのが最初であ る と 言われている (Ramkumar and Saravanan 2007; 南  2003) 。  
 
２． リレーションシップ・マーケティングの理論的基盤 
Eiriz and Wilson (2006) は 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの出現に大き な影響を与
え 、 発展の基礎的枠組みと なった理論を整理し ている 。 同様の試みはde Wulf, and 





１ ） 社会学および社会心理学 ： 「 社会的交換理論 」  
この分野の研究は 、 行為者の交換行動における 関係性の役割に関心が持たれてい
た 。 中でも 、 マーケテ ィ ングに と って最も 影響を与えた理論が社会的交換理論であ
る (Eiriz and Wilson 2006) 。 この理論は 「 交換者は 、 自らが単独では実現でき ない利益
を リ レーシ ョ ンシ ッ プによ って得よ う と する 利己心 （ self-interest ） を持つ 」 と い う 前
提にその中心が置かれていた 。 さ らに 、 「 リ レーシ ョ ンシ ッ プの維持と 成長は 、 リ
レーシ ョ ンシ ッ プによ って得られる 成果を評価する こ と に理論の根底があ る 」 と い
う 前提も 重要視された 。 つま り 、 「 自らの知識や経験から 、 期待した成果よ り も よ
い結果なのか 」 、 「 考え う る 最良の代替品よ り もパフ ォーマン スが良く 、 しかも 受
け入れられる レベルか 」 と い う 問いに答える こ と で リ レーシ ョ ンシ ッ プの維持、 成
長を判断でき る と い う 考えであ る （ de Wulf, and Odekerken-Schroder 2001) 。  
２ ） 経済学 ： 「 取引コ ス ト 理論 」  
  リ レーシ ョ ンシ ッ プやネ ッ ト ワーク の経済合理性を説明する 考え と し て 、 １ ９ ７
５ 年に Williamson が発表した取引コ ス ト 理論であ り 、 こ の考え も リ レーシ ョ ンシ ッ
プ ・ マーケテ ィ ングに影響を与えた (Eiriz and Wilson 2006) 。  
交渉やモニ タ リ ング 、 契約の行使、 力関係のアンバラ ン スの リ ス ク と いった取引
コ ス ト を最小化するため 、 企業は取引を市場で行う か 、 垂直統合によ って社内に取
り 込むか 、 と い う 選択を し なければな ら ない 。 Williamson は当時、 理論的には市場
取引を選ぶのが自然であ る と 考えていた 。 また 、 効率的な取引は 、 関係特殊的な資
産、 内部 / 外部不確実性、 取引の頻度に大き く 左右され 、 これら 要因を管理でき る
ガバナン ス構造を構築する こ と で 、 取引効率を最大化でき る と 考えた 。 この取引効
率化の問題は 、 議論すべき 点は多いものの 、 その後の リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケ
テ ィ ングに大き な影響を与えている (Eiriz and Wilson 2006) 。  
３ ） 法律学 ： 「 関係的契約理論 」  
   現代契約法の関係的契約理論の考えが元と な り 、 「 不連続取引 」 と 「 関係的交
換 」 を区別する 考えが生まれた (Eiriz and Wilson 2006) 。 「 関係的契約理論 」 は 、 従来
の契約の メ カニズムに純粋に頼る こ と は 、 資源と 時間と い う 観点から 見る と 費用的
犠牲であ る と い う 考えに基づいている 。 この理論は 、 Williamson の理論を補完する
形で 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの出現に大き く 影響を与えた 。 その




ッ プ規範 」 によ るガバナン スがマーケテ ィ ング分野から 提案がな された(de Wulf, and 
Odekerken-Schroder 2001) 。  
４ ） 組織 / 政治科学 ： 「 資源依存理論 」  
   資源依存理論は 、 「 交換関係において ２ 者のもつ相対的パワーは 、 他者と の相対
的な比較において 、 所有し コ ン ト ロールでき る 資源によ って決ま る 」 と い う １ ９ ６
２ 年に Emerson が提唱した 「 パワー ・ モデル 」 が元になって発展し た経緯を持つ 。
この理論には大き く 二つの前提が存在する 。 一つ目は 、 組織間関係は目標を達成す
るために必要な資源を得る 為の手段であ る と い う こ と 。 二つ目は 、 資源のコ ン ト ロ
ールをめぐ る 企業間の利害の対立は 、 パワーの持つ 「 互いに影響を及ぼす変数 」 と
し ての重要性を強調し ている と い う こ と であ る 。 リ レーシ ョ ンシ ッ プおよびネ ッ ト
ワーク 研究への貢献と し ては 、 企業の行動や リ レーシ ョ ンシ ッ プを結ぶき っかけに
影響を及ぼす変数と し て 、 資源が持つ役割が注目された点であ る 。 しかし ながら 、
この理論には限界も 存在した 。 理性では説明でき ない行動 （ 無視や不注意、 無責任
など ） や環境やシステム上の要因など 、 組織間の交換関係に影響を及ぼす可能性の
あ る 前提条件が無視されている と い う 点であ る (Eiriz and Wilson 2006) 。  
 
以上のよ う な理論的基盤を源流と し て 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングが形作ら
れていった 。 次項では 、 マーケテ ィ ング と い う 学問の枠の中で リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マー




Eiriz and Wilson (2006) は 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの出現と その後の発展に
影響を及ぼしたマーケテ ィ ング分野における 研究アプローチについて 、 市場のタ イプ （ 組
織的市場と 消費者市場 ） と 取り 扱う 財のタ イプ （ 商品と サービ ス ） を軸に 、 図表 ： １ － １
のよ う なマ ト リ ッ ク ス を用いて表現した 。  
 
１ ） 組織的市場 ( 商品 ) のマーケテ ィ ング 




ケテ ィ ングの出現に大き な影響を与えた 。 コ ンフ リ ク ト 、 パワー 、 組織間関係と いっ
たマーケテ ィ ング ・ チャネルの研究 ト ピ ッ ク を 、 社会政治学的、 行動学的な視点から
捉える 考え方は 、 取引コ ス ト 理論や資源依存理論と 親和性を持っていたためであ る 。
研究領域が産業財購買と サプラ イ ・ チェーン ・ マネジ メ ン ト 分野に進展する と 、 １ ９
７ ０ 年代から ８ ０ 年代後半にかけてマーケテ ィ ング ・ チャネル ・ リ レーシ ョ ンシ ッ プ
研究へと 展開された 。 さ らに 、 こ う した研究は 、 品質マネジ メ ン ト 、 パー ト ナーシ ッ
プ調達、 統合サプラ イ ・ チェーン ・ マネジ メ ン ト と いった リ レーシ ョ ンシ ッ プの重要
な ト ピ ッ ク に発展し ていった 。 また 、 このチャネル ・ マネジ メ ン ト と 産業財購買に関
する 研究は 、 欧州の同研究分野に影響を与え 、 特に相互作用 / ネ ッ ト ワーク 分野で共
通に関連する 研究学派が出現する 結果と なった 。 相互作用 / ネ ッ ト ワーク 理論と 他の
リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング研究で異な るのは 、 マ ク ロ な視点で リ レーシ ョ
ンシ ッ プ現象を捉えた際のガバナン ス形態であ る 。 つま り 、 従来のマーケテ ィ ングや
経営の枠組みでは扱わなかった 、 ネ ッ ト ワーク と い う よ り 広い範囲でガバナン ス を捉
えよ う と し ているのであ る (Eiriz and Wilson 2006) 。  
２ ） 消費者市場 （ サービ ス ） のマーケテ ィ ング 
関係性マネジ メ ン ト と 顧客満足を結び付ける Levitt (1983) の考えを も と にし て 、 サー
ビ ス ・ マーケテ ィ ングの分野で 、 顧客を維持するための リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケ
テ ィ ングが発展した 。 そ こ では 、 消費者はサービ スの共同生産者と し て考え られた 。
また 、 製品の製造、 販売、 消費のそれぞれのプロセスで様々なサービ スが存在し 、 こ
れらのプロセスにおいて関係者の間に相互依存関係が存在し ている 。 組織的市場にお
いて も 、 こ う した イ ン タ ラ ク テ ィ ブな状況は存在し ている と 考えて良い (Eiriz and 
Wilson 2006) 。 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング と い う 言葉は用いられていなかっ
たが 、 １ ９ ７ ７ 年ごろには既に長期的関係性についての様々な事例が 、 後述する ノ ル
デ ィ ッ ク 学派の メ ンバーによ って示されていた為、 サービ ス ・ マーケテ ィ ングの延長
上から リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングが発展し た と 考えている 研究者も 多い
(Ramkumar and Saravanan 2007; 南  2003) 。  
９ ０ 年代以降のITの急速な発展は 、 コ ンシ ュマー市場の文脈で リ レーシ ョ ンシ ッ
プ ・ マーケテ ィ ングを発展させた 。 その一つがデータベース ・ マーケテ ィ ングであ
る 。 データベース ・ マーケテ ィ ング と は 、 顧客と の接触や取引、 そ し てカ ス タマー ・




（ 製品、 供給業者、 再販業者に関する もの ） を構築し 、 メ ンテナン ス し 、 活用するプ
ロセスであ る 。 も う ひと つは 、 電子媒体を活用した 「 イ ン タ ラ ク シ ョ ン 」 と 「 個別
化 」 を実現させた イ ン タ ラ ク テ ィ ブ ・ マーケテ ィ ングであ る (Kotler & Keller 2006) 。 しか
し ながら 、 データベース ・ マーケテ ィ ングやイ ン タ ラ ク テ ィ ブ ・ マーケテ ィ ングは 、
実用性の限られた取引をマネジ メ ン ト し よ う とする 活動であ り 、 新しいパラ ダ イ ム出
現に貢献した と い う よ り も 、 従来のマーケテ ィ ング ・ ミ ッ ク スの延長上から 進化した
と 捉える 方が自然と い う 見方も あ る (Eiriz and Wilson 2006) 。  
 





















出 典 ： Eiriz and Wilson (2006)  ２ ８ ２ ペ ー ジ  
 
上述のよ う に様々な源流を も と にし て リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングが形成され
て きたため 、 研究者によ って様々な リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの定義が存在す
る 。 Harker (1999)は 、 １ ９ ９ ６ 年までに発表された論文で用いられた ２ ６ の定義を分析し 、
定義に含まれるべき 7 つの概念 「 創造 」 「 発展 」 「 維持 」 「 相互のや り と り 」 「 長期的 」
「 感情的内容 」 と 関連する ２ ７ の共通概念を特定した 。 さ らに 、 過去の論文を網羅的に分
析した結果、 Grönroos  (1994) によ る 定義が最も 包括的で一般に受け入れられるべき 定義で










第２節 産業財リレーションシップ・マーケティングの発展  
１． 研究視点の地域発展性と産業財マーケティング 
B-to-B の文脈で リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの概念が説明されたのは Jackson 
(1985) が最初であ る と いわれてお り (Ramkumar and Saravanan 2007 ） 、 消費財の リ レーシ ョ ン
シ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの出現と ほぼ時期を同じ く し ている 。 そのため 、 産業財リ レーシ
ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングは 、 消費財リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング と の相互の
関わ り を も って発展し た と 考えて も 差し 支えない 。 本節では 、 産業財マーケテ ィ ングの発
展に寄与し た研究アプローチについて 、 それぞれの地域性と 特徴について説明した上で 、
産業財リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの発展と の関わ り を見ていきたい 。 前節で説
明した研究アプローチは 、 地域的に異な る ３ つのパースペク テ ィ ブ 「 IMP (Industrial 
Marketing and Purchasing) パースペク テ ィ ブ 」 「 ノ ルデ ィ ッ ク 学派パースペク テ ィ ブ 」 「 U.K.
パースペク テ ィ ブ 」 によ って独自に展開した経緯があ る 。 これらパースペク テ ィ ブに 「 米
国チャネル論アプローチ 」 を加え 、 それらの特徴について 、 以下の通り 説明する 。  
 
１ ） IMPパースペク テ ィ ブ ： 相互作用 / ネ ッ ト ワーク アプローチ 
IMP ： Industrial Marketing and Purchasing グループは 、 １ ９ ８ ０ 年代に産業財市場におけ
る 相互作用や リ レーシ ョ ンシ ッ プに関し て興味を持つ 、 ド イ ツ 、 フ ラ ン ス 、 イ タ リ
ア 、 ス ウ ェーデン 、 イ ギ リ スの １ ２ 名の研究者が発足したグループであ る 。 と り わけ
注目を集めた理由は 、 研究の重要性を売り 手と 買い手に対等に扱った こ と にあ る 。 そ
の後、 イ ギ リ スやヨ ーロ ッパ 、 ア メ リ カの研究者に影響を与えた (Payne 2000) 。 南 
(2005) によ る と 、 IMP グループが残した実績は 、 １ ） 欧州で収集された売り 手と 買い
手の関係についての経験的データから 、 両者の継続的相互作用プロセスの中で製品が
つ く られてい く と い う 関係性の存在を発見した こ と 、 ２ ） 売り 手 ‐ 買い手の関係が 、




る 。  
２ ） ノ ルデ ィ ッ ク 学派パースペク テ ィ ブ ： サービ ス ・ マーケテ ィ ング 
  ノ ルデ ィ ッ ク 学派は 、 スカンジナビア と フ ィ ン ラ ンにおけるサービ ス ・ マーケテ ィ
ングの研究を発端と し 、 １ ９ ９ ０ 年代には一つの学派と し て世界中に認識される まで
に成長した 。 発足当初よ り 、 サービ ス ・ マーケテ ィ ングの長期的関係性に研究の重点
が置かれていたため 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング と い う 言葉を用いる 必要
性はなかった 。 このため 、 ノ ルデ ィ ッ ク 学派で リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング
と い う 言葉が用いられる よ う になったのは 、 １ ９ ８ ０ 年代後半に産業財のサービ ス ・
マーケテ ィ ングへの興味が深ま ってからであ る 。 ノ ルデ ィ ッ ク 学派の研究者たちは 、
サービ ス ・ マーケテ ィ ングの概念やモデルを産業財の リ レーシ ョ ンシ ッ プに組み込む
こ と こ そが 、 従来のマーケテ ィ ングのパラ ダ イ ムから 抜け出す第一歩であ る と 認識し
ていた (Grönroos 2000)。  
３ ） U.K.パースペク テ ィ ブ ： サービ ス ・ マーケテ ィ ング 
イ ギ リ スでは 、 も と も と IMP グループに属する 少数の研究者が リ レーシ ョ ンシ ッ
プ ・ マーケテ ィ ングを扱っていた 。 そ し て 、 １ ９ ８ ０ 年後半ごろ までに 、 ク ラ ンフ ィ
ール ド 大学を中心と し て戦略的リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングを研究する 動き
が生まれた 。 ９ ０ 年代後半までにイ ギ リ ス全土で本格的に始ま り 、 その後独自性を持
って発展した経緯を持つ 。 南  (2005) によ る と 、 サービ ス ・ マーケテ ィ ング と 品質管理
を顧客関係管理の側面へと 統合し てい く 考えに彼らの特徴が見られる 。  
４ ） 北米チャネル論アプローチ 
  南  (2005) によ る と 、 IMP グループの中心的存在であ るHåkanssonは 、 90年代に入り 、
米国のチャネル論研究者たち と 共同研究を行っている 。 そ し て 、 も と も と サプラ イヤ
ーと メ ーカーと の企業間関係における 関係性への研究上の関心は 、 チャネル論におけ
る 企業間マネジ メ ン ト と 親和性が高い と 言え 、 チャネル論の研究領域において 、 関係
的取引へのアプローチ と い う 新しい領域を切り 開いた と 主張した 。  
 
南  (2005) は 、 北欧で発展した リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングへのアプローチ方法
と 、 北米における 理論体系と の関わ り について次の考察を述べている 。 すぐれて競争の激
しい北米市場の諸事象を説明する 理論体系が 、 他国の寡占的な市場やサービ スセ ク ターが




と し て産業財マーケテ ィ ングにおける リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングが台頭した と
考え られる 。  
また 、 Hansen (2009) は 、 学際的観点から 見た支配的マーケテ ィ ング ・ ロ ジ ッ ク の進展
と 、 実務視点から 見たバイヤー ・ サプラ イヤー ・ リ レーシ ョ ンシ ッ プ進展の相互関係を 、
ウ ォールマー ト を事例に と って考察を与えている 。 Hansen (2009) によ る と 、 １ ９ ９ ０ 年代
前半頃に観察される よ う になった 「 小売業の強大化 」 と と もに 、 サービ ス ・ ド ミ ナン ト
（ SD ） ロ ジ ッ ク の革新的な理論がウ ォールマー ト と い う 強大な企業で収斂され 、 61,000
を超えるのサプラ イヤーに哲学が浸透し てい く 結果を生んだ 。 そ し て 、 これらサプラ イヤ
ーの多く が理論を実践する こ と で 、 北米市場から 世界に SD ロ ジ ッ ク が展開されてい く に
至った と 結論づけている 。  
以上のよ う な例から も 、 市場の独自性から 生まれた理論や考え方が 、 実践を通じ て世界
に広ま り 統合化に向かっている こ と は容易に想像でき る 。 また 、 学際的な動き と し て研究
者によ る 統合化の試みも な されている 。 南  (2005) によ る と 、 Sheth と Parvatiyar らは 、 ２ ０
０ ０ 年に出版された Handbook of  Relationship Marketing と い う 著書を通じ て 、 それまでの リ レーシ
ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの理論的系譜を俯瞰し 整理した後、 統合も し く は再構築をめ
ざそ う と し た 。  
最後に 、 Sheth と Parvatiyar の書籍の中から リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの定義





(Sheth and Parvatiyar 2000) 」 
 
２． リレーションシップ・マーケティング発展の３つのパースペクティブ  
Sheth and Parvatiyar (1995) は 、 「 価値の配布 」 と 「 結果 」 を重視した従来の交換的取引のパ
ラ ダ イ ムに対し て 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングは 「 価値の創造 」 と 「 プロセ
ス 」 を重視したパラ ダ イ ムによ って説明されるべきであ る と 主張し ている 。  




３ つのパースペク テ ィ ブを提示し 、 これらのパースペク テ ィ ブがそれぞれ独立し て扱われ
















出 典 ：  Eiriz and Wilson (2006) ２ ８ ６ ペ ー ジ  
 
本論文は 、 第１ 節で説明した組織的市場をそのス コープ と し 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マ
ーケテ ィ ング理論を理解する こ と を目的と し て 、 Eiriz and Wilson (2006) が示した ３ つのパー
スペク テ ィ ブの統合的説明を目指し ている 。 まず 、 第 2 章で リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値評価
を 、 第 3 章で リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値のキー ・ ド ラ イバーを説明する こ と で 、 リ レーシ ョ
ンシ ッ プの 「 構造 」 と 「 原理的説明 」 を行う 。 そ し て第 4 章でマネジ メ ン ト を扱い 、 第 5
章で新しい方向性を示すこ と で リ レーシ ョ ンシ ッ プの 「 プロセス 」 の理解を深める 。 最後











１ ９ ９ ０ 年台以降、 実務家の間でも リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの重要性が認
識され 、 顧客と サプラ イヤーが長期的で良好な関係を結ぶこ と は双方に と って重要な命題
と なっている 。 しかし ながら 、 顧客はすべての仕入れ品について 、 あ るいは 、 すべてのサ
プラ イヤーと 深い リ レーシ ョ ンシ ッ プを結ぶわけにもいかず 、 状況に応じ て業務的な取引
を行う べきか 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プを重視し た取引を行う べきかの選択を し なければな ら
ない(Sheth et al. 2003) 。  
Sheth et al. (2003) は 、 顧客が業務的取引志向と 関係的取引志向のいずれの立場を と るかに
ついて 、 取引を取り 巻く 文脈的な要因と し て 、 以下に示す産業構造、 意思決定に対する 文
化、 意思決定の構造、 リ ス ク に対する 許容度、 購買性向、 取引コ ス ト が影響を及ぼし てい
る と 考えた 。  
 
１ ） 産業構造 ： 産業集中が進み 、 よ り 顧客の購買力が増すほど 、 また 、 よ り 寡占状態
に近い状況にな るほど顧客はサプラ イヤーと 長期的な関係を結ぼ う とする 。  
２ ） 意思決定に対する 文化 ： 専門化した製品仕様やサプラ イヤーの評判に基づいて調
達先の選定をする 際、 技術者の意見に頼る こ と が多い 。 戦略的な意思決定に基づい
て調達先の選定がな される 場合、 厳選された少数のサプラ イヤーと 関係的取引がな
される こ と が多い 。 一方、 コモデ ィ テ ィ 化された製品のよ う に 、 価格を判断基準と
し て意思決定がな される 場合、 業務的取引が好まれる こ と が多い 。  
３ ） 意思決定の構造 ： 調達先を決定する 時に 、 顧客社内の多く の部門が関わって意思
決定が行われる 場合、 関係的取引が好まれる 傾向にあ る 。  
４ ） リ ス ク に対する 許容度 ： ビジネスの参入 ・ 撤退や提携先の決定など 、 戦略的意思
決定を行う 際には リ ス ク が伴う 。 個人がそ う であ る よ う に 、 リ ス ク に対する 許容度
は企業によ って も 異な る 。 リ ス ク に対する 許容度が低い場合、 自社の競争的地位を
高める ために 、 少数のエ リ ー ト ・ サプラ イヤーと 長期的な リ レーシ ョ ンシ ッ プ取引




５ ） 購買性向 ： 製品を購入後に 、 顧客への教育、 製品の設置、 メ ンテナン スやアフ タ
ーサービ スなどのサポー ト が必要な場合、 顧客は関係的取引を好む傾向にあ る 。  
６ ） 取引コ ス ト ： 取引コ ス ト やビジネスにかかる コ ス ト が大きい程、 長期的な取引関
係が好まれる 。 また 、 プロセスが繰り 返しで行われる 場合や 、 経験効果曲線が低い
場合は 、 取引コ ス ト を下げるため外注に出される こ と が多く 、 さ らに 、 そのプロセ
スが特殊であ るほど関係的取引が好まれる 。  
 
１． リレーションシップ・スペクトル  
前節で Sheth et al. (2003) によ って示された二つのタ イプの取引志向、 つま り 業務的取引志
向と 関係的取引志向を両端においた連続性のあ る スペク ト ルを用いて 、 サプラ イヤーと バ
イヤーの リ レーシ ョ ンシ ッ プの形態が表される こ と が多い 。  
Day (2000)は 、 一方を匿名的も し く は自動的な 「 取引的交換 」 、 他方を 「 協働的交換 」 、
その中間を 「 付加価値的交換 」 と 表現し 、 価値交換のプロセス形態に応じ て 、 顧客と の関
係様式を連続的なスペク ト ルで表すこ と ができ る と 主張した 。 さ らに 、 この関係スペク ト
ルのど こに位置するかは 、 企業の自由裁量にゆだねられるが 、 顧客と のコ ミ ュニケーシ ョ
ン形態、 関係の結び方、 そ し て調整のあ り 方によ り 、 その裁量にも 限界があ る と した （ 図
表 ： ２ － １ ） 。  
 









出 典 ： Day (2000)  ２ ５ ペ ー ジ  
 
また 、 Möller and Törrönen (2003) は 、 「 価値創造 」 が時間と と もに複雑化、 発展し てい く 一




表 ： ２ － ２ ） 。 さ らに 、 このスペク ト ルと サプラ イヤーの持つ機能と の関連について述べ
ている 。  
 












出典 ： Möller and Törrönen (2003) １ １ ３ ペー ジ 
 
Möller and Törrönen (2003) によ る と 、 スペク ト ルの左端は 、 「 取引志向の リ レーシ ョ ンシ ッ
プ 」 であ り 、 そ こ では現有の資源と プロセス を最大限効率的に活用する こ と によ って 「 コ
ア ・ バ リ ュー 」 と 呼ばれる 価値の創造が行われる 。 取引を行う 者同士は 、 新しい資源を創
造する こ と も 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プに対し て自ら を適応させる こ と もほ と んど必要と され
ない 。 サプラ イヤーによ って提供される 製品やサービ スは 、 競合によ って提供される もの
に近く 、 代替品と し て考えるのであれば価値の創造は市場で行われる と も 考え られる 。 し
かし ながら 、 このこ と は 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プを持つこ と が 、 意味の無いこ と であ る と い
う こ と を意味し ているわけではない 。 なぜな らば 、 この領域においては 、 サプラ イヤーの
持つ 「 効率性 」 機能であ る 、 利益 ・ 数量 ・ 保護手段機能が価値創造に大き く 貢献するから
であ る 。  
スペク ト ルの中央部分は 、 「 付加価値付け リ レーシ ョ ンシ ッ プ 」 であ る 。 こ こ では 、 新
製品の開発を行った り 、 プロセスの問題解決を図った り するために 、 双方によ って投資や
関係への適応が行われる 。 つま り 、 こ う した関係特殊的な発展によ って価値が 「 付加され
る 」 のであ る 。 サプラ イヤーによ って提供される 価値がよ り 斬新であ るほど 、 「 取引志向
の リ レーシ ョ ンシ ッ プ 」 で観測される よ う にサプラ イヤーの価値創造潜在性を見積る こ と
が難し く な る 。 付加価値付け リ レーシ ョ ンシ ッ プにおいては 、 革新性が関係する 「 有効
性 」 機能が働いている 。  
スペク ト ルの右端は 「 パー ト ナ リ ング ・ リ レーシ ョ ンシ ッ プ 」 と 呼ばれる 。 こ こ では 、




て価値が創造される 。 つま り 、 こ こ では 「 ネ ッ ト ワーク 」 機能が働いている と 言えよ う 。
さ らにこ う いった価値は将来になって認識されるため 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プが未来志向で
あ る と も 言える 。  
Day (2000)は 、 関係スペク ト ルには 「 取引的交換 」 側に引っ張られる 引力のよ う な力が存
在し 、 その力に打ち勝つためにはマーケ ッ ト 関係的能力 （ market-relating capability ） を有する
こ と が必要であ る と 主張した 。Day (2000) によ る と 、 マーケ ッ ト 関係的能力は 、 図表 ： ２ －
３ で示される よ う な 「 方向性 」 「 知識と スキル 」 「 プロセスの統合と 同調 」 の ３ つの要素
から な る 概念であ る 。 組織内の複数の機能と も 関連し 、 かつバイヤーと セ ラーと の間でも
複雑に組み入れられているため 、 理解するのが難しい概念でも あ る 。 こ こ で 、 「 方向性 」
と は 、 取引の前後、 も し く は取引の最中において関係性志向が組織全体の思考、 価値観、
規範に浸透し ている 状態を言う 。 「 知識と スキル 」 と は 、 顧客と の関係性構築に必要な知
識と スキルが 、 データベースなどの情報処理、 マネジ メ ン ト ・ システムなどを通じ て 、 従
業員の経験の中に蓄積し ている こ と を言う 。 最後に 、 「 プロセスの統合と 同調 」 と は 、 企
業同士の境界、 社内に存在する 部門同士の境界を越えたプロセスが統合し 、 同調し ている
状態を言う 。 これら ３ つの要素は互いに関連し 合い 、 そ し て補強し 合っているが 、 個別に
扱う こ と ができ る と し た 。  
 













２． リレーションシップ・マトリックス  
リ レーシ ョ ンシ ッ プの形態を 、 関係特殊的な投資の大小  (Bensaou 1999) や信頼性の大小   
(Hansen 2009) 、 リ ス ク の大小  (Wilson 1995) などの切り 口で捉え 、 マ ト リ ッ ク スで表現する
考え も 広く 普及し ている 。  
Bensaou (1999) は 、 日米の自動車産業におけるサプラ イ ・ チェーンの調査を行った結果か
ら 、 バイヤーおよびサプラ イヤーによ る 関係特殊的な投資の大小によ って 、 リ レーシ ョ ン
シ ッ プを ４ つのタ イプに分類でき るマ ト リ ッ ク ス を提案した （ 図表 ： ２ － ４ ） 。 そ し て 、
これら ４ つの リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ タ イプそれぞれについて 、 製品特性、 市場特性、 サプ
ラ イヤー特性に特徴があ る こ と を示した 。 さ らに 、 日米で比較を行い 、 日本に 「 支配下に
置かれたサプラ イヤー 」 タ イプが多いのに対し 、 米国においては 「 支配下におかれた買い
手 」 タ イプが多いこ と を示した 。  
 





















   42%                   15%
   ◆　　　　　　　　　　■
支配下に置かれた買い手













出 典 ： Bensaou (1999) ３ ６ ペ ー ジ  
 
Hansen (2009) は 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プから 得られる 結果をサプラ イヤーの担当者への信
頼と 、 企業に対する 信頼の大小によ り 分類し た 。 顧客がサプラ イヤーの担当者に対し て抱
く 信頼と 、 企業に対し て抱く 信頼の両方と も に低い場合は市場交換的取引が行われ 、 と も
に高い場合は共同の創造が行われる 。 つま り 、 前者は取引的交換を 、 後者は共同的交換を
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出 典 ： Hansen (2009) ２ ３ ２ ペ ー ジ  
一方Wilson (1995)は 、 縦軸に 「 売り 手と の取引に伴う リ ス ク 」 を 、 横軸に 「 売り 手によ り
買い手の製品に付加される 価値 」 を取ってマ ト リ ッ ク ス を作成した 。 そ し て 、 マ ト リ ッ ク
スの右上に属する 売り 手こ そ 、 パー ト ナーと し ての高い潜在性を持っている と した （ 図
表 ： ２ － ６ ） 。  
 









出 典 ： Wilson (1995) ３ ３ ６ ペ ー ジ  
 
本章で紹介した 、 スペク ト ルやマ ト リ ッ ク ス上のどの位置に自社を置く か と い う 選択の
問題が次のステ ッ プであ る 。 そ こ では 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プから 得られる 「 リ レーシ ョ ン




第２節 リレーションシップ価値測定モデル  
１． リレーションシップの意義  
前節では顧客視点での リ レーシ ョ ンシ ッ プの形態と メ リ ッ ト について述べて き た 。 この
メ リ ッ ト を最大限追求するために 、 顧客企業はサプラ イヤーと の付き 合い方やサプラ イヤ
ー ・ ポー ト フ ォ リ オを変化させている (Ulaga and Eggert, 2006) 。  
こ こ で改めて リ レーシ ョ ンシ ッ プを結ぶ意義について 、 サプラ イヤー視点から も 確認し
たい 。 Ulaga and Eggert (2006) によ る と 、 多く のビジネス顧客はサプラ イヤー ・ ベース を強化
するプロ グ ラ ムを実施し てお り 、 取引するサプラ イヤーの数を減ら し てキー ・ サプラ イヤ
ーを厳選する こ と を行っている 。 選ばれたサプラ イヤーは 、 対顧客の売上規模、 シェアを
拡大させるが 、 選定されない場合はバ ッ ク ア ッ プ ・ サプラ イヤーに追いやられて し ま う 。
Ulaga and Eggert (2006) の行った調査によ る と 、 キー ・ サプラ イヤーは顧客と の高い取引シェ
ア （ キー ・ サプラ イヤーは平均 73.3% 、 第二サプラ イヤーは平均 19.5% の発注数量 ） を確
保でき 、 短期的にではあ るが競争から 守られる 好条件を与え られる 。 その条件には 、 １ ）
顧客の要求価格に合わせるための時間的猶予が与え られる 、 ２ ） 開発の初期の段階で関わ
る こ と で新規ビジネス を獲得する 良いポジシ ョ ンが得られる 、 ３ ） 顧客と 共同チームで品
質問題解決を図った り する 、 などが含まれ 、 圧倒的な利点を得ている こ と がわかる 。 つま
り 、 キー ・ サプラ イヤーの地位を獲得するために 、 サプラ イヤーも リ レーシ ョ ンシ ッ プ価
値を高めなければな ら ないのであ る 。  
 
２． リレーションシップ価値研究の推移 
産業財における リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値の概念化を試みた最初の研究者のひと り が
Anderson et al. (1993) であ る 。 Anderson et al. (1993) は 、 産業財市場における リ レーシ ョ ンシ ッ プ
価値は金銭で表される 知覚概念であ り 、 それは製品提供によ って顧客が得るベネフ ィ ッ ト
と 、 製品提供によ って失う もの と の総計で表される と し た 。 そ し て 、 消費財の価値研究の
流れを受けて 、 産業財市場で得られる 価値を 「 （ 代替品と その価格を考慮した上で ） あ る
価格の金銭をサプラ イヤーに支払って製品の提供を う けた際に 、 支払った価格の交換と し
て得られる 経済、 技術、 サービ ス 、 社会に関するベネフ ィ ッ ト を金銭的に表し た価値 」 と
し て定義し た 。 Anderson et al. (1993) は 、 産業財市場の実務家に対する 質問票調査を行い 、 価




値評価方法を特定した 。 そ し て 、 当時、 その中でも あま り 普及し ていなかった コ ンジ ョ イ
ン ト （ ト レード オフ ） 分析こ そが価値評価をする 上で最も 望ま しい手法であ る と 主張し
た 。  
１ ９ ９ ０ 年代の多く の研究は 、 上述した よ う に構成概念や因子の特定に主眼を置いた理
論的な調査が中心的であった と 考え られる 。 その後２ ０ ０ ０ 年代に入ってからは 、 回帰分
析や共分散構造分析を用いた実証的研究が活発にな されている 。 図表 ： ２ － ７ はその代表
的事例を ま と めた ものであ る 。 コ ス ト と ベネフ ィ ッ ト 、 品質と 価格、 価格と 価値などで示
される ト レード オフの視点から リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値を捉える 研究や 、 その 2 項目のい
ずれか一方に絞って議論を展開する 研究の二つの大き な潮流が確認でき る 。  
 
































































































1) 製品品質 2) 配送 3) 市場投入までの時間 4) 直接製品
コスト（価格） 5) サービスサポート 6) サプライヤーのノウ





















































































こ こ でい う 「 知覚犠牲 （ perceived sacrifice ） 」 と は 、 購入時に発生するすべてのコ ス ト のこ と
を指す 。 例えば 、 購入価格、 調達コ ス ト 、 輸送、 製品 ・ サービ スの導入、 発注業務、 修理
や メ ンテナン ス 、 失敗や不十分なパフ ォーマン スに伴う リ ス ク などであ る 。 一方、 「 知覚
ベネフ ィ ッ ト （ perceived benefit ） 」 は 、 製品の利用に伴う 物理的属性やサービ ス属性、 技術
サポー ト 、 知覚品質など 、 各項目の組合せで表される 。 このよ う な顧客価値の数式化は


















出 典 ： Ravald and Grönroos. (1996) ２ ５ ペ ー ジ  
 
Ravald and Grönroos (1996)は 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プおける 顧客知覚価値は文脈に強く 影響を
受ける ものであ り 、 価格やサービ スだけではな く 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プそのも のが顧客知
覚価値に影響する と 主張した 。 そ こ で 「 ト ータル ・ エピ ソード 価値 」 と い う 概念を下式の
よ う に定義した 。 つま り この式は 、 た と え リ レーシ ョ ン ・ ベネフ ィ ッ ト が低く て も 、 顧客
バ リ ュー ・ チェーンの文脈に適合さ え し ていればエピ ソード ・ ベネフ ィ ッ ト が高ま り 、 そ
の リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ ベネフ ィ ッ ト の低さ を相殺する こ と ができ る と い う こ と を表し て





エピ ソード 価値と リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値のバラ ン スが上手く 取れれば 、 再購買行動を
通じ て リ レーシ ョ ンシ ッ プの総合価値が高ま り 、 結果と し て長期的な リ レーシ ョ ンシ ッ プ
に発展し てい く と い う 概念モデルを提案した （ 図表 ： ２ － ８ ） 。  
特定の状況におかれた産業財顧客がどのよ う な行動を取るか と い う エピ ソード 研究は 、
Anderson et al. (2000) によ ってな されている 。 Anderson et al. (2000) は 、 購買者が現在購入し てい
るモ ノ を基準品と し て設定し 、 異な る 「 価格 」 と 「 価値 」 を持つ代替品が示された時、 マ




は 、 経済的、 社会的、 技術的ベネフ ィ ッ ト やサービ スから 得られる 利益を金銭的価値で表
した ものであ る 。 代替品の属性パターンは下図の代替品A から 代替品L の １ ２ 通り で示さ
れた （ 図表 ： ２ － ９ ） 。  
 
図表 ： ２ － ９  代替品の 「 価格 」 「 価値 」 一覧 
製品提供の概要
提供物 価値 価格 購入インセンティブの正味変化量 変化のタイプ
当初提供物 100 80 － －
製品A 110 80 +10 単純増加
製品B 100 70 +10 単純増加
製品C 120 90 +10 混合増加
製品D 90 60 +10 混合増加
製品E 90 80 -10 単純減少
製品F 100 90 -10 単純減少
製品G 110 100 -10 混合減少
製品H 80 70 -10 混合減少
製品I 80 60 0 正味変化ゼロ
製品J 90 70 0 正味変化ゼロ
製品K 110 90 0 正味変化ゼロ
製品L 120 100 0 正味変化ゼロ  
出 典 ： Anderson et al. (2000) ３ １ １ ペ ー ジ  
 
統計的有意な結論が得られた結果は次の通り であ る 。  
結果１ ： 代替品の正味価値が基準品よ り も 多い時、 同じ 増加額の代替品A～Dでは 、  
１ ） 「 価値は上がるが 、 価格も 上がる 」 よ り も 「 価値は上がるが 、 価格は変わら ない 」
方を購入する （ A>C ）  
２ ） 「 価値は上がるが 、 価格も 上がる 」 よ り も 「 価値は変わら ないが 、 価格が下がる 」
方を購入する （ B>C ）  
３ ） 「 価値は上がるが 、 価格は上がる 」 よ り も 「 価値は下がる し 、 価格も 下がる 」 方を
購入する （ D>C ）  
 
結果２ ： 代替品の正味価値が基準品よ り も 少ない時、 同じ 減少額の代替品E ～Hでは 、  
１ ） 「 価値は上がるが 、 価格も 上がる 」 よ り も 「 価値は下がるが 、 価格は変わら ない 」
方を購入する （ E>G ）  
２ ） 「 価値は下がるが 、 価格は変わら ない 」 よ り も 「 価値は下がるが 、 価格が下がる 」




３ ） 「 価値は上がるが 、 価格が上がる 」 よ り も 「 価値は下がるが 、 価格も 下がる 」 方を
購入する （ H>G ）  
 
結果３ ： 代替品の正味価値が基準品同じ 場合 （ 代替品 I ～ L ） では 、  
１ ） 基準提供品よ り も 「 価値は下がるが 、 価格が下がる 」 方を選ぶ （ I ＞基準品、 J>基
準品 ）  
２ ） 「 価値は上がるが 、 価格も 上がる 」 よ り も 基準提供品の方を選ぶ （ 基準品 >K 、 基
準品 >L ）  
 
この結果か ら Anderson et al. (2000) は 、 二つの情報を金銭的な値に換算し た合計値で顧客は
判断するのではな く 、 価格と 価値それぞれの関数が別々に意思決定に影響を及ぼし ている
と 結論付けた 。 さ らに結果を詳し く 見てみる と 、 産業財顧客は価値の増加よ り も 価格の減
少を好み 、 （ 同じ 金銭換算価値が下がる 条件では ） 価格の増加よ り も 価値の減少を好むこ
と が分かる 。 言い換える と 、 産業財顧客に対し て価値を上げて価格も 上げた代替品の購入
を し て も ら う こ と が難しい と い う こ と を意味し ている 。 Anderson et al. (2000) はこの結果に対
する 説明と し て 、 購買者は価格以外の情報を評価する こ と に慣れておらず 、 知識と 経験の
ない価値の評価結果から 意思決定する こ と を嫌う 傾向にあ るためであ る と 推測を与えた 。  
それでは 、 顧客の知覚する リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値は 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プから 得られ
るベネフ ィ ッ ト よ り も コ ス ト のイ ンパク ト の方が大きい と 結論付けて良いのか 。 Ulaga and 
Eggert (2005) の行った研究では Anderson et al. (2000) と は異な る 結果が確認された 。 Ulaga and 
Eggert (2005) は 、 定性的な調査結果から リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値をその下位構成概念と し て
存在する 「 ベネフ ィ ッ ト 」 と 「 犠牲 」 の ト レード オフによ り 定義し た 。 こ こ で 、 「 ベネフ
ィ ッ ト 」 次元は製品、 サービ ス 、 ノ ウ ・ ハウ 、 市場投入に要する 期間、 社会的ベネフ ィ ッ
ト で構成され 、 「 犠牲 」 次元は価格と プロセス ・ コ ス ト で構成されている （ 図表 ： ２ － １
０ ） 。 製造業の購買マネージ ャーに対する 質問票調査によ り 、 概念モデルは統計的に正し








































出 典 ： Ulaga and Eggert (2005) ８ ７ ペ ー ジ  
 
さ らに 、 Ulaga と Eggert は 、 類似の研究を 1 年後に行っている (Ulaga and Eggert 2006) 。 そ
の研究では 、 初期調査と し て米国中西部における 製造業の購買マネージ ャー10名に対する
深層面接が行われた 。 調査の結果から 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値の源泉であ る １ ） コ ア提
供物、 ２ ） 調達プロセス 、 ３ ） 顧客オペレーシ ョ ンのそれぞれの項目において 、 ベネフ ィ
ッ ト と コ ス ト の ト レード オフが存在し 、 複雑に リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値が説明されている
と 考えた （ 図表 ： ２ － １ １ ） 。  
 









出典 ： Ulaga and Eggert (2006) １ ２ ２ ペー ジ 
 




た 。 この調査の結果も Anderson et al. (2000) の結果に反し て 、 サプラ イヤーの差別要因と し て
コ ス ト (20% ） よ り もベネフ ィ ッ ト （ 80% ） に対し て よ り 多く の影響があ る こ と が示され
た 。 この結果に対する 説明と し て Ulaga and Eggert (2006) は 、 キー ・ サプラ イヤーと 第二サプ
ラ イヤーと の比較においてベネフ ィ ッ ト やコ ス ト の評価が行われたためであ る と した 。 さ
らに 、 サプラ イヤーの選考候補に残るためにはコ ス ト が影響し 、 さ らにその中から 最終選
定されるためにはベネフ ィ ッ ト が強く 影響し ている 可能性があ る こ と を示し 、 文脈を無視
し てベネフ ィ ッ ト の有効性のみを強調する こ と の危険性も 示唆した 。  
 















.11 .68 .27 .44 .61.22
注記：すべてのパスにおいて5％水準で有意
 
出 典 ： Ulaga and Eggert (2006) １ ３ ０ ペ ー ジ  
 
上述のふたつの調査を通じて Ulaga and Eggert は、調査研究のアプローチ方法について

























χ2(18)=26, p=.10, GFI=.97, AGFI=.95, CFI=.98, RMR=.04, RMSEA=.04, R2=.49 
 
出 典 ： Walter et al. (2001) ３ ６ ９ ペ ー ジ お よ び ３ ７ ２ ペ ー ジ を も と に 加 工 
 
サプラ イヤー視点に立った リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値測定の研究も 行われている 。 Walter 
et al. (2001) は 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プがも た らす機能をサプラ イヤーの視点に立って分析し 、
直接的機能と 間接的機能に分類し た 。 直接的な機能は 、 外部と の関係に独立し て価値を生
み出す資源や活動と 定義し 、 １ ） 存続のための利益を生み出す 「 利益機能 」 、 ２ ） 利益創
出に必要な受注量を提供する 「 数量機能 」 、 ３ ） 不況などの困難な状況に陥った と きに保
険的に受注を確保する 「 保護機能 」 の大き く ３ つを特定した 。 一方、 間接的な機能を 、 現
在の顧客と の関係から 見て時間的 ・ 空間的によ り 広い範囲で作用する 効果と 定義し 、 ４ ）
高い技術を持つ顧客と 付き 合う こ と で将来的に革新的技術を得る こ と ができ る 「 革新的機
能 」 、 ５ ） 特定の顧客と 関係性を持っている 事実が 、 別の市場に参入する 際に推薦状の様
に機能する 「 マーケ ッ ト 機能 」 、 ６ ） 顧客が外部ネ ッ ト ワーク から 得た有用な情報を入手
する こ と ができ る 「 偵察機能 」 、 ７ ） 顧客が政府関係者、 銀行や貿易団体など と 関係があ
る こ と で 、 サプラ イヤーがそ う し た団体に対し て許認可申請や交渉をする 際に時間 ・ コ ス
ト 面で有利にはた ら く 「 ア ク セス機能 」 の ４ つを挙げた 。 そ し て 、 それぞれの機能がサプ
ラ イヤーの知覚する 価値 （ サプラ イヤー価値 ） に及ぼす影響について実証的調査を行った
と こ ろ 、 すべての機能について正の影響があ る こ と が確認された 。  
最後に 、 実務家が戦略立案や意思決定に活かすために顧客価値を把握するの手法と し
て 、 競合他社と の相対的評価を取り 入れた Ulaga and Chacour (2001) の顧客価値監査手法があ





「 ベネフ ィ ッ ト 」 と 「 犠牲 」 「 コ ス ト 」 は文化的背景や リ レーシ ョ ンシ ッ プのあ り 方に
よ って異な り 、 また 、 金銭に換算可能な もの と そ う でないものがあ るため 、 実際に評価す
る こ と は非常に複雑な考え方であ る と いえる (Möller and Törrönen 2003) 。 このよ う な考えか
ら 、 ベネフ ィ ッ ト と 犠牲、 コ ス ト のいずれか一方に注目し て リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値を把
握し よ う と する 研究も 多く 行われている 。  
 













出 典 ： Möller and Törrönen (2003) １ １ ２ ペ ー ジ  
 
Möller and Törrönen (2003) は 、 サプラ イヤーの持つベネフ ィ ッ ト 側面の機能を 、 「 効率
性 」 、 「 有効性 」 、 「 ネ ッ ト ワーク 性 」 の 3 つに分類し 、 それぞれの機能が単独に 、 あ る
いは相互に影響し あってサプラ イヤーの価値創造潜在性に影響を及ぼし ている と した （ 図
表 ： ２ － １ ４ ） 。 こ こ で 「 効率性 」 は直接的な機能であ り 、 特定のサプラ イヤーと 顧客の
2 社間関係では評価が可能であ る 。 一方、 間接的な機能であ る 「 有効性 」 「 ネ ッ ト ワーク
性 」 は 、 2 社間を超えたネ ッ ト ワーク と の関わ り の中で発揮される ため 、 よ り 評価が難し
い概念であ る 。  
Eggert et al (2006) は ３ つの リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ ベネフ ィ ッ ト 要因を用いて リ レーシ ョ ン
シ ッ プ価値についてモデル化を試みた 。 Eggert et al (2006) の行った研究で特徴的なのは 、 リ
レーシ ョ ンシ ッ プのラ イ フサイ クルを調節変数と し てモデルに加えた点であ る 。  
リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ ラ イ フサイ クルによ る 影響を厳密に調査する 場合、 異な る 時間




必要と な る 。 しかし ながら 、 そのよ う な調査は複雑で手間と 時間がかか り 、 現実的ではな
い 。 そ こ で Eggert et al (2006) は 、 回答者に対し て リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ ラ イ フサイ クルの分
類の仕方が教え られ 、 対象と する リ レーシ ョ ンシ ッ プがどのフ ェーズにあ るかについて回
答者自らが判断する 「 準時系列調査 」 を採用した 。 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ ラ イ フサイ クル
のフ ェーズは文脈依存的であ るため 、 その期間だけでは定義でき ない 。 そ こ で 、 将来の リ
レーシ ョ ンシ ッ プの発展可能性を基準と し て発展期、 成熟期、 衰退期の 3 つに分類され
た 。  
 


















出 典 ： Egger et al. (2006) ２ ２ ペ ー ジ  
 
図表 ： ２ － １ ６ のよ う な結果が示され 、 Eggert et al. (2006) は次のよ う な説明を与えた 。  
顧客の認知価値に対する 影響は 、 サービ ス ・ サポー ト や個人的相互関係を通じ た顧客の
「 調達プロセス 」 因子によ る ものが大き く 、 続いてサプラ イヤーの ノ ウ ・ ハウや 、 市場投
入までの時間と いった顧客の 「 オペレーシ ョ ン 」 因子、 最後に製品品質や配送品質と いっ
たサプラ イヤーの 「 コ ア提供物 」 因子が続く 結果になった 。 そ し て 、 このこ と は製品のコ
モデ ィ テ ィ 化が進んでいる 可能性を示し ている と した 。 つま り 、 コモデ ィ テ ィ 化の進む環
境においては 、 「 コ ア提供物 」 よ り も 「 調達プロセス 」 「 オペレーシ ョ ン 」 によ る 差別化
に成功したサプラ イヤーが競争優位性を獲得でき る と い う 過去の実証結果に沿っているた

















出 典 ： Eggert et al. (2006) ２ ５ ペ ー ジ  
 
リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ ラ イ フサイ クルについて統計的に有意な影響が確認されたのは 、
三つの因子の う ち 「 調達プロセス 」 「 オペレーシ ョ ン 」 に対し てのみであった 。 Eggert et 
al (2006)によ る と 、 「 調達プロセス 」 に正の影響が確認された こ と は 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ
の発展期においてはサービ ス ・ サポー ト や個人的相互関係を通じた価値創造し て欲しい と
願う 顧客の強い要望あ る こ と を意味し ている 。 また 、 「 顧客オペレーシ ョ ン 」 に負の結果
が示された こ と は 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プが発展し 、 成熟期や衰退期に向か う につれ 、 サプ
ラ イヤーの ノ ウ ・ ハウ 、 市場投入への時間と いった 「 顧客オペレーシ ョ ン 」 が大き く 影響
し ている こ と を意味し ている 。 最後に 、 「 コ ア提供物 」 に対する 影響は確認されなかった
が 、 それは調査対象を重要な コ ンポーネン ト 部品にしたため製品に対する 品質と 配送品質
から 得られる 価値の評価は 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値と は独立し ている と い う 説明を与え
た 。  
一方、 コ ス ト に注目し た代表的な研究に Cannon and Homburg (2001) の研究があ る 。
Cannon and Homburg (2001) は 、 顧客側には大き く ３ つのコ ス ト 、 １ ） 直接製品コ ス ト 、 ２ ）
入手コ ス ト （ Acquisition cost ） 、 ３ ） オペレーシ ョ ン ・ コ ス ト が存在する と 仮定した 。 そ し
て 、 「 顧客は 、 これらのコ ス ト を抑える こ と に貢献したサプラ イヤーと 取引関係を拡大し
よ う とする 」 と い う 前提のも と モデル化を試みた （ 図表 ： ２ － １ ７ ） 。 モデル化に際し て
は 、 ３ つのコ ス ト に影響を及ぼす要因を 、 バイヤー ・ サプラ イヤー関係に内在する 内的要
因と 、 市場や状況などの外的要因に分けて分析を行った 。 さ らに 、 外的要因については 、


































出 典 ：  Cannon and Homburg (2001) ３ １ ペ ー ジ  
 
Cannon and Homburag (2001)は 、 図表 ： ２ － １ ８ の調査結果について以下の説明を与えた 。  
第一に 、 ３ つのコ ス ト それぞれについて 、 「 コ ス ト が低減するほど 、 そのサプラ イヤー
と 取引関係を拡大し よ う とする 意図が増す 」 と い う こ と が統計的に証明された 。  
第二に 、 それら コ ス ト に影響を及ぼす要因については以下のよ う な関係が見られた 。  
 
１ ） 直接製品コ ス ト について 
内的要因であ る 「 顧客ニーズに合わせる 柔軟性 」 「 製品品質 」 において 、 コ ス ト に
対し て負の影響が見られ 、 「 サプラ イ 市場の監視 」 については正の影響が見られた 。
外的要因であ る 「 代替品の入手可能性 」 は負の影響を 、 「 サプラ イヤーと の関係の長
さ 」 については正の影響が見られた 。  
２ ） 入手コ ス ト について 
内的要因であ る 「 コ ミ ュニケーシ ョ ンの頻度 （ 文書 ） 」 「 顧客ニーズに合わせる 柔
軟性 」 「 製品品質 」 「 地理的距離の短さ 」 において 、 コ ス ト に対し て正の影響が見ら
れたが 、 外的要因については 、 統計的に有意な関係は見られなかった 。  
３ ） オペレーシ ョ ン ・ コ ス ト について 
内的要因であ る 「 コ ミ ュニケーシ ョ ンの頻度 （ 対面および文書 ） 」 「 顧客ニーズ 




プラ イ 市場の監視 」 については正の影響が見られた 。 外的要因については 「 製品の重
要性 」 についてのみ正の影響が見られた 。  
 











文書によるコミュニケーションの頻度 -.16 ** -.15 **
情報共有 -.08 .02
サプライヤーの順応
柔軟性 -.29 * -.21 ** -.39 *
関係特殊的な順応 -.02 .02
サプライヤーおよび提供物の特徴
製品品質 -.26 * -.28 * -.28 *
地理的距離の短さ -.25 *
顧客のコスト・マネジメント






製品タイプ（整備品・加工品） .05 .08 .08 .01
代替品の入手可能性 -.32 * -.05 -.04 -.12
製品の重要性 .11 .10 .12 ** .25 *
製品の複雑性 -.01 -.07 -.01 -.04
リレーションシップの年数 .22 * -.02 .00 .01




出 典 ： Cannon and Homburg (2001) ３ ７ ペ ー ジ を 加 工 
 
この中でも 特筆すべきは 、 製品品質と 直接製品コ ス ト と の関係であ る 。 Cannon and 
Homburg (2001)は 、 「 製品の品質が良く なれば 、 プレ ミ アム価格が設定でき るため 、 製品の
直接コ ス ト に正の影響があ る 」 と 仮定し ていたが 、 結果は期待に反し て負の影響が観測さ
れた 。 この結果に対する 説明と し て 、 「 良い品質は 、 サプラ イヤーにな るための資格であ
り 、 顧客はプレ ミ アム価格の設定を許し ていない 」 、 「 高品質のための投資を した場合、
時間が経過するにつれて （ 操業停止、 廃棄、 保証などのコ ス ト が抑え られるため ） 高品質
の メ リ ッ ト が投資額よ り も 上回り 、 結果と し て低コ ス ト に抑え られる 」 などを挙げた 。 そ
こ で 、 事後の分析を行った結果、 「 サプラ イヤーと の関係の長さ 」 が 3 年未満の場合は製




み負の関係が見られたのであ る 。 このこ と から 、 顧客コ ス ト の分析は時系列的な分析も 重
要であ る と し て 、 今後の課題と し て述べた 。  
 
第３節 顧客の望む価値変化について  
顧客がサプ ラ イヤーに望む価値は時間と と も に変化する ため 、 現在把握し ている 価値が
将来も 続く と い う こ と をあてにする こ と はでき ない 。 こ のためサプラ イヤーは 、 顧客が次
に望む価値を事前に予想するか 、 顧客価値が変化した時に競合に先駆けていち早く 反応し
なければ顧客を維持する こ と はでき ない 。 いずれの場合において も 、 マネージ ャーは顧客
の望む価値変化 （ CDVC ＝customers’ desired value change ） が意味する こ と を認識、 理解する こ
と が求められる (Flint et al. 2002) 。  
しかし ながら 、 Flint et al. (2002) によ る と 、 多く の実証研究は顧客がサプラ イヤーから 得て
いる 現在の価値を議論し てお り 、 顧客が望む価値がどのよ う に 、 なぜ変化するのかについ
ては十分な議論がな されていない 。 Flint et al. (2002) は 、 産業財リ レーシ ョ ンシ ッ プの文脈に
おける CDVC 現象を把握するため 、 北米の自動車産業の購買およびサプラ イヤー管理を担
当するマネージ ャーを対象と し て定性調査を行いその概念化を試みた 。  
定性調査の結果から リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値の変化は以下のよ う な メ カニズムで起き て
いる と 分析した 。 まず 、 １ ） 顧客の顧客の要望、 ２ ） 競合の戦略 / 戦術、 ３ ） サプラ イヤ
ーの提供物と パフ ォーマン ス 、 ４ ） マ ク ロ 環境と いった外的な条件が社内の組織や能力と
いった内的条件の変化を も た らす 。 これらの変化が顧客の望む価値変化に直接影響を及ぼ
すこ と も あ るが 、 Flint et al. (2002) は変化自体が顧客に緊張状態を も た ら し 、 緊張を減らすた
めの改善や学習努力の結果と し てサプラ イヤーへの新たな価値の要求 （ CDVC ） に結びつ
く 可能性を示唆した 。 また 、 価値変化のあ り 方と その変化の程度によ り CDVC は図表 ： ２
－ １ ９ の様に特徴づけ られ 、 こ う した価値変化がサプラ イヤーと の相互関係をマネジ メ ン
ト する 戦略手法に影響を及ぼすこ と を示した 。  
新しい研究の流れと し て 、 顧客の望む価値変化に対し てダ イナ ミ ッ ク に対応し てい く 、
ダ イナ ミ ッ ク ・ ケ イパビ リ テ ィ ・ アプローチ と い う 考えが Maklan (2009) によ り 提唱されて

































































出 典 ： Flint et al. (2002) １ １ ４ ペ ー ジ  
 
第４節 測定方法 Reflective vs Formative metrics に関する論争  
これまで論じ て きた よ う に 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値の測定に際し ては共分散構造分析
を用いたモデル化が多く 採用されている 。 共分散構造分析は心理学を出発点と し て発展
し 、 「 調査の背後に潜む因子 」 を分析する ツールと し ての因子分析と パス図が結合し て 、
現在の形に成熟し ている ( 涌井 ・ 涌井 , 2003) 。 視覚的な分析が可能で 、 その使い易さ から
社会科学の様々な分野で活用がな されている 。  
社会科学の目的の一つは 、 「 行動 」 に関する 理論的説明を与える こ と であ る 。 そのた
め 、 構成概念の妥当性と 構成概念に関連する 測定変数には十分な注意を払う べきであ る 。
しかし 、 こ の点についてマーケテ ィ ング分野の研究は十分な配慮がな されていないのが事
実であ る (Jarvis et al. 2003 ） 。  
構造方程式モデルで複数の潜在構成概念を測定する 方法は 、 対象と する 潜在変数の因果




ブ ・ モデル （ Formative model: 混合潜在変数モデル ） の大き く 二つに分類される 。 マーケテ
ィ ングにおいて 、 多く の実証研究でこの二つのモデルは共に採用されているが 、 研究者に
よ り そのモデル選択の考え方に違いが生じ ている 。 第 1 節で示した よ う に Ulaga et al. (2005)
は 、 「 リ フ レ ク テ ィ ブな測定アプローチによ る 概念化は構成概念と その要素間の因果関係
の解釈を誤る 可能性があ るため 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値の実証的研究に際し てはフ ォー
マテ ィ ブな測定アプローチが望ま しい 」 と 主張する 一方、 Baxter (2004) は 「 モデルの概念化
の論理化を最初に行わないで 、 やみ雲にどち らかのモデルを選択するのは危険であ る 」 と
主張する など 、 モデル選択の考え方について論争が起き ている 。  
本節では二つのモデルの特徴を説明し 、 Jarvis et al. (2003)の提案する 判断基準を提示する 。
そ し て 、 Jarvis et al.(2003)がその判断基準を用いて行ったモデル誤採用の研究結果を紹介す
る 。 さ らに 、 産業財リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの文脈で構成概念と モデル選択
の事例分析を提示し 、 現在の課題を論ずる 。  
 
１． リフレクティブ・モデル、フォーマティブ・モデルの特徴について  
リ フ レ ク テ ィ ブ ・ モデルと フ ォーマテ ィ ブ ・ モデルの大き な違いは変数同士の因果関係
のあ り 方にあ る 。 Baxter (2009) は 、 リ フ レ ク テ ィ ブ ・ モデル と フ ォーマテ ィ ブ ・ モデルの違
いについて以下の説明を与えた 。 「 リ フ レ ク テ ィ ブ ・ モデルの質問票の各項目は 、 測定し
た構成概念領域のイデ ィ ケーターであ る 。 こ のこ と が意味するのは 、 質問票の各項目は構
成概念によ って 『 引き 起こ され 』 、 適度な相関関係が得られる よ う にその意味も 重複し 合
っている と い う こ と であ る 。 一方、 フ ォーマテ ィ ブ ・ モデルが採用でき るのは 、 イ ンデ ィ
ケーターが独立した構成概念の 『 原因 』 であ り 、 それぞれの相関が存在し ていない状況下
で 、 かつイ ンデ ィ ケーターが全て存在する こ と が条件と な る 。 」  
Jarvis et al. (2003) は 、 二つのモデルの特徴と 差異を次で示すと お り ま と めた 。  
 
１ ） リ フ レ ク テ ィ ブ ・ モデル （ 主因子モデル ）  
このモデルでは 、 測定変数の共変動が潜在変数の変動によ って引き 起こ される 。 言
い換える と 、 測定変数の共変動が潜在変数の変動に 「 反映 （ reflect ） される 」 ため 、 リ
フ レ ク テ ィ ブ ・ モデルと 呼ばれる 。 図表 ： ２ － ２ ０ で示すと お り 、 因果関係の矢印の




はイ ンデ ィ ケーターの変化を引き 起こすと 仮定される 。 この時、 構成概念であ る 潜在
変数がイ ンデ ィ ケーターに影響を及ぼし ているため 、 両者に相関関係が存在する こ と
も 説明がつ く 。 また 、 主因子の反射的な （ reflective ） イ ンデ ィ ケーターは内的整合性を
持つべきであ るため 、 全ての測定変数は構成概念を説明する 妥当性が高い 。 このこ と
から 、 信頼性の高い測定変数が ２ つあ る と する と 、 それを入れ替える こ と は可能であ
る 。 イ ンデ ィ ケーターの少ない測定モデルでは 、 信頼性はよ り 低く な る （ 例． ク ロ ン
バッ ク のα ） 。 しかし ながら 、 測定変数を一つ除いて も 構成概念の妥当性が変わら な
いのは 、 残った イ ンデ ィ ケーターで構成概念を説明でき るからであ る 。 このモデルを
適切に用いた構成概念の例と し て 、 態度や購買意図が挙げられ 、 マルチ ・ スケール
（ 良い－悪い 、 好ま しい－好ま し く ない 、 良い－悪い 、 など ） を用いて測定される こ
と が多い 。  
 

















出 典 ： Jarvis et al. (2003) ２ ０ １ ペ ー ジ よ り 抜 粋 
 
 
２ ） フ ォーマテ ィ ブ ・ モデル （ 混合潜在変数モデル ）  
このモデルでは 、 測定変数の変化が構成概念の変化を も た らすと 仮定される 。 この




呼ばれる 。 リ フ レ ク テ ィ ブ ・ モデルと 異な り 、 測定変数が一つの構成概念からすべて
引き 起こ される と い う こ と は仮定し ていない 。  
図表 ： ２ － ２ １ で示すとお り 、 因果関係の矢印はイ ンデ ィ ケーター （ 測定変数 ） か
ら 潜在的構成概念の方向に向かっている 。 イ ンデ ィ ケーターと 構成概念の間には相関
関係が見られる こ と も あ るが 、 相関関係が無ければな ら ない と い う わけではない 。 例
えば 、 混合潜在構成概念が相反する 行動によ って説明される よ う なケースにおいて 、
整合性があ り ながら も 相関関係がま った く 存在し ない と い う こ と が観測されるのであ
る 。 このため 、 フ ォーマテ ィ ブ ・ モデルにおいては 、 内的整合性は測定変数の適正さ
を測る 上で適当でない と いえる 。 つま り 、 混合潜在構成概念の妥当性を測る 上では 、
法則論的妥当性かつ （ あ るいは ） 基準に関連する 妥当性に と り わけ注意を払わなけれ
ばな ら ない 。  
 













出 典 ： Jarvis et al. (2003) ２ ０ １ ペ ー ジ よ り 抜 粋 
 
因果関係で特筆すべき も う ひと つの特徴は 、 イ ンデ ィ ケーターがひとつでも 抜ける と 潜
在構成概念の特有の一部分を無く すこ と にな り 、 変数の意味を変えて し ま う 点であ る 。  
最後の特徴と し て挙げられるのは 、 フ ォーマテ ィ ブ ・ モデルにおいて 、 誤差は構成概念




的にどの測定変数に問題があ るか と い う 情報までは与え られないのであ る 。  
フ ォーマテ ィ ブ ・ モデルの典型例と し て消費者の苦情行動が挙げられる 。 このモデルで
は 、 測定変数と し て 「 マネージ ャーへの苦情 」 「 友人や親類へ悪いサービ スの話をする 」
「 消費者セン ターへの苦情 」 「 訴訟を起こす 」 などの可能性がイ ンデ ィ ケーターと し て考
え られる 。 例えば 、 「 マネージ ャーへの苦情 」 が起こ る 可能性が高い場合、 それは潜在的
構成要素のレベルに対し て大き な影響を与えるが 、 他の測定変数には影響を及ぼさ ない 。  
では 、 フ ォーマテ ィ ブ ・ モデルと リ フ レ ク テ ィ ブ ・ モデルを どのよ う に選択すればよい
のか 。 Jarvis et al. (2003) は 、 その判断基準を以下に示すガイ ド ラ イ ン （ 図表 ： ２ － ２ ２ ） で
示した 。  
 

































































この判定基準を元にJarvis et al. (2003)は 、 主要４ ジ ャーナルに掲載された実証研究論文１ ７
８ 本、 １ ， １ ９ ２ の構成概念について 、 適切にモデル選択が行われたかを調査した 。 その
結果、 全体の ２ ９ ％の論文 （ 4 誌すべてのジ ャーナルで ） に適切でない選択が行われてい
る こ と が確認された （ 図表 ： ２ － ２ ３ ） 。  
 
図表 ： ２ － ２ ３  ジ ャ ーナル別  適切 / 不適切な 構成概念モ デルの割合 
Reflectiveモデル Formativeモデル Reflectiveモデル Formativeモデル
とすべき構造 とすべき構造 小計 とすべき構造 とすべき構造 小計
Reflectiveモデルを選択した 319 120 439 368 187 555
(70) (26) (96) (63) (32) (95)
Formativeモデルを選択した 7a 10b 17 10a 18b 28
(2) (2) (4) (2) (3) (5)
合計 326 130 456 378 205 583
(72) (28) (100) (65) (35) (100)
Reflectiveモデル Formativeモデル Reflectiveモデル Formativeモデル
とすべき構造 とすべき構造 小計 とすべき構造 とすべき構造 小計
Reflectiveモデルを選択した 107 22 129 16 7 23
(82) (17) (99) (70) (30) (100)
Formativeモデルを選択した 0a 1b 1 0a 0b 0
(0) (1) (1) (0) (0) (0)
合計 107 23 130 16 7 23
(82) (18) (100) (70) (30) (100)
Reflectiveモデル Formativeモデル
とすべき構造 とすべき構造 小計
Reflectiveモデルを選択した 810 336 1,146
(68) (28) (96)
Formativeモデルを選択した 17a 29b 46
(1) (3) (4)
合計 827 365 1,192
(69) (31) (100)







出 典 ： Jarvis et al. (2003) ２ ０ ６ ペ ー ジ を 加 工 
 
このよ う なモデルの誤採用が発生し ている 理由は大き く 二つあ る 。 一つは 、 古典的な理
論を誤って採用したためであ る 。 も う 一つは 、 構造方程式モデルを利用し てフ ォーマテ ィ
ブ ・ モデルのモデル化をする 際、 一般に採用されている 統計パ ッ ケージ （ LISREL や
AMOS ） の方が 、 あま り な じみの無い部分最小二乗法を使用する 場合よ り も 難しい為であ
る と 考え られる (Baxter 2009) 。  




行い 、 モデルが正し く 選択されなかった場合、 仮定された構成概念間の関係を誤って結論
付ける 可能性があ る こ と を示唆し た 。 モデルが正し く 選択されなかった場合の影響につい
ては Wilcox et al. (2008) によ る 研究があ るが 、 当論文の範囲から 大き く 外れる 為、 こ こ では割
愛する 。 Jarvis et al. (2003) は 、 さ らに 、 測定変数の適正さ を測る 上で内的整合性を用いる こ
と が適当でないフ ォーマテ ィ ブ ・ モデルを用いた多く の論文が 、 レ ビ ュー ・ プロセスの段
階で内的整合性が無い と い う 理由で却下されている 可能性があ る こ と を危惧し た 。  
 
３． 産業財マーケティングにおける構造モデル事例と課題 
産業財マーケテ ィ ングの分野において も 、 特に 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値のモデル化を
行う 際、 研究者の間で リ フ レ ク テ ィ ブ ・ モデルを採用すべきか 、 フ ォーマテ ィ ブ ・ モデル
を採用すべきか と い う 同様の論争が起き ている 。 Baxter (2009) は 、 以下に示す リ レーシ ョ ン
シ ッ プ価値を表す構造方程式モデルの典型例を 3 例示し 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値の概念
化のあ り 方によ っては 、 構成概念の表現が同じ 項目でも リ フ レ ク テ ィ ブ ・ モデルにも フ ォ
ーマテ ィ ブ ・ モデルにも な り 得る こ と を示し た 。  
 
１ ） Ulaga and Eggert (2005) モデル 
図表 ： ２ － １ ０ で示される よ う に 3 層の構成概念から 成る 。 こ こ では 、 第 3 層の
「 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値 」 は 、 第 2 層の 「 犠牲 」 と 「 利得 」 が ド ラ イバーと なって
お り 、 ネガテ ィ ブな 「 犠牲 」 と ポジテ ィ ブな 「 利得 」 を代数的に加算し て得られるた
め 、 フ ォーマテ ィ ブ ・ モデルと 言える 。 第 2 層と 第 1 層の間にも 同様のこ と が言え
る 。 つま り 、 それぞれの構成概念が形成されたフ ォーム （ formed form ） で構成された
モデルでる 。  
調査票の質問項目も 「 2 番目のサプラ イヤーと 比較し て 、 サプラ イヤーAはよ り 優
れた製品品質を提供する 」 「 2 番目のサプラ イヤーと 比較し て 、 サプラ イヤーAは時
間と い う 意味でよ り コ ス ト がかかる 」 と いった表現であ り 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値
の原因を分析する 内容になっている 。  
２ ） Baxter and Matear (2004) モデル 
図表 ： ５ － ２ で示されるBaxter and Matear (2004) モデルも 、 Ulaga and Eggert (2005) モデル




ンシ ッ プ価値 」 から 下位の構成概念に向かって矢印が向かっている 点であ る 。  
パス図の構成と その関係を 、 順を追って見てい く と 次のよ う な説明にな る 。 第 3 層
目の 「 無形リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値 」 の構成概念は埋め込まれた属性であ る と い う こ
と 、 つま り 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プによ って買い手の持つ属性が無形の資源と なって売
り 手に渡る こ と を表し ている 。 第 2 層の構成概念であ る 「 人的無形価値 」 と 「 構造的
無形価値 」 は 、 それぞれ異な る リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値構成概念モデルの表れであ る
こ と を意味し ている 。 また 、 将来の財務成績に向けた価値を論じ ている こ と から 、 こ
れらの概念は未来志向であ る と 言える 。 第 1 層の構成概念であ る 「 能力 」 「 態度 」
「 知的機敏さ 」 の集合は 、 「 人的無形価値 」 を反映 （ reflect ） し ている こ と が言える 。  
第 1 層、 2 層に共通し て言える こ と であ るが 、 各層それぞれの構成概念は加算され
て上位の構成概念を表すのではな く 、 互いに共通性を持ち 、 影響し 合っている と い う
こ と であ る 。 この意味でこれらの構成概念は 、 潜在的なモデルと 定義される 。 以上の
特性から 、 Baxter and Matear (2004) モデルは典型的な リ フ レ ク テ ィ ブ ・ モデルであ る と 結
論づけ られる 。  
質問票の項目も 「 あなたの選択し たサプラ イヤーと リ レーシ ョ ンシ ッ プを持つこ と
で次に示す彼らの組織から 、 どの程度の恩恵を得る こ と ができ ますか？ 」 と いった内
容と な り 、 こ こ では資源の交換を可能と する ものを概念化し よ う とする 内容と なって
いる 。  
３ ） Walter et al. (2001) モデル 
図表 ： ２ － １ ３ で示される Walter et al. (2001) モデルは 、 見かけ上第 1 層と 第 2 層が同
じ 円の中に含まれているが 、 上記同様に 3 層から 成る 構成概念モデルであ る 。 同じ よ
う に見てい く と 、 第 1 層の構成概念は第 2 層の表れになっている ため リ フ レ ク テ ィ
ブ ・ モデルであ り 、 第 2 層は第 3 層の構成概念の ド ラ イバーと なっている フ ォーマテ
ィ ブ ・ モデルであ る 。 つま り 、 一つの構造のなかに 、 両モデルが混成し ている こ と が
見て取れる 。  
 
以上のよ う に 、 Baxter (2009) は 「 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値 」 と い う 同じ 表現の概念でも 、
その構造方程式が目指す目的と 概念化のあ り 方によ って異な るモデルが採用される こ と を
示した 。 そ し て 、 研究者はモデルを設計する 前に十分に概念化の問題を明らかにし 、 それ




Baxter (2009) の考えに対し てDiamantpoulos (2010)は 、 Formative vs Reflectiveの論争は構成概念の
定義が明確でないこ と から 起こ ってお り 、 「 概念化のあ り 方を明らかにする 」 だけではこ
の問題が解決し ない と 主張した 。 そ し て 、 Baxter (2009) の 「 質問票の内容の違いが概念のあ
り 方の違いを生むが 、 パラ メ ータ と し ては有効であ る 」 と い う 結論に対し て 、 概念の定義
が明らかに されていない以上、 パラ メ ータ と し て有効であ る と 断定はでき ない と した 。 つ
ま り 、 構成概念の定義を明らかにし なければ測定変数と の関わ り 方も 理解でき ないため 、
研究者は概念化のあ り 方を明らかにする 場合と 同程度の注意を 、 定義の明確化のガイ ド ラ
イ ンに対し て払う 必要があ る と し た 。  
以上述べた通り リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値を測定するモデル選択に関し て 、 研究者の間で
大枠での共通理解はあ る ものの 、 細部に至る コ ンセンサスは得られていない 。 リ レーシ ョ
ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの今後の理論発展の為には 、 細部まで合意されたモデル選択の
明確なガイ ド ラ イ ン化が必要であ り 、 過去に行われた研究結果の見直しや 、 正しいモデル



















第３章 リレーションシップ価値のキー・ドライバ  ー
リ レーシ ョ ンシ ッ プによ る 成果の良し 悪しは 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質 （ Relationship 
Quality ） と い う 言葉で表される 。 この分野の研究は 、 １ ） リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質を左右
する 要素の特定と 影響の測定、 ２ ） リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質の成果と し て も た ら される 結
果の測定、 の大き く ふたつのタ イプに分け られる (Athanasopoulou 2009) 。  
産業財の リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの文脈に限る と 、 １ ） の要素と し て信
頼、 コ ミ ッ ト メ ン ト 、 顧客満足、 コ ンフ リ ク ト 、 協力、 機会主義的行動、 パワー 、 適応、
雰囲気、 コ ミ ュニケーシ ョ ン 、 きずな 、 目標適合が代表的な もの と し て取り 上げられ 、 こ
れら を も と にし て多く の研究モデルが構成されている 。 本章では 、 この中でも リ レーシ ョ
ンシ ッ プ価値の ド ラ イバーと し て語られる こ と の多い 、 ３ つの リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質要
因であ る 、 「 顧客ロ イヤルテ ィ 」 「 顧客満足 」 「 信頼 」 について扱う こ と とする 。 まず 、
第１ 節では 、 一般的な定義と 研究の推移を示した上で 、 産業財マーケテ ィ ングにおける リ
レーシ ョ ンシ ッ プ品質研究の流れを整理する 。 第２ 節、 第３ 節で 「 リ レーシ ョ ンシ ッ プ品
質を左右する 要素の特定と 影響の測定 」 に関する 研究、 第４ 節では 「 リ レーシ ョ ンシ ッ プ
品質の成果 」 に関する 研究についての説明を行う 。  
 
第１節 リレーションシップ品質 
１． 「顧客ロイヤルティ」「顧客満足」「信頼」の定義と成長とのかかわり  
まずは 、 一般的な 「 顧客ロ イヤルテ ィ 」 「 顧客満足 」 「 信頼 」 の定義と 成長性と の関わ
り について確認し ておきたい 。  
 
１ ） 顧客ロ イヤルテ ィ ： 当該企業から 継続的に購入したい と い う 顧客の意思であ り 、 通
常は維持率 （ 今年購買した顧客の う ち来年も 購買する 顧客の割合 ） で表され 、 長期的
な成長と 利益マージンにおける 唯一にし て最重要の決定要因と される 。 維持率の情報
がなければ 、 顧客の生涯価値について把握でき ないため 、 顧客の生涯価値 （ CLV ：  
Customer Lifetime Value ） を計算する 上でも 必要な指標と な る (Doyle 2000) 。  
２ ） 顧客満足 ： 一般に 、 あ る 製品における 知覚された成果 （ あ るいは結果 ） と 購買者の




を増加させればロ イヤルテ ィ も 増大し 、 ひいては将来の成長性、 収益性、 株主価値も
増大する と 考え られている (Doyle 2000) 。 ただし 、 顧客満足度と ロ イヤルテ ィ の関係に
は注意が必要であ る 。 Jones (1995) が 、 市場の競争状態の異な る 企業３ ０ 社以上で顧客
満足と ロ イヤルテ ィ について調査を行った と こ ろ 、 図表 ： ３ － １ のよ う な関係があ る
こ と が分か り 、 単純な直線的関係がないこ と が示された 。 競争状態が激しい市場ほど
下に凸のグ ラ フ と な り 、 逆に競争状態がゆるい市場ほど上に凸のグ ラ フ と なってい
る 。 た と え満足した顧客でも 、 それが 「 完全に満足し た 」 状態でなければ 、 ロ イヤル
テ ィ を捨ててス イ ッチング行動を起こす可能性があ る ため 、 満足度を利用し た顧客管
理には注意が必要であ る 。  
 




































出 典 ： Jones (1995) ９ １ ペ ー ジ  
 
３ ） 信頼 ： パー ト ナーに自ら を預ける 意思であ り 、 互いがパー ト ナーの弱みにつけ こ
むよ う な機会主義的行動を と ら ない と 信じ る こ と を意味し ている 。 信頼が得られる
と 、 協働するためのコ ミ ッ ト メ ン ト を双方から 得られ 、 長期的な リ レーシ ョ ンシ ッ
プにつながる (Doyle 2000) 。  
 
２． リレーションシップ品質に関わる研究の推移 




消費財を含めた リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質に関する レビ ューを行った 。 ６ ４ の論文が対象と
な り 、 分析結果から 以下の結論を導いた 。  
 
１ ） リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質の研究は １ ９ ８ ７ 年の Dwyer and Oh in (1987) が起源と な
り 、 Crosby et al. (1990) によ って確立された 。 １ ９ ９ ９ 年までの初期の研究は 、 概念化
や基本的な研究が中心で Journal of  Marketing や Journal of  the Academy of  Marketing Science と いった
ジ ャーナルで多く 扱われ 、 ２ ０ ０ ０ 年以降は理論の専門化と 共に扱われる 論文も 専
門誌へと 移行し ていった 。  
２ ） ほ と んどの論文 （ ４ ７ 本 ） が 、 売り 手側 （ 上流側 ） の視点に立った ものであ る 。
また 、 概念化を試みた論文を除いて 、 ３ ８ 本の論文が B-to-B リ レーシ ョ ンシ ッ プを
テーマ と した ものであ り 、 残り の １ ９ 本は小売業の リ レーシ ョ ンシ ッ プを扱った も
のであ る 。 小売業の リ レーシ ョ ンシ ッ プを扱った論文は Crosby et al. (1990) を起源と し
ているが 、 ２ ０ ０ ０ 年以降に研究が盛んに行われた と いえる 。  
３ ） 多く の場合、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質をあ らわす変数と し て 、 信頼、 コ ミ ッ ト メ
ン ト 、 満足が扱われている 。 その他に 、 コ ンフ リ ク ト 、 協業、 機会主義的行動、 パ
ワー 、 適応、 雰囲気、 社会的きずななど も 扱われている 。 B-to-B リ レーシ ョ ンシ ッ
プの方がよ り 多様な変数を扱っているが 、 小売業の リ レーシ ョ ンシ ッ プは扱われる
変数が絞られている 傾向にあ る 。  
４ ） リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質の結果と し て も た ら される もの と し て 、 リ レーシ ョ ンシ
ッ プのパフ ォーマン ス 、 ベネフ ィ ッ ト 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プに関わるダ イ ア ド （ 2
社も し く は ２ 者 ） の満足度が多く 扱われている 。  
５ ） ア メ リ カで行われた研究が中心であ り 、 国際的な研究は多く ない 。  
 
図表 ： ３ － ２ は 、 Athanasopoulou (2009) がレビ ュー調査を行った際の論文リ ス ト から 当論
文のテーマに沿った も のを １ ３ 本抽出し 、 さ らに ２ ０ ０ ７ 年以降の論文を中心に新たに 7
本加えた リ ス ト であ る 。 Athanasopoulou (2009) の指摘する とお り 様々な変数が扱われお り 、
年を追う ご と にモデルが複雑化し ているのが分かる 。 また 、 売り 手サイ ド の研究が多いこ
と 、 ア メ リ カで行われた研究が多いこ と など 、 ２ ０ ０ ７ 年以降も 同様の傾向が続いている
こ と が確認でき る 。 また 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質の要素同士が複雑に影響し あ う モデル




足 」 、 「 信頼 」 について個別に見てい く こ と とする 。  
 































Smith (1998) 1) マネジメント→リレーションシップ品質
2) 社会的きずな→リレーションシップ品質






































































































































































r.r. = response rate
 
第２節 価値ドライバーとしての「満足度」 
１． 産業財におけるリレーションシップの「満足度」  
実証研究は調査の文脈や背景に結果が左右されるため 、 一般化する こ と には注意が必要
であ る 。 しかし ながら 、 こ こ であえて過去の研究の分析結果から 一般化を試みる と する
と 、 産業財における リ レーシ ョ ンシ ッ プの 「 満足度 」 は次のよ う な特徴があ る と いえる 。
つま り 、 「 リ レーシ ョ ンシ ッ プによ って も た ら される 価値の向上、 製品やサービ スの質に
対する 満足度、 コ ミ ュニケーシ ョ ンの良さ などによ って産業財顧客の満足度は増大する 。
そ し て満足度が増大する と 、 売り 手に対する ロ イヤルテ ィ （ 再購買の意図 ） は高ま り 、 関
係性の拡大や継続の意図へと つながる 。 」  
こ こ で 、 産業財顧客の満足にについて本質をついている Homburg et al. (2001) の研究を紹介
したい 。 Homburg et al. (2001) は 、 法人顧客の顧客満足を 「 サプラ イヤーがどの程度期待に応
えているか 」 と 定義し 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プに特定した ７ つの要因で説明でき る と し てモ
デル化を試みている 。 ７ つの要因と は １ ） 製品特徴、 ２ ） 営業員、 ３ ） 製品関連の情報、
４ ） 発注処理、 ５ ） 技術サービ ス 、 ６ ） サプラ イヤーの社内ス タ ッ フ と のや り 取り 、 ７ ）
ク レーム処理であ る 。 これらの項目に対する 顧客の満足度と 、 顧客がサプラ イヤー対し て




化学、 機械、 電子、 食品を含む様々な業種 ） 5,449社に対し て質問票によ る 調査を実施し 、
1,679社から 回答が得られた 。 その結果は図表 ： ３ － ３ の通り であ る 。  



























































































































7 つの要因それぞれについて 、 サプラ イヤーに対する 全体評価 （ 顧客満足 ） と の間に正
の関係が示された 。 特に 「 営業員 」 「 発注処理 」 と の強い関係性が確認でき る （ 図表 ： ３
－ ４ ） 。 Homburg et al. (2001) の研究が本質をついている と し た理由は 、 購買意思決定単位
（ buying center ） における 役割 （ 購買部門、 技術部門、 製造部門 ） ご と に分析した こ と にあ
る 。 それは 、 産業財における 意思決定の構図と し て現実社会によ り 近いモデル と 言える 。
調査結果では 、 7 項目の中でも 部門ご と に重視される 項目が異な る こ と が示された 。 例え
ば 、 製造部門において 「 技術サービ ス 」 は顧客満足度に対し て負の関係が確認された 。 こ
のこ と は 、 技術サービ ス を受けるのは問題が発生した状況に陥った時であ り 、 技術サービ
ス自体がネガテ ィ ブに捉え られている と 考え られる と い う のであ る 。  
 
図表 ： ３ － ４  測定結果 ： 産業財顧客の顧客満足 （ INDSAT ） モ デル 
全体の顧客満足に対する満足要因の影響
INDSAT1 (製品に対する満足） 0.09 * 0.16 *** 0.31 ***
INDSAT2 (営業員に対する満足） 0.33 *** 0.19 *** 0.29 ***
INDSAT3 (製品関連の情報に対する満足） 0.00 0.11 *** 0.09
INDSAT4 (発注処理に対する満足） 0.37 *** 0.11 *** 0.19 **
INDSAT5 (技術サービスに対する満足） 0.10 ** 0.15 *** -0.15 **
INDSAT6 (サプライヤーの社内スタッフとのやり取りに対する満足） 0.00 0.01 0.03
INDSAT7 (クレーム処理に対する満足） 0.17 *** 0.33 *** 0.27 ***
潜在変数モデル　R2 0.70 0.71 0.81
*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01
要因 購買 技術 製造
出 典 ： Homburg et al. (2001) ２ ７ ペ ー ジ  
 
Homburg et al. (2001) は 、 ７ 項目の要因を 、 意思決定に関係する 購買部門、 技術部門、 製造
部門それぞれに評価する こ と が 、 産業財マーケテ ィ ング と い う 複雑な環境で顧客満足を評
価でき る 方法であ る と し 、 この評価モデルを INDSAT と 呼んだ 。 こ のモデルを様々な状況
で再現試験を実施する こ と 、 また 、 同一環境において も 時系列で確認し てい く 作業が今後
必要であ る と し ている 。  
 
２． セールス・パーソンを通じた情報コミュニケーションと顧客満足 
INDSAT モデルを補足する 研究と し て Agnihotri et al (2009) の行った研究を紹介したい 。
Agnihotri et al (2009) は 、 中堅製薬会社 （ 1 社 ） の女性向けヘルスケア部門に所属するセール




票によ る 調査を行った 。 その結果、 セールス ・ パーソ ンが持つ製品及びその利用に関する
知識が多い程、 情報を適切な タ イ ミ ングで正確に伝える こ と が出来、 さ らには顧客のニー
ズに合わせて情報を調整する こ と も でき るため 、 セールス ・ パーソ ンに対する 顧客満足度
が高ま る こ と が実証された 。 さ らに 、 セールス ・ パーソ ンの営業経験が多い程この傾向が
高ま る こ と が統計的に証明された 。 また 、 IT技術を有効に活用する と 、 同様にコ ミ ュニケ
ーシ ョ ンの効率性に有効にはた ら き 、 結果と し てセールス ・ パーソ ンに対する 顧客満足度
が高ま る こ と も 実証された 。  
この研究は 、 セールス ・ マネージ ャーがマネジ メ ン ト すべき 項目と し て情報コ ミ ュニケ
ーシ ョ ンが重要であ り 、 ソ フ ト 、 ハード 両面での管理が必要であ る こ と を示し ている 。  
尚、 この研究はダ イ ア ド の両者で調査を行った数少ない研究のひと つであ る こ と も 参考
までに述べておきたい 。  
 




















前節同様、 産業財における 「 ロ イヤルテ ィ 」 の特徴を述べる と 、 「 製品やサービ スの品
質が良く 、 顧客の満足や知覚価値が高ま る と 、 顧客が持つ再購買し たい感情 （ ロ イヤルテ




象の違いから セールス ・ パーソ ンに対する ロ イヤルテ ィ と 、 売り 手企業に対する ロ イヤル
テ ィ に分けて考えなければな ら ない と い う こ と であ る 。 また 、 買い手の示す感情や態度か
ら 行動的側面のロ イヤルテ ィ （ behavioural loyalty ） と 態度的側面のロ イヤルテ ィ （ attitudinal 
loyalty ） によ って分ける 研究も 行われている 。 本節では 、 これら 「 ロ イヤルテ ィ 」 の本質
的特徴つま り 、 実務的な視点から よ り 現実社会に近い性質を捉えた代表的研究について説
明する 。  
Palmatier et al. (2007) によ る と 、 仮に顧客が抱く ロ イヤルテ ィ のほ と んどが企業に対する も
のではな く セールス ・ パーソ ンに対する ものであ る 場合、 そのセールス ・ パーソ ンが退
職、 昇進、 異動などの原因でいな く な る と 、 売上や利益に大き な悪影響を与える 可能性が
あ る 。 このため 、 説明変数であ る ロ イヤルテ ィ を 、 企業に対すロ イヤルテ ィ と セールス ・
パーソ ンが有する 顧客ロ イヤルテ ィ と に分けて考えな く てはな ら ない 。  
そ こ で 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プを増加させるための活動が 、 「 売り 手企業に対する ロ イヤ
ルテ ィ 」 と 「 セールス ・ パーソ ンが保有する 顧客ロ イヤルテ ィ 」 にどのよ う な影響を及ぼ
すか 、 さ らには財務的な結果にどのよ う な影響を及ぼすかについて調査された 。 その結果
が図表 ： ３ － ６ 、 図表 ： ３ － ７ の通り であ る 。  
 
図表 ： ３ － ６  「 売 り 手企業に 対す る ロ イ ヤルテ ィ 」 と 「 セ ールス ・ パー ソ ン が保有す











































SPが保有するロイヤルティ　→　売り手企業に対するロイヤルティ .20 3.59 ** H1
売り手企業に対するロイヤルティ　→　プレミアム価格を払っても良い .18 3.30 **
売り手企業に対するロイヤルティ　→　効率的な販売 -.04 -.59 H2
売り手企業に対するロイヤルティ　→　顧客に対する売上の増加 -.05 -.91
SPが保有するロイヤルティ　→　プレミアム価格を払っても良い .11 2.01 *
SPが保有するロイヤルティ　→　効率的な販売 .26 4.02 ** H3
SPが保有するロイヤルティ　→　顧客に対する売上の増加 .16 2.78 **
SPが保有するロイヤルティ　→　売り手企業の潜在的財務リスク .62 7.86 ** H4
顧客が受け取る価値　→　SPが保有するロイヤルティ .15 2.80 ** H5a
顧客が受け取る価値　→　売り手企業に対するロイヤルティ .17 3.16 ** H5b
顧客が受け取る価値　→　プレミアム価格を払っても良い .25 4.80 **
顧客が受け取る価値　→　効率的な販売 .05 .83 H6
顧客が受け取る価値　→　顧客に対する売上の増加 .24 4.31 **
リレーションシップを増加させるための活動　→　SPが保有するロイヤルティ .19 3.01 ** H7a
リレーションシップを増加させるための活動　→　売り手企業に対するロイヤルティ .11 1.86 * H7b
リレーションシップを増加させるための活動　→　顧客が受け取る価値 .11 1.75 * H8
買い手/SP・リレーションシップ持続期間　→　SPが保有するロイヤルティ .13 2.52 ** 制御
退職後も売れるというSPの期待　→　SPが保有するロイヤルティ .15 2.83 ** 制御
顧客接点のSPが占める割合　→　SPが保有するロイヤルティ .23 4.38 ** 制御
売り手企業の製品/サービスの幅広さ　→　売り手企業に対するロイヤルティ .22 4.48 ** 制御
買い手/売り手企業のリレーションシップ継続期間　→　売り手企業に対するロイヤルティ .09 1.76 * 制御











出 典 ： Palmatier et al. (2007) １ ９ ３ ペ ー ジ を 加 工 
 
この結果か ら 結論づけ られる こ と は次の通り であ る 。  
リ レーシ ョ ンシ ッ プを増加させる ための活動はいずれのタ イプのロ イヤルテ ィ に対し て
も 正の影響を及ぼすこ と が確認された 。 しかし ながら 、 その後の財務的な結果については
異な る 結果が示された 。 つま り 、 セールス ・ パーソ ンが保有する ロ イヤルテ ィ は 「 プレ ミ
アム価格を払って も よい 」 「 説得される と 製品を購入し て し ま う （ 数量 ・ 種類と もに増
加 ） 」 「 売上の増加 」 のいずれについて 、 統計的有意な正の影響が確認されたが 、 企業に
対する ロ イヤルテ ィ は 「 プレ ミ アム価格を払って も よい 」 と い う 点においてのみ確認され
た 。 つま り 、 企業に対する ロ イヤルテ ィ だけを見ている と 、 高いロ イヤルテ ィ の割に期待
するほどの財務的な結果が得られない と い う こ と が起こ り 得る と い う のであ る 。  




すと 考え られるのが 「 セールス ・ パーソ ンが競合他社へ転職し て し ま う 」 場合であ る 。 こ
の場合の影響度について も 、 その後の追跡調査によ って明らかにし ている 。 Palmatier et al. 
(2007) によ る と 、 セールス ・ パーソ ンの転職に伴って平均26% の購買が転職先のセール
ス ・ パーソ ンに と 共に他社に移って し ま う のであ る 。 セールス ・ パーソ ンによ って も た ら
されている ロ イヤルテ ィ を誤って認識し て し ま う と 、 こ う したセールス ・ パーソ ン離脱に
よ る 財務的リ ス ク を過小評価し て し ま う こ と にな るのであ る 。  
Palmatier et al. (2007) は 、 以上のよ う な リ ス ク を最小限に抑えるために 、 次の策が有効であ
る と 示唆し ている 。 １ ） セールス ･ パーソ ンではな く 企業に対する ロ イヤルテ ィ を高める
戦略を実行する （ 例えば 、 コ ミ ュニケーシ ョ ンを多様化する こ と で 、 ベネフ ィ ッ ト をセー
ルス ・ パーソ ン個人ではな く 企業から 得た 、 と 顧客に感じ させる ） 、 ２ ） 政策や手順、 活
動など顧客への対応を一貫性の取れた もの と する （ セールス ・ パーソ ンが置き 換わった と
し て も 同一のサービ スが提供される 状況にする ） 。  
Cater and Cater (2009)は 、 顧客ロ イヤルテ ィ について 「 製品を次回も 購入したい感情 」 、
「 リ レーシ ョ ンシ ッ プを継続したい感情 」 と いった行動的側面のロ イヤルテ ィ
（ behavioural loyalty ） と 、 「 心理的な愛着 」 や 「 擁護したい と 思う 感情 」 と いった態度的側
面のロ イヤルテ ィ （ attitudinal loyalty ） に分けて 、 顧客満足度がロ イヤルテ ィ に及ぼす影響に
ついて調査を行っている 。 尚、 顧客満足については 「 職務上の関係についてあ らゆる 側面
から 評価し 、 その結果から 得られる 好意的な心理状態 」 と 定義し 、 特に （ 特定の取引に固
有な ものではな く ） 過去から 累積し て得られたその企業全般に対する 満足と し て 、 これを
調査の対象と し ている 。 そ し て 、 取引コ ス ト 理論の考えに基づき 、 顧客がサプラ イヤーに
対し て抱く リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値を 、 １ ） 製品コ ス ト （ 低減 ） と 、 その ト レード オフ と
し ての 、 ２ ） 製品品質、 ３ ） 納入パフ ォーマン ス 、 ４ ） サプラ イヤーの ノ ウ ・ ハウ 、 ５ ）
製品化に要する 時間、 ６ ） サービ ス ・ サポー ト 、 ７ ） 担当者同士のや り 取り 、 の七項目で
表現し 、 それぞれが顧客満足やロ イヤルテ ィ に影響を与えるモデルを提案した （ 図表 ： ３
－ ８ ） 。  
 従業員５ 名以上の製造業に属する 購買担当者へアンケー ト 調査がな され 、 ４ ７ ７ 名の
購買マネージ ャーから 有効な回答が得られた 。 調査の結果、 それぞれの顧客満足の要素と
二つタ イプのロ イヤルテ ィ については図 ： ３ － ８ のよ う な構造的関係が確認された 。 この
結果から 、 コ ス ト と ベネフ ィ ッ ト の ト レード オフの結果得られた満足度から 二つのタ イプ




ィ への直接的影響を見る と 、 異な る 影響度があ る と い う こ と であ る 。 Palmatier et al. (2007) の
研究と 同様に 、 ロ イヤルテ ィ を一つの く く り で見ていた場合には確認でき ない影響であ
る 。  
この Cater & Cater (2009) の研究のよ う に 、 「 顧客満足 」 など他の リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質
要因と の関係が論じ られる ケースが非常に多い 。 例えば 、 この調査では 「 顧客満足 」 と
２ ） 製品品質、 ５ ） 製品化に要する 時間、 ６ ） サービ ス ・ サポー ト と の統計的有意な関係
は得られなかった 。 Cater & Cater (2009) はその後の ３ ０ 社に対する 追加面談調査によ って 、
特に ２ ） 製品品質が統計的に有意な関係を得られなかったのは 、 製品品質が市場参入への
最低条件と し て捉え られている こ と が原因であ る と い う 推論を与えている 。  
 























































出 典 ： Cater & Cater (2009) ５ ９ １ ペ ー ジ  
 
２． 産業財におけるリレーションシップの「信頼」  
「 信頼 」 は顧客価値を生み出す直接的な ド ラ イバーと し て語られるのではな く 、 価値ド
ラ イバーであ る 「 顧客満足 」 や 「 ロ イヤルテ ィ 」 と の関係性の文脈で語られる こ と が多




り 、 コ ミ ッ ト メ ン ト につながる 。 高い顧客満足やコ ミ ッ ト メ ン ト によ って関係性の拡大に
つながる 」 と 表現する こ と ができ る 。 この関係を本質的に捉える 研究が Ulaga and Eggert 
(2006) が行った調査であ る 。  
Ulaga and Eggert (2006) は 、 顧客価値と 深く 関係する リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質要素と し て 、
満足度、 信頼、 コ ミ ッ ト メ ン ト を挙げた 。 認識的でパフ ォーマン ス ・ ベースの リ レーシ ョ
ンシ ッ プ価値は 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質の上位概念と し て捉える こ と が望ま しい と し
た 。 そ し て行動的な結果と し て現れる 拡大 ( 退出 ) 意図を さ らに上位に置いたモデル化を
試みている 。 つま り 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値を説明する 指標と し て リ レーシ ョ ンシ ッ プ
品質要因を置いている 構造と な る 。 製造業 （ 化学、 機械、 電子 ） に属する シニア ・ マネー
ジ ャー ４ ２ １ 名に調査を行った と こ ろ 、 図表 ： ３ － ９ のよ う な結果が得られた 。 顧客価値
が高ま る と 顧客満足度が高く な り 、 関係拡大につながる 事が示された 。 また 、 満足度の高
ま り は信頼を介し て コ ミ ッ ト メ ン ト を高め 、 顧客満足と 同様に関係拡大につながる こ と が
分かる 。 こ こ で注目すべきは 、 信頼が 、 直接的に拡大意図や退出意図に対し て影響を及ぼ
すと い う こ と は確認されなかった と い う 点であ る 。  
 
















出 典 ： Ulaga and Eggert (2006) ３ ２ ２ ペ ー ジ  
 
競争優位を も た らす社会的制御の メ カニズム と し て信用、 信頼の発生メ カニズムを捉え
ている 考え方も 存在する 。 加護野 ・ 井上 (2004) によ る と 、 信頼と は 「 信頼対象が 、 自らに




た と こ ろを学習した り 、 協働で知識を創造し た り する 上でも 信頼が貢献し ている 。 信頼が
なければ 、 協調的な関係は生まれず 、 企業が共同で効果的な問題の解決はでき ない 。 信頼
の持つこ う した メ カニズムについては 、 その一部を第４ 章にて触れる こ と と する 。  
 
第４節 拡張購買と再購買に関する研究  
前節までは 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値の増大や リ レーシ ョ ンシ ッ プの拡大を引き 起こす
ド ラ イバーと し ての リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質について述べて きた 。 本節では 、 リ レーシ ョ
ンシ ッ プ品質の改善によ って も た ら される 結果、 つま り 取引の拡大や収益実績の改善、 競
争優位性の獲得など 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ パフ ォーマン スに焦点を当てた研究について
紹介したい 。  
 
１． 再購買に関する研究  
サービ ス契約を決定する 時の顧客は 、 初回契約時と 継続契約時では異な る 行動を取る こ
と が知られている 。 後者では 、 前者ほど契約内容やマーケテ ィ ング ・ コ ミ ュニケーシ ョ ン
から 大き な影響を受けない 。 つま り 、 サービ スの再契約を勝ち取り 常連顧客へ リ レーシ ョ
ンシ ッ プを発展させる ためには 、 異な る 顧客マネジ メ ン ト が必要と いえる 。 Bolton et al. 
(2006) は 、 サービ スの継続契約行動に結びつ く 要因について 、 イ ギ リ ス 、 ド イ ツのハイ テ
ク 産業１ ４ ３ 社に対する 調査を も と に調査を行った 。  
調査は 、 テレ コ ミ ュニケーシ ョ ン ・ システムおよびコ ンピ ューター ・ システムに関する
2 つのタ イプ （ 技術A と 技術B ） のサービ スについて行われた 。 いずれも 24時間体制で 、
問合せから 2 時間以内に対応する 契約内容であ り 、 2 時間以内に解決し ない場合は契約範
囲以上の時間を費やし て追加サービ ス を行う （ ただし 定額制の為、 追加料金は発生し な
い ） と い う ものであった 。 Bolton et al. (2006) は 、 サービ スの 3 つの基本性質と し て 「 期待品
質 」 「 経験品質 」 「 提示価格 」 を上げ 、 「 極端な成果 」 「 タ イ ミ ング 」 「 複数契約 」 が再
契約にどのよ う な影響を及ぼすか と い う 点について 、 対象と なった ２ ， ４ ４ ２ の契約を元
に分析を行った 。  
 
期待品質 （ DesignQt ） ： 契約内容から 期待されるサービ スの品質。 契約期間内に提供




経験品質 （ ExperienceQt-1 ） ： 過去に製品やサービ ス を受けた際の品質。 過去の記録を元
に 、 契約期間内に提供されたサービ スの時間を 「 品質 」 と し て算出した 。  
提示価格 （ Pricet ） ： 契約更新時に提示されるサービ スの価格 （ 定額性 ） 。  
 
極端な成果 ： 予備調査によ り 、 業界標準を超えた追加サービ スはユーザーに と って
「 極端な成果 」 と し て好意的に と ら え られる こ と が判明。 業界標準の作業時間
は 、 技術A が 240 （ 分 / 契約 ） 、 技術B が 120 （ 分 / 契約 ） であった 。  
タ イ ミ ング ： 契約期間内のどのタ イ ミ ングで 、 追加サービ ス を受けたか 。  
複数契約 ： 同一のサプラ イヤーから 対象と な るサービ ス以外のサービ ス契約を交わし
ている 場合に 、 顧客が得られる 価値。  
 
結果は以下のよ う になった 。  
１ ） 追加サービ スは 、 サプラ イヤーの努力によ って例外的に提供された価値、 つま り
極端な成果と し て捉え られ 、 再契約に結びつ く 。 同一のサプラ イヤーから 別のサー
ビ ス を受けている 場合、 別のサービ スから 得られる 「 極端な成果 」 は 、 対象と した
サービ スの再契約に対し て影響する と い う こ と は認められなかった 。  
２ ） 追加サービ ス を契約の初期で受ける よ り も 、 更新時期が近づいて きた頃に受ける
方が再契約につながる 可能性が上がる 。  
 
特筆すべきは 、 追加サービ ス を受けた タ イ ミ ングが再契約の締結に影響を及ぼすと い う
点であ る 。 Bolton et al. (2006) によ る と 、 企業はサービ ス間のばらつきの管理によ り 焦点を当
て 、 同一サービ ス内のばらつきには十分な注目し て こ なかった 。 さ らに 、 一般的にサービ
スは均質であ る こ と が望ま しい と され 、 ばらつきは悪と されて きた 。 この研究結果が示し
たのは 、 ばらつき を戦略的にマネジ メ ン ト する こ と によ って 、 サービ スの再契約の確率を
挙げる こ と が出来る と い う のであ る 。  
 
２． 拡張購買に関する研究  
Bolton et al. (2008) は 、 顧客が現在契約し ているサービ ス をア ッ プグレード （ 拡張サービ ス




が及ぼす影響について ロ ジ ッ ト 分析を用いて調査を行った 。 その結果、 ア ッ プグレードす
るのは以下のよ う な状況であ る と 結論付けた 。  
 
１ ） 現行のサービ ス品質が悪いほど 、 顧客はサービ ス契約をア ッ プグレードする 。  
サプラ イヤーに対する 顧客の満足度が高い場合、 その傾向はさ らに強く な る 。 そ
れは 、 「 サービ ス品質が不十分なのはニーズに合わない契約を結んでいるから 」 と
顧客が判断するからであ る 。 サプラ イヤーに対する 評価を総合的に見て判断し てい
る こ と に注意が必要であ る 。  
２ ） 現行サービ スによ り 高い金額を支払っている 企業ほど 、 ア ッ プグレードする 。  
サービ ス価格の上昇に伴う 価値の上昇を正当に評価し ている 企業は 、 高い価格で
ア ッ プブレード 契約する 傾向にあ る 。  
３ ） サプ ラ イヤーの企業レベルの評価は 、 個々の契約レベルの意思決定にも 影響を与
え る 。 この こ と は 、 顧客ロ イヤルテ ィ の文脈で説明が可能であ る 。  
４ ） 高い満足度を持つ顧客は 、 品質の低さ を楽観的に捉え 、 結果と し てア ッ プグレー
ド に結びつかない 。  
５ ） 価格と 品質に対し ては負の相互作用があ る 。  
    品質の高いサービ ス を受けている 顧客は 、 価格に対し て鈍感にな る （ その逆も
真 ） 。  
 
サービ スのア ッ プグレード 契約を獲得し て 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ拡大させるためにサプ
ラ イヤーが行う べき こ と は 、 １ ） 企業レベルおよび個々の契約レベル同時に顧客の管理を
行わなければな ら ない 。 ２ ） 顧客不満足があ る と きはサービ ス契約内容のア ッ プグレード
のチャ ン スでも あ る 。 つま り 、 それは顧客が契約内容に注意を払い 、 問題解決を したい と
考えている 時でも あ るのであ る 。 ３ ） サプラ イヤーは顧客の満足度を監視しつつ 、 顧客の
望むサービ スの目的を正確に把握し なければな ら ない 。 ４ ） サービ スが価値に見合った価
格で提供されているか 、 契約ご と に管理し なければな ら ない 。 つま り 、 サプラ イヤーと の
関係には満足し ているが 、 サービ スの価値と 価格にム ラがあ る よ う な状況は 、 サービ ス契
約のア ッ プグレード のチャ ン スでも あ り 、 同時に失う かも しれない危機的状況でも あ る 。
５ ） 顧客の期待を上回る 品質を常に目指すのは 、 顧客を保持するには良いかも しれない




ードする こ と にはつながら ないからであ る 。  
顧客がすべき こ と は 、 １ ） 意思決定者がサプラ イヤーに対し て持つ印象だけに頼るべき
ではない 、 ２ ） そのサービ スのエン ド ・ ユーザーの意見を聞く など 、 サービ ス契約に対す
る 情報を集め 、 どの契約をア ッ プグレードすべきかど う かを判断し な く てはな ら ない と い
う こ と であ る 。  
 
３． パイの拡大（pie expansion） 
Jap (1999) は 、 バイヤーと サプラ イヤーが互恵的な戦略的成果を生み出す協働プロセス と
し て 、 パイの拡大 （ pie expansion ） と い う 言葉を用いた 。 この協働プロセスはパー ト ナーと
の共同努力と 、 その結果と し て生み出される 固有の製品によ って 、 一社単独では得られな
い利益の拡大を目的と し て設計される 。 そ し て 、 Jap (1999) はパイの拡大を目的と したバイ
ヤー ・ サプラ イヤー ・ リ レーシ ョ ンシ ッ プの戦略的成果は 、 二つの資源であ る 「 組織横断
的調整努力 」 と 「 関係特殊的投資 」 を通じた差別化から 生まれる と い う 、 資源ベース的視
点に立った説明を試みた 。 さ らに 、 この調整努力と 投資を容易にさせる 条件について 、 以
下の要素を挙げ 、 モデル化を試みた 。  
 
「 環境要因 」  
１ ） 環境要因 ： ビジネス環境の動的変化 （ 製品や競合の戦略の変化 ） 、 外的環境 
の対応要求の程度 
「 ２ 社組織間特性 」  
２ ） 目標の調和 ： 共通目標と その達成可能性がお互いに認知されている 程度 
  ３ ） 補完的能力 ： 互いの特殊能力、 知識、 資源を補完し 合う 程度 
「 個人間の状況 」  
４ ） 個人間の信用 ： 相手の行動の予測可能性であ り 、 機会主義的行動を と ら ない 
い う 信頼 
 
これらの要素が 「 組織横断的調整努力 」 と 「 関係特殊的投資 」 を促進し 、 結果と し て 
１ 年後の 「 収益実績 」 と 「 競争優位性 」 を実現する と い う 仮説モデルを立てた 。




調査が行われ （ 買い手１ ６ ７ 社、 売り 手１ ５ ４ 社 ） 、 図表 ： ３ － １ ０ のよ う な結果が得ら
れた 。 この結果は 、 ４ つの要素が複雑に影響する こ と で 「 組織横断的調整努力 」 と 「 関係
特殊的投資 」 を促進し 、 結果と し て戦略的成果と し ての 「 収益実績 」 と 「 競争優位性 」 が
得られる こ と を示し ている 。  



























































*α=.1, **α=.05, ***α=.001  




Jap (1999) は 、 このモデルについて 、 以下の説明を加えた 。  
第一に 、 環境変化に対応するため 、 売り 手は買い手と 協調行動を取ろ う と するが 、 買い
手は協調行動を必要と し ないこ と が分かった 。 これは 、 売り 手は環境の変化に対し て 、 下
流の情報を得る 為に買い手と の協調行動を取ろ う と するが 、 買い手はそのよ う な情報収集
を売り 手に頼ら ないため 、 協調行動を必要と し ない と い う こ と が考え られる 。 すなわち 、
買い手に と って環境が変化した際の売り 手と の協調行動は 、 柔軟な対応を妨げる 行為と し
て捉え られるのであ る 。 一方、 環境変化に対する 反応と し ての 「 関係特殊的投資 」 につい
ては 、 強い関係が確認された 。  
第二に注目すべき 点と し て 、 補完的能力の 「 組織横断的調整努力 」 と 「 関係特殊的投
資 」 に対する 強い正の影響を述べた 。 それは 、 補完的能力が取引的関係だけでは得られな
い成果を約束する 要素だからであ る 。  
最後に 、 「 目標の協調 」 と 「 個人間の信用 」 が 「 関係特殊的投資 」 に対し て統計的有意
な影響を及ぼさ なかった理由と し て 、 「 目標の協調 」 と 「 個人間の信用 」 と いった無形の
要素は リ レーシ ョ ンシ ッ プの段階によ って影響度が違う （ リ レーシ ョ ンシ ッ プ構築の初期




















リ レーシ ョ ンシ ッ プのマネジ メ ン ト を広義の意味で捉える と 、 流通チャネル戦略や事業
システム戦略の問題まで含める こ と にな る 。 例えば 、 前者の問題には 、 メ ーカーが製品の
流通チャネルを どのよ う に設定するか と い う 「 チャネル構築 」 の問題や 、 直接 ・ 間接流通
の 「 チャネル選択 」 の問題、 そ し てチャネルを ど う やって管理するか と い う 「 チャネル管
理 」 の問題が含まれる ( 高嶋 ・ 南  2006) 。 後者の問題には 、 規模の経済、 範囲の経済、 速
度の経済を狙った供給業者を含めた事業システム化の問題や外部化や集中化の問題など も
含まれる ( 加護野 ・ 井上  2004) 。 しかし ながら 、 本論文は顧客と サプラ イヤーや顧客と チ
ャネル ・ メ ンバーと いった 、 ダ イ アデ ィ ッ ク の関係性管理に範囲を絞って論じ てい く こ と
とする 。 第１ 節では 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マネジ メ ン ト における コ ミ ュニケーシ ョ ンや
情報の重要性、 第２ 節では 、 関係者間のコ ンフ リ ク ト やパー ト ナーの機会主義的行動の問
題、 第３ 節では リ レーシ ョ ンシ ッ プの終息に関わる 問題について最新の研究動向に触れつ




Joshi (2009) によ る と 、 サプラ イヤーと 顧客が頻繁にコ ミ ュニケーシ ョ ンを取り 合い 、 相
互的な情報のや り 取り が増える と 、 サプラ イヤーは顧客のニーズを把握し 、 いち早く 顧客
要求価値の変化に対応する こ と ができ る 。 同時に顧客に対する 感情的な コ ミ ッ ト メ ン ト も
高ま るため 、 機会主義的な行動も 減り 、 顧客の利益のために資源と エネルギーを投入した
い と い う 動機が生まれる 。 Joshi (2009) は 、 この二つの経路によ ってパフ ォーマン スが向上
する と 考えた 。  
そ こ で 、 協調的コ ミ ュニケーシ ョ ンの増加が 、 サプラ イヤーの認知的経路であ る 「 知識
向上 」 と 感情的経路であ る 「 コ ミ ッ ト メ ン ト 増加 」 と い う 二つの経路を介し て 、 サプラ イ
ヤーのパフ ォーマン ス向上につながるモデルを提案した 。 また 、 サプラ イヤーのパフ ォー
マン ス向上に影響を及ぼすもの と し て 「 サプラ イヤーの管理 」 を制御変数と 置き 、 よ り 現




項目については 、 １ ） アウ ト プ ッ ト 、 ２ ） プロセス 、 ３ ） 能力の ３ つを想定し 、 これらが
コ ミ ュニケーシ ョ ン増加によ るパフ ォーマン ス向上を さ らに高める と 仮定し ている 。  
１ ５ ３ 組のサプラ イヤーと 製造会社へ質問票によ る 調査を行った結果、 図表 ： ４ － １ 、
図表 ： ４ － ２ で示した とお り と なった 。  
図表 ： ４ － １ 概念モ デル ： 「 サプ ラ イ ヤーの継続的パ フ ォ ー マ ン ス 改善 」 に 及ぼす 
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出 典 ： Joshi (2009) １ ３ ６ ～ １ ４ ３ ペ ー ジ を も と に 加 工 
図表 ： ４ － ２  測定結果 ： 「 サプ ラ イ ヤーの継続的パ フ ォ ー マ ン ス 改善 」 に 及ぼす 










サプライヤー知識　×　アウトプット管理 H3 .24 ***
サプライヤー知識　×　プロセス管理 H4 -.16 *
サプライヤー知識　×　能力管理 H5 .20 ***
サプライヤーの感情的コミットメント　×　アウトプット管理 H6 -.03 n.s.
サプライヤーの感情的コミットメント　×　プロセス管理 H7 .09 n.s.
サプライヤーの感情的コミットメント　×　能力管理 H8 .36 ***
調整済みR2 .23
p***<.001, p**<.01, p*<.05, p<.10, n.s.: 有意差無し
標準化β係数
 




このモデルが従来の研究と 異な るのは 、 認知的経路 （ モデルの上側 ） と 感情的経路 （ モ
デルの下側 ） の両経路に分けて影響を調査し た こ と にあ る 。 得られた結果から 、 認知的経
路、 感情的経路の両経路に正の影響を及ぼし たのは 、 ア ウ ト プ ッ ト 管理のみであ る こ と が
わかった 。 プロセス管理にいたっては 、 認知的経路でパフ ォーマン ス向上に負の影響を及
ぼすこ と がわかった 。 つま り 、 管理項目を 2 つの経路に分ける こ と で 、 これまでの研究結
果では確認でき なかった影響を確認する こ と ができたのであ る 。 Joshi (2009) は 、 プロセス
管理が負の影響を及ぼした可能性の一つと し て 、 プロセス管理によ って自由を制限された
サプラ イヤーが 、 その反発と し て機会主義的行動を取った こ と を推測と し て挙げている 。  
 
２． 流通チャネルの下流情報と協働的リレーションシップ 
企業は 、 サプラ イ ・ チェーンの上流側に属するサプラ イヤーや製造者、 下流側に属する
卸売業者や小売業者まで 、 階層構造を持つ複雑な社会的ネ ッ ト ワーク によ って結ばれてい
る 。 Carlo and Carlo (2010)は 、 こ う した社会的ネ ッ ト ワーク の中で得られる 情報が 、 そのソー
スの違いによ ってパー ト ナー協調行動へ及ぼす影響について研究をおこ なっている 。  
 





























出 典 ： Carlo and Carlo (2010)  ２ ２ ２ ペ ー ジ  




を 、 １ ） 将来に起こ り 得る 不測の事態や 、 重大な責任問題について事前に協議し 対応方法
を明らかにし てお く 「 共同計画 」 、 ２ ） 意見の相違や技術的問題、 想定外の状況に陥った
場合に共同で問題解決行動を起す 「 共同問題解決 」 、 そ し て ３ ） 変化する 状況に対し て対
応する 「 柔軟性 」 で定義し 、 図表 ： ４ － ３ で表現される よ う なネ ッ ト ワーク の中でも 、 消
費者によ り 近い下流側から 得られる 情報が協調行動に大き く プラ スの影響を及ぼし ている
こ と を明らかにした 。 調査は花産業のサプラ イヤー １ ７ ４ 社、 バイヤー ６ ７ 社に対し て調
査を行われ 、 ２ ４ １ 組のダ イ ア ド について有効な回答が得られた 。 図表 ： ４ － ４ がその際
の結果であ る 。 つま り 、 消費者のニーズを よ り 強く 反映する 下流側の情報に傾注する こ と
で 、 パー ト ナー企業と のさ ら な る 協調行動を効率よ く 実現でき る と い う のがCarlo and Carlo 
(2010) の主張であ る 。  
 




小売業者 0.26 ** (3.52) 0.16 * (1.94) 0.42 ** (3.33)
卸売業者 0.19 ** (2.49) 0.17 * (1.88) 0.37 ** (2.49)
その他の情報ソース
インプット・サプライヤー -0.03 (0.43) -0.02 (0.18) -0.17 (1.32)
サプライヤー 0.05 (0.67) 0.09 (1.09) -0.21 (1.34)
ブローカー・エージェント -0.07 (1.06) -0.08 (1.10) 0.02 (0.19)
制御変数
ビジネスの長さ 0.13 * (2.14) 0.03 (0.45) 0.48 ** (3.84)
環境の不安定性と多様性 -0.05 (0.78) -0.05 (0.64) -0.02 (0.13)
企業サイズ 0.09 (0.55) 0.29 ** (3.91) -0.19 (1.57)
相手企業のサイズ -0.03 (0.51) -0.06 (0.82) -0.01 (0.11)
ダミー変数（バイヤー／サプライヤー） 0.07 (0.43)
調整済みR2 0.170 ** 0.178 ** 0.265 **










出 典 ： Carlo and Carlo (2010) ２ ２ ６ ペ ー ジ  
 
３． 相互作用／ネットワークモデル  




く 、 コ ンフ リ ク ト 、 共存、 衝突や競争と いった契約に頼ら ない相互作用プロセス を利用す
る こ と でつながっている と い う 考えであ る (Claycomb and Frankwick 2010) 。 Claycomb and 
Frankwick (2010) は 、 「 相互作用メ カニズム 」 と 「 リ レーシ ョ ンシ ッ プ特性 」 がこ の理論ア
プローチの二つの要素と し て広く 認識されている と した 。 さ らに Claycomb and Frankwick 
(2010) は 、 「 相互作用メ カニズム 」 と し て １ ） コ ミ ュニケーシ ョ ン品質、 ２ ） 共同で行う
問題解決、 ３ ） 厳しいコ ンフ リ ク ト を利用し た問題解決の三項目を特定し 、 これらが ｢ リ
レーシ ョ ンシ ッ プ特性 ｣ に及ぼす影響について調査を行った 。 モデル化に際し ては 、 説明
変数と する 「 リ レーシ ョ ンシ ッ プ特性 」 を 、 関係性の発展に影響を及ぼす二つの要素、 つ
ま り 、 １ ） 関係特殊的投資と ２ ） 買い手が売り 手に対し て抱く 情報の不確実性、 に分け
た 。 さ らに 、 「 売り 手の評判の良さ 」 が 「 相互作用メ カニズム 」 の働き を弱める 要因と し
て仮定された （ 図表 ： ４ － ５ ） 。 また 、 これらの影響を リ レーシ ョ ンシ ッ プの四つの発展
段階、 １ ） 認識、 ２ ） 探索、 ３ ） 拡大、 ４ ） コ ミ ッ ト メ ン ト 、 に応じ てどのよ う に変化す
るかが理解でき る よ う に調査設計を行った 。 調査は 、 製造業 （ ゴム ・ プラ スチ ッ ク 、 鉄製
品、 機械類、 電子機器、 輸送機器、 装置類 ） の購買担当者に対する 質問票調査を行い 、 １
７ ４ 社から 有効な回答が得られた 。 結果は 、 図表４ － ６ の とお り であ る 。  
 
図表 ： ４ － ５  バ イ ヤー ・ サプ ラ イ ヤー ・ リ レ ー シ ョ ン シ ッ プ に おけ る 相互作用 / ネ ッ




















    →関係特殊的投資
H2：情報交換

















緩和変数：売り手の評判 .49 * 1.24 *** .48 .44
情報交換：コミュニケーション品質 H1 .38 .90 ** .23 .21
コンフリクトの解決：共同で行う問題解決 H3 .31 .71 *** .56 ** .29
コンフリクトの解決：厳しいコンフリクト解決 H3 .12 .11 -.45 -.03
評判×コミュニケーション品質 H5 -.52 -1.26 ** -.22 .01
評判×共同で行う問題解決 H5 -.52 -1.20 *** -1.14 *** -.94 **
評判×厳しいコンフリクト解決 H5 .10 .08 .73 ** .34





緩和変数：売り手の評判 .34 .81 * .63 -.20
情報交換：コミュニケーション品質 H2 -.06 .21 .12 -.43
コンフリクトの解決：共同で行う問題解決 H4 .76 *** .43 .21 .17
コンフリクトの解決：厳しいコンフリクト解決 H4 .12 .50 .74 * .34
評判×コミュニケーション品質 H6 .51 -.28 -.27 .67
評判×共同で行う問題解決 H6 -1.09 *** -.55 -.05 .05
評判×厳しいコンフリクト解決 H6 -.11 -.42 -.66 * -.21
調整済みR2 .14 .10 .12 .13
***p<0.01, **p<0.05, *p<0.1
認識 探索 拡大 コミットメント
認識 探索 拡大 コミットメント
 
出 典 ： Claycomb and Frankwick (2010) ２ ５ ８ ペ ー ジ 、 ２ ５ ９ ペ ー ジ を も と に 加 工 
 
この結果について 、 Claycomb and Frankwick (2010) は次のよ う にコ メ ン ト し ている 。  
「 コ ミ ュニケーシ ョ ン品質 」 については 「 探索 」 段階において 、 「 関係特殊的投資 」 に
対する 正の影響が確認された 。 こ のこ と は 、 売り 手と 買い手の関係性が 、 テス ト 的に少量
の製品を購入した り 、 契約の具体的検討を行った り する 「 探索 」 段階に移った場合、 売り
手によ る 正確かつ適切な情報の提供が 、 買い手の関係特殊的投資を促すと い う こ と を意味
し ている 。 さ らに 、 「 売り 手の評判 」 が強い場合はこの正の影響が弱ま る こ と から 、 評判
が弱い売り 手はコ ミ ュニケーシ ョ ン品質によ り 多く の努力を払わなければな ら ないこ と が
言える 。  
「 共同で行う 問題解決 」 については 、 「 探索 」 及び 「 拡大 」 局面において 「 関係特殊的
投資 」 に対する 正の影響が確認され 、 また 、 「 売り 手の評判 」 の良さがこの影響を弱める
こ と が確認された 。 こ のこ と は 、 売り 手と 買い手の関係性が 「 探索 」 から 「 拡大 」 に移る




と を意味し てお り 、 評判が良い場合は 、 関係性発展のために共同で問題解決をする 必要性
が薄ま る と いえるのであ る 。 また 、 「 共同で行う 問題解決 」 は 、 も う 一つの説明変数であ
る 「 買い手が売り 手に対し て抱く 情報の不確実性 」 に対し て 、 認識段階で正の影響が確認
された 。 こ のこ と は 、 初期の段階 （ 「 認識 」 段階 ） において共同で問題解決を行う と 、 買
い手が売り 手を選択する 際の意思決定に必要な情報の不確実性が増すこ と を意味し てい
る 。 また 、 「 コ ミ ュニケーシ ョ ン品質 」 と 同様に 「 売り 手の評判 」 が 「 情報の不確実性 」
の増加を弱める 効果があ る こ と から 、 「 売り 手の評判 」 が良い時は 「 情報の不確実性 」 の
増加を和らげる こ と にな る 。  
最後に 、 「 厳しいコ ンフ リ ク ト を利用した問題解決 」 は 「 拡大 」 段階において 「 買い手
が売り 手に対し て抱く 情報の不確実性 」 に対する 正の影響が確認され 、 「 売り 手の評判 」
の良さがこ の影響を弱める こ と が確認された 。 つま り 、 問題が発生した時に 、 売り 手が厳
しい言葉遣いを した り 、 外部に仲裁を求めた り 、 売り 手主導で解決を させた り する と 、 売
り 手の 「 情報の不確実性 」 が高ま り 、 売り 手選択の影響度を把握でき な く な る と い う こ と
を意味し てお り 、 また 、 「 売り 手の評判 」 が良い場合にはこの影響が弱ま る と 言える 。  
 
第２節 コンフリクト・マネジメントに関する議論  
取引が成立した後も 、 売り 手と 買い手双方で機会主義的行動が発生する 可能性は常に存
在し 、 発生した場合は取引関係によ って得られる 成果を低減させる (Jap and Anderson 2003) 。
売り 手と 買い手の対立構造の中で 、 互いが所有する 情報について完全に知り 得ない状況に
おいては 、 こ う した機会主義的行動が誘発される 。 そ し て 、 その発生を抑止するためのモ
ニ タ リ ング コ ス ト が 、 取引や企業が選択する 戦略に影響を与えてお り 、 このこ と は取引コ
ス ト ・ アプローチから 説明が可能であ る ( 南  2004) 。 経済学の文脈でも 、 このよ う な情況
はホール ド ア ッ プ問題と し てゲーム理論のテーマ と し て扱われ 、 「 企業買収 」 や 「 契約 」
などによ る 取引相手を コ ン ト ロールする こ と 、 またその代替手段と し て 「 評判 」 によ って
解決させる 方法が示されている （ 神戸 2004 ） 。 産業財マーケテ ィ ング分野においては 、 次
に示す ３ つの研究アプローチが存在し 、 コ ンフ リ ク ト ・ マネジ メ ン ト の解決策と リ レーシ
ョ ンシ ッ プが持つ保護機能についての説明が試みられている 。 まず 、 一つ目のアプローチ
は 、 コ ンフ リ ク ト をマネジ メ ン ト する こ と が 、 コ ミ ッ ト メ ン ト や ト ラ ス ト 、 満足度など リ




シ ッ プの持つ機能と し て 、 コ ンフ リ ク ト を抑制、 コ ン ト ロールする 予防機能を研究する ア
プローチであ る 。 そ し て三つ目は 、 コ ンフ リ ク ト が発生し て し ま った際、 コ ミ ッ ト メ ン ト
に代表される リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質が持つス イ ッチング意図に対する 緩衝効果について
の研究であ る 。 本節では 、 これらの研究について順を追って説明し てい く 。  
 
１． コンフリクト・マネジメントがリレーションシップ品質へ及ぼす影響 
経済学では 、 機会主義的行動は高い取引コ ス ト につながる 「 市場の失敗 」 と し て捉え ら
れ 、 「 市場の失敗 」 が起こ る 状況下では市場取引よ り も 階層的組織の方が効率的で望ま し
い と される (Collis and Montgomery 1998 ） 。 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングにおいて も
機会主義的行動によ って引き 起こ される コ ンフ リ ク ト は不必要な コ ス ト と し て見な され 、
「 コ ンフ リ ク ト を解決する こ と は リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質や価値を増大させる 」 と い う 前
提のも と 様々な研究がな されている 。  
Mohr and Spekman (1994) は 、 コ ンフ リ ク ト を解決する 方法には建設的な性質を持つ 「 共同
で行う 問題解決 」 、 破壊的な性質を持つ 「 厳しい言葉を用いた説得や決議 」 「 取り 繕いや
ご まかし 」 、 そ し て 「 第三者によ る 仲裁 」 があ る と した 。 こ う した方法を採用する こ と が
リ レーシ ョ ンシ ッ プによ って も た ら される 満足にどのよ う な影響をおよぼすかについて調
査した 。  




親密さ 0.57 *** 0.39 *** 0.18 ^
独立変数：
共同での問題解決 0.34 *** ― ―
説得 ― ― ―
強固な決議 ― -0.25 * ―
取り繕い ― -0.20 * ―
仲裁 ― 0.18 ^ ―
F値変化量 3.31 *** 2.88 * ―
自由度 6/95 6/95 6/95
自由度調整済みR2 0.39 *** 0.22 *** ―














結果は図表 ： ４ － ７ のよ う にな り 、 破壊的な性質を持つ解決方法を用いた場合、 利益に
対する 満足度に対し て負の影響があ る こ と が示された 。  
また 、 機会主義的行動と コ ミ ッ ト メ ン ト や信頼と の関係を扱う 研究も 古く から な されて
いる 。 Morgan and Hunt (1994) は 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの成功にはコ ミ ッ ト
メ ン ト と 信頼が重要な要因であ る と 主張し 、 コ ミ ッ ト メ ン ト －信頼理論モデルを提唱し
た 。 このモデルには 「 機会主義的行動 」 が負の影響を与える 変数と し て組み込まれてい
る 。 このモデルを非営利セ ク ターの分野に応用した研究が MacMillan et al. (2005) によ ってな
され 、 機会主義的行動の信頼に対する 同様の影響が確認されている 。  
Mohr et al. (1994) は 、 ガバナン ス形態と コ ミ ュニケーシ ョ ンを用いたモデルの中にコ ンフ
リ ク ト を変数と し て組み込んだ 。 Mohr et al. (1994) によ る と 、 チャネル ・ パー ト ナーに対す
る 有効なガバナン ス機構と し て 、 「 企業統合 」 と 「 コ ン ト ロール 」 の ２ つの戦略が存在す
る 。 「 企業統合 」 は 、 １ ） フ ラ ンチャ イ ズ契約によ ってパー ト ナーの自由裁量に制限を設
ける 状況と 、 ２ ) 企業買収によ って製造業者のチャネル ・ メ ンバーとする 状況を 、 「 コ ン
ト ロール 」 は （ 契約と い う 形は と らずに ） 、 パワーによ ってパー ト ナーの行動を掌握する
状況を想定した 。 そ し て 、 それぞれの状況下での 「 協働的コ ミ ュニケーシ ョ ン 」 が製造業
者に対する コ ミ ッ ト メ ン ト 、 満足、 協調性に及ぼす影響について調査した 。 こ こ で 、 「 協
働的コ ミ ュニケーシ ョ ン 」 と は 、 コ ミ ュニケーシ ョ ンの頻度が多い と い う こ と を意味し て
いるのではない 。 なぜな らば 、 紛争中でも 裁判のや り と り などでコ ミ ュニケーシ ョ ンの頻
度が増えて し ま う からであ る 。 Mohr et al. (1994) は 、 「 協働的コ ミ ュニケーシ ョ ン 」 を前向
き な関係性を維持し よ う とする 、 フ ィ ードバ ッ ク の伴う 双方向のコ ミ ュニケーシ ョ ン と し
て定義した 。 そ し て これら ガバナン ス戦略の効果に対峙する もの と し て 、 コ ンフ リ ク ト を
変数と し て置いた 。  
コ ンピ ューターのデ ィ ーラーに対する 質問票調査の結果、 １ ２ ５ 名の有効な回答が得ら
れ 、 図表 ： ４ － ８ のよ う な結果が得られた 。 協働的コ ミ ュニケーシ ョ ンが 、 コ ミ ッ ト メ ン
ト 、 満足、 協調性それぞれについて有効にはた ら き 、 企業統合に似た効果を もつこ と が示
された 。 また 、 ガバナン ス機構と し ての契約の形を取ら ないコ ン ト ロールは 、 デ ィ ーラー
のコ ミ ッ ト メ ン ト 、 満足、 協調性に正の影響を及ぼすこ と が示された 。 ガバナン スの度合
いが強いほど 、 協働的コ ミ ュニケーシ ョ ンの効果が薄れる こ と も 示された 。 こ のこ と は 、
契約や買収に頼らずと も 協働的コ ミ ュニケーシ ョ ンを活用すれば 、 コ ンフ リ ク ト によ るマ




し ている 。 また 、 Mohr et al. (1996) は協働的コ ミ ュニケーシ ョ ン と コ ミ ッ ト メ ン ト の相互作
用が確認されなかった理由は 、 コ ミ ッ ト メ ンを計算的コ ミ ッ ト メ ン ト と 感情的コ ミ ッ ト メ
ン ト の二つに分けなかったためであ る と 主張し ている 。  
 
図表 ： ４ － ８  測定結果 ： リ レ ー シ ョ ン シ ッ プ 品質－共同的コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン  
調整的回帰分析の結果a
共変量
コンフリクト -.32 *** (-3.16) -.44 *** (-5.28) -.59 *** (-7.32)
ディーラーサイズ .03 (.31) -.03 (-.35) .08 (-1.11)
リレーションシップの長さ .10 (1.02) .04 (.46) 0.0 (0.0)
主効果
協働的コミュニケーション .19 * (1.61) .55 *** (5.59) .46 *** (4.89)
製造業者によるコントロール .33 *** (2.82) .27 *** (2.83) .14 * (1.55)
フランチャイズ構造 .02 (.23) .13 ** (1.76) -.04 (-.50)
会社所有による構造 .08 (.77) .16 ** (1.93) .22 ** (2.79)
R2 .24 .48 .50
相互作用
コミュニケーション×フランチャイズ .06 (.61) -.18 ** (-2.17) -.13 ** (-1.65)
コミュニケーション×会社所有 -.08 (-.79) -.27 ** (-3.15) -.16 ** (-1.90)
コミュニケーション×製造業者によるコントロール -.18 ** (-1.85) -.18 ** (-2.26) -.18 *** (-2.48)
漸増R2 .03 .07 .05
F変化量 1.40 5.02 3.53
F変化量の有意性 .25 .01 .02
全モデル
F(8,104) 4.28 12.30 12.44
有意性 0.0 0.0 0.0
R2 .27 .55 .55





出 典 ： Mohr et al. (1996)  １ １ １ ペ ー ジ  
 
その他の先進的な研究と し て 、 社会科学の分野で広く 用いられている シ ミ ュ レーシ ョ
ン ・ モデル （ SUGAESCAPE ） を用いて 、 利己主義的行動や機会主義的行動が売り 手の長
期的収益に対する 影響を調べた Watkins and Hill (2009) の研究があ る 。 Watkins and Hill (2009) 
は 、 顧客価値や買い手のロ イヤルテ ィ 、 評判、 相互関係のあ り 方など 、 よ り 現実に近い条
件を組み込んだ人工的社会環境を作り 出し 、 繰り 返し 取引を行った後に売り 手の リ レーシ
ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングのタ イプ （ 利己主義的、 機会主義的、 利他主義的 ） によ って
長期的な収益に違いが起き るかど う かを調べた 。 その結果、 短期的には利己主義的、 機会




がよ く な る こ と を示し た 。  
 
２． リレーションシップのコンフリクト予防効果 
企業が新しい購入契約を結ぶ際、 パー ト ナーの機会主義的行動を抑制するための戦略と
し て二つの選択肢が存在する 。 「 詳細な契約を結ぶ 」 か 、 基本的な契約のみを結び 、 「 密
接な リ レーシ ョ ンシ ッ プを構築する 」 こ と を目指すかであ る 。 詳細な契約によ ってパー ト
ナーの機会主義的行動の抑制する 場合、 法的に縛る こ と によ って抑制効果が生まれる と い
う 考えがあ る 一方、 コ ス ト がかか り 現実的でない と い う 主張も あ る 。 そ こ で 、 契約書の代
用と し て密接な リ レーシ ョ ンシ ッ プ構築によ って 、 効率的かつ低コ ス ト で機会主義的行動
を抑制し よ う 、 と い う 考え方が二つ目の選択肢と し て議論されている (Wuyts and Geysken 
2005) 。  
Wuyts and Geysken (2005) は 、 企業文化によ って機会主義的行動を抑制するために と る 行動
が異な るかど う か 、 「 不確実性を避けよ う と する 態度 」 、 「 パワー距離 （ power 
distance ） 」 、 「 集団主義か否か 」 と い う 因子を用いて調査を行った 。 こ こ でパワー距離と
は 、 企業間で与え られたパワーや権限に不平等な状態があ る こ と を指し ている 。 さ らに 、
詳細な契約を結ぶ戦略と 密接なパー ト ナーシ ッ プを構築する 戦略を取った場合に 、 サプラ
イヤーの機会主義的行動の抑制効果に違いがあ るかについて も 調べられた 。 調査は 、 オラ
ンダの製造業者１ ７ ７ 社に対し て行われ 、 図表 ： ４ － ９ のよ う な結果が得られた 。 この結
果から Wuyts and Geysken (2005) は 、 以下の結論を導いた 。  
 
１ ） 「 密接な リ レーシ ョ ンシ ッ プ 」 を選択する ド ラ イバーと 抑制効果 
「 不確実性を避けよ う とする 態度 」 と 「 密接な リ レーシ ョ ンシ ッ プ 」 の間には統
計的に有意な関係はみられなかった 。 緊密な リ レーシ ョ ンシ ッ プを結ぶこ と で 、 取
引における 避け られない不確実性に対し て柔軟に対応でき る 反面、 リ レーシ ョ ンシ
ッ プを結ぶこ と によ る 新たな不確実性が生まれる と い う こ と を 、 企業が認識し てい
る 可能性と し て考え られる 。  
「 集団主義 」 の強い企業は 、 「 密接な リ レーシ ョ ンシ ッ プ 」 を選択する 傾向にあ
る 。 「 パワー距離 （ power distance ） 」 の大き さ と 「 密接な リ レーシ ョ ンシ ッ プ 」 の




生じた際、 強い企業はイデオロ ギーを使って一方的な協力を誘発し ている こ と が考
え られる 。  
２ ） 「 詳細な契約を結ぶ 」 を選択する ド ラ イバ  ー
「 不確実性を避けよ う とする 態度 」 、 「 パワー距離 （ power distance ） 」 、 「 集団
主義 」 は 、 いずれも 「 詳細な契約を結ぶ 」 を選択する ド ラ イバーであ る こ と が確認
された 。 「 集団主義 」 が 「 詳細な契約を結ぶ 」 について も ド ラ イバーと なっている
理由と し て 、 契約の交渉を自分の都合の良い条項を引き 出すための手段と し て と ら
えているのではな く 、 パー ト ナー企業と お互いを理解するための手段と し て捉えて
いる 可能性があ る 。  
 




不確実性を避けようとする .29(.08) ** -.02(.07)
集団主義 .15(.08) * .24(.07) **




行動の不確実性 -.15(.09) .24(.08) **
















出 典 ： Wuyts and Geysken (2005) １ １ ２ ペ ー ジ  
 
二つの戦略によ る 機会主義的行動の抑制効果については 、 それぞれ異な る 結果が現れ




る よ う な U 字の関係があ る こ と が確認された 。 つま り 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プが強ま る と 抑
制効果が認められるが 、 あ る 限度を過ぎて関係が強く な り すぎ る と 機会主義的行動が増え
て し ま う と い う こ と を意味し ている 。 「 詳細な契約 」 については 、 統計的に有意な抑制効
果は認められなかった 。 この二つの戦略については 、 「 密接な リ レーシ ョ ンシ ッ プ 」 が
「 詳細な契約 」 でカバーし きれない穴を埋める 、 つま り 補完的にはた ら く と い う 議論があ
るが 、 Wuyts and Geysken (2005) の行った調査結果によ る と 、 二つを組み合わせて使う と 逆に
機会主義的行動を増やすと い う 結果と なって し ま った 。 つま り 、 二つの戦略は補完的には
作用し ない と い う こ と であ る 。  
 
















出 典 ： Wuyts and Geysken (2005) １ １ ２ ペ ー ジ  
 
さ らに 、 Wuyts and Geysken (2005) は 、 企業が 「 サプラ イヤーのサプラ イヤー 」 に対する 深
い リ レーシ ョ ンシ ッ プを持つこ と が 、 機会主義的行動抑制に対し て補完的に作用するかど
う かについて も 調査を行った 。 こ のよ う な状況を 「 ネ ッ ト ワーク 埋め込み ： network 
embeddedness 」 と 呼び 、 ネ ッ ト ワーク 埋め込みの際には 「 密接な リ レーシ ョ ンシ ッ プ 」 と
の間には関係が見られなかったが 、 「 詳細な契約 」 と の間には関係が見られた 。 Wuyts 
and Geysken (2005)は 、 この結果に対し て 、 サプラ イヤーが業界で評判が悪く な る こ と を嫌う
ため 、 機会主義的行動が抑え られる 「 間接的社会統制機能 」 がはた らいている と い う 説明
を与えた 。 つま り 、 前述の結果と 合わせる と 、 「 詳細な契約 」 の機会主義的行動の抑制効
果は 、 「 ネ ッ ト ワーク 埋め込み 」 の際にのみはた ら く と い う こ と が示されたのであ る 。  




されているのか 。 Jap and Anderson (2003) は 、 機会主義的行動の具体的な保護手段を 、 １ ） 関
係特殊的な投資、 ２ ） 目標の調和、 ３ ） 担当者間の信頼の 3 項目を仮定し 、 取引関係によ
って得られる 成果に与える 影響を調査した 。 こ こ で 、 取引関係によ って得られる 成果は 、
１ ） 取引相手のパフ ォーマン ス向上、 ２ ） 自社の競争力の強化、 ３ ） 結合利潤 （ joint 
profit ） の増加、 ４ ） 取引関係の継続、 の 4 項目で定義された 。  
最も 効果の強かったのが 、 関係特殊的な投資であ る 。 すべての成果項目についてプラ ス
の影響が見られ 、 機会主義的行動に対し てパフ ォーマン ス向上と 関係性継続にも っ と も 保
護的な作用を も た らすこ と が示された 。 目標の調和については 、 「 取引相手のパフ ォーマ
ン ス向上 」 と 「 取引関係の継続 」 についてのみプラ スの影響が見られた 。 しかし ながら 、
機会主義的行動の程度が弱い場合は 、 これらプラ スの影響は確認されなかった 。 逆に担当
者間の信頼は 、 機会主義的行動の程度が弱い場合においてのみ 、 すべての成果項目におい
てプラ スの影響があ る こ と が確認された 。 Jap and Anderson (2003) は 、 こ の説明と し て機会主
義的行動の程度が強く な る と 担当者間だけでは問題が解決できず 、 他のプレーヤー （ 上司
や他社 ） の力が必要と な るため 、 担当者間の信頼だけでは保護でき ない と い う 可能性を示
した 。  
 




取引相手のパフォーマンス向上(γ1j) 0.13 * == 0.13 * 0.20 * -0.18 ns 0.32 ** 0.94 **
自社の競争力の強化(γ2j) 0.51 ** == 0.51 ** 0.12 ns -0.19 ns 0.04 ns 0.51 **
結合利潤の増加(γ3j) 0.27 ** == 0.27 ** 0.13 ns -0.07 ns 0.06 ns 0.37 *
期待の継続(γ4j) 0.31 ** == 0.31 ** 0.19 * -0.13 ns 0.14 ns 0.63 **
χ2=985.9(512df, p<0.001); CFI=0.89, IFI=0.89, and TLI=0.87; RMSEA=0.074
サブスクリプトj=1,2, or 3
==　高い/低い機会主義的行動グループ（事後）で同等のパラメータ





















出 典 ： Jap and Anderson (2003) １ ６ ９ ４ ペ ー ジ  
 
Kozan et al. (2006) は 、 関係特殊的投資の持つ機会主義的行動の抑制効果に着目し 、 関係特
殊的投資の規模と コ ンフ リ ク ト ・ マネジ メ ン ト 様式を Bensaou(1999) の提唱する 関係ポー ト
フ ォ リ オを用いて示し た 。 Kozan et al. (2006) の示したポー ト フ ォ リ オによ る と 、 サプラ イヤ
ーと 買い手の関係特殊的な投資規模が互いに大きい場合 （ Bensaou(1999) のポー ト フ ォ リ オ




けて双方で協調的な行動を取る 。 双方の関係特殊的投資の規模に差異があ る 場合、 投資の
少ない方の交渉力が強ま り 、 自己主張が強ま る と い う のであ る 。  
Kozan et al. (2006) は 、 ト ルコの自動車業界にを例に実証研究を行ったが 、 予想に反する 結
果を得た 。 この結果について Kozan et al. (2006) は 、 ト ルコの自動車産業発展の初期段階にお
いては 、 政府の輸入代替戦略政策の下、 自動車メ ーカーがサプラ イヤーを支援 ・ 育成する
立場を取っていた 。 と こ ろが 、 発展が進み輸出戦略に重点が置かれる よ う にな る と 、 国際
競争のなかで部品調達が行われる よ う にな り 、 結果と し て自動車メ ーカーと サプラ イヤー
の力関係のバラ ン スは崩れ 、 戦略的パー ト ナーシ ッ プの状況下でも 買い手側がよ り 独断的
な行動を取る 結果に至った と い う 説明を与えた 。 このこ と は 、 コ ンフ リ ク ト ・ マネジ メ ン
ト の様式において 、 理論的な枠組みを理解しつつも 文化的な背景を考慮する 必要があ る こ
と を示唆し ている 。  
 
図表 ： ４ － １ ２  バ イ ヤー ・ サプ ラ イ ヤーの関係特殊的投資 と コ ン フ リ ク ト ・ マ ネ ジ メ

































出 典 ： Jap and Anderson (2003) ６ ６ ４ ペ ー ジ を 加 工 
 
３． スイッチング意図に対するリレーションシップの緩衝効果 
取引先であ るサプラ イヤーが機会主義的行動や倫理的な規範違反を行った場合、 顧客は
他のサプラ イヤーへス イ ッチング し よ う と する 意図が生まれる 。 Ganesan et al. (2010) は 、 製
造業者がサプラ イヤーに対し て持つコ ミ ッ ト メ ン ト の程度によ ってス イ ッチングの意図が
どのよ う に変化するかについて調査を行った 。  




に対し て質問調査が行われ 、 ９ ２ 名の有効回答が得られた 。 質問は 、 サプラ イヤーが仮に
「 義務の回避、 契約の抜け穴の利用、 不公平な利権の要求 」 などの機会主義的行動を と っ
た り 、 「 製品やサービ スについて虚偽の情報を提供する 、 労働者の搾取、 データの操作、
高圧的なセールスや交渉 」 などの倫理的な規範違反を起こ した り し た際に 、 どの程度の確
率でス イ ッチングを行う かについて調査された （ 調査の便宜上、 「 倫理的規範の違反 」 は
顧客に対する 違反ではな く 、 社会的な規範違反と し て定義された ） 。 Ganesan et al. (2010) は
また 、 顧客が持つコ ミ ッ ト メ ン ト を 、 取引固有の投資、 機密情報の開示、 パー ト ナーの要
求に対する 適応など経済的合理性に基づいた行動と し てあ らわれる 「 計算的コ ミ ッ ト メ ン
ト 」 と 、 取引パー ト ナーに対する 一体感、 ロ イヤルテ ィ 、 所属意識などの感情に基づいた
社会的、 心理的愛着と し てあ らわれる 「 感情的コ ミ ッ ト メ ン ト 」 の二つのタ イプに分け
た 。 抱いている コ ミ ッ ト メ ン ト のタ イプによ る 「 機会主義的行動 」 「 倫理的な規範違反 」
に対する 反応の違いを調査した 。 結果は図表 ： ４ － １ ３ のよ う になった 。  
この結果か ら 、 計算的コ ミ ッ ト メ ン ト を抱いている 顧客は 、 サプラ イヤーの倫理的規範
の違反に対し て寛容にな る こ と が分かった 。 Ganesan et al. (2010) は 、 こ のよ う な効果を コ ミ
ッ ト メ ン ト の緩衝効果 （ buffering effect ） と 呼んだ 。 しかし 、 規範違反の程度が激しい場合
や 、 機会主義的行動に対し ては 、 その効果が無いこ と も 示された 。 また 、 感情的コ ミ ッ ト
メ ン ト を抱いている 顧客は 、 サプラ イヤーの機会主義的行動に対し て同様に緩衝効果によ
って寛容にな る こ と がわかったが 、 倫理的な規範違反の場合にはこ の効果が見られなかっ
た 。  
また 、 機会主義的行動の程度が激し く な る と 、 コ ミ ッ ト メ ン ト を持っていない場合よ り
も ス イ ッチングする 可能性が高ま る こ と がわかった 。 これは 、 顧客が信頼し ていたパー ト
ナーから 「 裏切られた 」 と い う 感情を抱く こ と が原因と し て考え られた 。 コ ミ ッ ト メ ン ト
の持つこのよ う な逆方向の効果を コ ン ト ラ ス ト 効果 （ contrast effect ） と 呼んだ 。 先行的な研
究において コ ミ ッ ト メ ン ト の良い面ばか り が論じ られる 中で 、 Ganesan et al. (2010) は 、 この

































































































































出 典 ： Ganesan et al. (2010) ３ ７ ０ ペ ー ジ  
 
第３節 リレーションシップの終息マネジメント 
Grönroos (1994)が示した リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの定義にあ る よ う に 、 リ レ
ーシ ョ ンシ ッ プの終息も マネジ メ ン ト する 対象と な る 。 Ellis (2006)によ る と 、 その重要性に




て も 断片的か 、 ス イ ッチング意図やス イ ッチング阻止と し て扱われる こ と がほ と んどであ
る 。 本章では 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プの終息の メ カニズム理解に迫った研究を も と に終息問
題について論ずる こ と とする 。  
 
１． 企業間リレーションシップ「終息」の概念モデル  
Giller and Matear (2001) は 、 先行研究のレビ ュー結果と 企業間リ レーシ ョ ンシ ッ プの特性を
考慮した上で 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ 「 終息 」 の概念モデル （ 図表 ： ４ － １ ４ ） の確立を試
みている 。  
 




























出 典 ： Giller and Matear (2001) １ ０ ０ ペ ー ジ  
 












状況が違えば 「 終息 」 に対する 反応も 様々であ る 。 「 社会的きずな 」 が形成されていた
ダ イ アデ ィ ッ ク の関係の 「 終息 」 であれば 、 感情的ス ト レ スは大きい 。 失望や怒り を伴っ
た 「 終息 」 も 起こ り 得る 。 よ って 「 終息 」 の結果も た ら される 影響を正確に予想 ・ 理解す
るには 、 予想以上の労力と 時間が要求される 。 また 、 完全に 「 終息 」 した場合と 、 休眠的
に 「 終息 」 がな された場合と でその後の影響や結果も 異な る 。 Giller and Matear (2001) の示し
たモデルにおいて 「 終息 」 が 「 活動し ていない リ レーシ ョ ンシ ッ プ 」 と 「 完全な終息 」 の
連続体と し て表現されているのはそのためであ る 。 場合によ っては 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ
の再構築の可能性も 有り 得るのであ る 。  
 





































Act)」や「重大な出来事 (Critical Incident) 」として定義し、リレーションシップ品質や業
績に及ぼす影響を実証的に調査した Doorn and Verhoef(2008) や Hibbbard et al.(2001) の研
究、スイッチング意図とコミットメントの関係を扱った Ganesan et al. (2010) の研究、リレ














歴史的な事実から 、 成功し ている B-to-B 企業の多く は CRM (Customer Relationship 
Management) やKAM (Key Account Managemtn)などの リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング戦
略を実践し ている  (Gummesson 2004) 。 ト ッ プマネジ メ ン ト が意思決定する 上で 、 不確実性
の と も な う 顧客価値を把握し 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング戦略の投資に対する
効果を定量的に測定、 把握する こ と は重要な命題と なっている 。 本章では 、 産業財マーケ
テ ィ ングにおける リ レーシ ョ ンシ ッ プ戦略と 財務成績に関する 研究の現状と 課題を提示し
（ 第 1 節 ） 、 従来の取引コ ス ト 理論アプローチ 、 資源ベースの戦略アプローチをベース と
した理論的枠組みで捉えきれない価値測定の新しい研究の流れについて説明する （ 第 2
節 ） 。  
 
第１節 CRM 投資と効果測定  
１． 産業財マーケティングにおけるReturn on Relationship (ROR) の概念 
マーケテ ィ ング施策によ って得られた コ ス ト や価値を 、 収入や利益の形で測定し よ う と
い う 試みは古く から な されている 。 代表的な活動と し て 、 １ ９ ６ ０ 年代前半から 始ま った
PIMS (Profit Impact of Market Strategy)活動の一環と し て行われた ３ ， ０ ０ ０ を超えるプロ フ ィ ッ
ト ・ セン ターに関する 研究が挙げられる 。 品質や市場シェア 、 広告戦略などのマーケテ ィ
ング施策と 利益の間に明確な因果関係があ る と い う 期待を持って研究がな された 。 一連の
要因の分類と マーケテ ィ ング と の関連性について一定の成果は挙げた ものの 、 因果関係を
明確に示すこ と はでき なかった 。 その後１ ９ ７ ０ 年代に入る と 、 マーケテ ィ ング情報シス
テム （ MIS ） やオペレーシ ョ ンシステムに関する 関心の高ま り と と もに因果関係を求める
同様の動きが見られたが 、 大き な進展は得られなかった 。 今日では 、 ミ ク ロ 経済学者が個
人、 家庭、 企業に関する ク ロ スセ ク シ ョ ナルなデータや時系列データ を用いて同様の試み
が行われている （ Gummesson 2004 ） 。  
リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング分野において も CRM に関する 研究の発展と 平行
し て リ レーシ ョ ンシ ッ プ戦略に対する 成果 （ 財務成績 ） の メ カニズムへの理解への関心は




いて以下のよ う にま と めている 。 １ ） 顧客ロ イヤルテ ィ が営業利益や成長に対し て正の影
響が認められる 。 ２ ） 正味現在価値と し てあ らわされる 顧客の生涯価値 （ CLV ： Customer 
Lifetime Value ） は 、 顧客の維持率増加と と もに増加する 。 ３ ） 長期的な リ レーシ ョ ンシ ッ プ
を創造する ためには 、 う ま く 協働するために双方の企業がコ ミ ッ ト メ ン ト を持つこ と が大
切であ る 。 ４ ） コ ミ ッ ト メ ン ト を得るために信頼に基づ く リ レーシ ョ ンシ ッ プを築く こ と
が必要であ る 。  
Gummesson (2004) は 、 産業財マーケテ ィ ングにおける リ レーシ ョ ンシ ッ プ戦略の成果を
理解する 概念と し て Return on Relationship (ROR) と い う 概念を提案し 、 「 個々の顧客と の リ レ
ーシ ョ ンシ ッ プ確率と 維持によ って も た ら される 長期的な正味財務成果 」 と 定義した 。 そ
し て 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プから 得られる 財務成果は 、 収入に関連する 「 品質 」 と コ ス ト に
関連する 「 生産性 」 の差からボ ト ムア ッ プ と し ての 「 利益 」 によ って測定でき る と し 、
「 品質 」 「 生産性 」 「 利益 」 の複雑な相互関係を説明する 概念モデルを提示し た （ 図表 ：
５ － １ ） 。  
 

































出 典 ： Gummesson (2004)  143 ペ ー ジ  
 
さ らにGummesson (2004)は 、 実際にRORを測定するためには 、 人的資産と 構造的資産で構
成される 無形の知的資産を把握し なければな ら ない と 主張した 。 こ こ で人的資産と は従業
員の知識、 行動、 モチベーシ ョ ン 、 人的ネ ッ ト ワーク を表し てお り 、 従業員の退職と と も




を表し 、 組織に埋め込まれた形で存在し ている 為、 従業員の退職と と もに失われない資産










Baxter and Matear (2004)は 、 売り 手視点からバイヤー ・ セ ラー ・ リ レーシ ョ ンシ ッ プにおけ
る 無形の価値に着目し 、 無形の価値を説明する 各変数が売り 手の将来の財務成績に及ぼす
影響について調査を行っている 。 まず 、 フ レーム ワーク の作成に際し 、 資源ベース理論及
び知的資本価値の考えを応用し 、 以下に示す ６ つの変数を特定した 。 これら 変数は 「 人的
無形価値 」 「 構造的無形価値 」 そ し てその上位の 「 無形リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値 」 と い う
複数の次元によ り 構成されている 。  
 
１ ． 人的無形価値 
１ ） 能力 ： 従業員の知識、 スキル 、 才能、 ノ ウ ・ ハウ 
２ ） 態度 ： 個人的特性 
３ ） 知的機敏さ ： 学習を通じ て能力を活用、 応用し 増加させる 力量 
２ ． 構造的無形価値 
１ ） 関係 ： 買い手のネ ッ ト ワーク （ 例えば 、 提携相手、 デ ィ ーラー 、 株主など ） に
対する ア ク セスなど 
２ ） 組織 ： 買い手と の取引業務を通じ て売り 手が得られる 恩恵 （ データベース 、 プ
ロセスマニ ュ アル 、 文化、 マネジ メ ン ト ス タ イルなど ）  






Baxter and Matear (2004)は 、 ニュージーラ ン ド の製造業における 購買マネージ ャー／CEO／
GM ／デ ィ レ ク ターを対象に質問票によ る 調査を行い 、 確認的因子分析法を用いてモデル
化を行い 、 図表 ： ５ － ２ のよ う な無形の リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値と 将来の財務的成績を説
明するモデルを提案し た 。 この結果で注目すべきは 、 「 人的無形価値 」 よ り も 「 構造的無
形価値 」 の方が 「 無形リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値 」 に対する 影響が大きい （ よ く 説明し てい
る ） と い う 点であ る 。 Baxter and Matear (2004)は 、 このこ と について 「 人的無形価値 」 は人の
異動や退職などによ り 流動的であ るのに対し 、 「 構造的無形価値 」 は組織の中に留ま り 続
ける 性質があ るためであ る 、 と い う 可能性を示した 。 こ の結果はGummesson (2004)が示す
「 人的無形資産 」 の特徴と 合致し ている こ と がわかる 。  
 



























出 典 ： Baxter and Matear (2004) ４ ９ ５ 、 ４ ９ ７ ペ ー ジ を 元 に 著 者 作 成 
 
３． CRM投資と顧客固有利益に関する研究  
CRM 投資の実効果を見る 場合には 、 顧客固有の利益を長期に渡って観測し なければな




を顧客固有の利益 （ CSR ： Customer Specific Return ） と し 、 時系列調査によ ってその効果を明
らかにし よ う と 試みた 。 以下に示す ３ つの リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング ・ プロ グ
ラ ムを実施する こ と で 、 顧客固有の利益 （ CSR ） が増加する と 仮定した 。  
 
１ ） 財政的プロ グ ラ ム 
 ・ ロ イヤルテ ィ を高める 為の財政的施策 （ デ ィ スカ ウ ン ト 、 サンプル提供など ）  
２ ） 社会的プロ グ ラ ム 
 ・ 社会的きずなを深めるための施策 （ 食事、 特別扱い 、 エン ターテ イ メ ン ト など ）  
３ ） 構造的プロ グ ラ ム 
 ・ サプラ イヤー自身の生産プロセスや人事体系などに投資を行って 、 生産性や効率性
を高める 施策。  
 
さ らに 、 投資から 得られる 利益に影響を及ぼす要素と し て 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マー
ケテ ィ ング ・ プロ グ ラ ム以外にも の ３ つの要素を想定し た 。  
 
１ ） 顧客のタ イプ 
 ・ 販売会社と の交流頻度 
 ・ 販売会社に対する コ ミ ッ ト メ ン ト ： 価値のあ る 関係を継続し て続けたい と 思う 要望 
２ ） セールス ・ パーソ ンの属性 
 ・ 経験年数 ： 経験あ るセールス ・ パーソ ンはよ り 高い能力と モチベーシ ョ ンを持つ 
 ・ 販売会社と セールス ・ パーソ ンの目標の一致 （ 利益共有、 ス ト ッ ク オプシ ョ ンな
ど ）  
３ ） 販売会社によ る CRM  
 ・ カ ス タマー ・ リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マネジ メ ン ト （ CRM ） の活用度 
 
顧客 （ バイヤー ） ５ １ １ 社と 、 それらに対応するセールス ・ パーソ ン １ ９ ５ 名への質問票
によ る 調査によ ってモデル化が検討された 。 説明変数であ る 顧客固有の利益 （ CSR ） につ
いては 、 以下の計算によ る 算出を行った 。  
まず 、 販売会社のセールス ・ マネージ ャーから 提供された顧客別セールスデータ 及び 、 諸





そ し て 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングにかけた費用と CSRの時系列的な変化を見
るために次のよ う な関係式を想定した 。  
 
 
  顧客 i の時間 ｔ における 顧客固有の利益 
  顧客 i の時間 ｔ -1 における 顧客固有の利益 
  顧客 i に対する 時間 t における リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング費用 
  制御変数ベク ト ル （ 顧客タ イプ 、 セールス ・ パーソ ン 、 販売会社の各３ つの
CRM レベルが関連 ）  
 
Palmatier et al (2006) は 、 1 年後のCSR を算出する こ と で 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ
ィ ング ・ プロ グ ラ ムの ３ つの施策がどのよ う にCSRに影響を及ぼし たか 、 またプロ グ ラ ム
以外の変数 （ 顧客タ イプ 、 セールスパーソ ン 、 販売会社の CRM レベル ） がどのよ う に影
響度に介在するが理解できモデル化が可能であ る と 主張した 。 そ し て 、 調査票の集計結果
から 分析を行い 、 図表 ： ５ － ３ のよ う な結果が得られた 。  
結果によ る と 、 ３ つの リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング ・ プロ グ ラ ムそれぞれは
CSRに対し て正の影響があ る こ と が確認されたが 、 その程度はそれぞれ異な る ものであっ
た 。     
特に社会的プロ グ ラ ムにおいては 、 調査の行われた短期間でも 効果が最も 大きいこ と が
示された 。 マネージ ャーが社会的プロ グ ラ ムへの投資を タ イ ム リ ーに行えた こ と 、 また 、
プロ グ ラ ムを実行した こ と で顧客側に返礼し なければな ら ない と い う 感情を生み出させた
こ と が即効性のあ る 効果を生んだ原因と し て推測された 。 さ らに 、 社会的プロ グ ラ ムにお
いては 、 CRM 以外の要素の影響は受けなかった こ と もわかった 。 次に 、 構造的プロ グ ラ
ムについては 、 プロ グ ラ ム以外の要素であ る 販売会社と の交流頻度が大きい程、 CSRに対
する 正の影響を よ り 強く する こ と が示された 。 最後に 、 財政的プロ グ ラ ムは 、 調査機関に
おいて 、 プロ グ ラ ム単独での正の影響は統計的に確認されなかったが 、 顧客が販売会社に
対し て コ ミ ッ ト メ ン ト を持っている 場合、 販売会社と セールスパーソ ンの目標が一致し て
いる 場合は財政的プロ グ ラ ムの正の効果が統計的に確認された 。 販売会社のカ ス タマー ・
リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マネジ メ ン ト （ CRM ） 活用度が高い場合は財政的プロ グ ラ ムが逆
( )する変動報酬率セールスパーソンに対手数料率該当顧客に対する平均顧客への売上 -1CSR ××=








効果であ る こ と が分かった 。  
 
図表 ： ５ － ３  測定結果 ： リ レ ー シ ョ ン シ ッ プ ･ マ ーケ テ ィ ン グ （ RM ） への投資に よ































出 典 ： Palmatier et al (2006) ４ ８ ７ ペ ー ジ  
 
Palmatier et al (2006) の行った調査結果から 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの投資
を行う 際は 、 文脈的な背景を理解した上でプロ グ ラ ムの選択を行わなければ期待した効果
が得られないこ と が理解でき る 。  
 
第２節 ダイナミック・ケイパビリティ・アプローチ  
CRM プロ グ ラ ムの投資対効果の判断を難し く し ているのは 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プが持
つ不確実性にあ る 。 その不確実性の大き な要因と なっているのは 、 顧客が期待する 価値が
常に変化する と い う 点であ る 。 第２ 章では 、 外的条件の変化を発端と し て顧客の要求する
価値変化が起こ り 、 サプラ イヤーと の相互関係をマネジ メ ン ト する 戦略手法に影響を及ぼ
すと い う 、 Flint et al. (2002) が示した因果モデルについて説明した 。 こ う した背景から 顧客の
期待リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値をダ イナ ミ ッ ク に捉えて戦略策定に反映させよ う と い う 欲求




る 。 本節では 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングにおける こ う した新しい研究の流れ
について説明する 。  
 
１． 期待リレーションシップ価値  
Dwyer et al. (1987) の研究に代表される よ う に 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プを個々の分離された イ
ベン ト と し て と ら えるのではな く 、 一連のプロセス と し て捉えよ う と い う 考えは リ レーシ
ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング発生の初期の段階から 存在し ている 。 Wilson (1995)は 、 リ レー
シ ョ ンシ ッ プ価値の構成概念は リ レーシ ョ ンシ ッ プの発展フ ェーズや状況によ り 活動的と
なった り 潜伏的になった り する と 主張し 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ変数と 発展フ ェーズの統合
モデルを提唱した （ 図表 ： ５ － ４ ） 。 このモデルによ る と 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ発展プロ
セスのあ る フ ェーズで活動的な変数が 、 別の発展フ ェーズでは （ 重要ではあ る ものの ） 潜
伏的になった り するのであ る 。 例えば 、 信頼性は発展の初期段階では活動的であ るが 、 そ
の後は重要性を維持しつつも 潜伏的にな る 。 そ し て 、 マネージ ャーが変わる などの環境変
化が起こ る と 再び活動的と な る と い う のであ る 。  
 
図表 ： ５ － ４  発展フ ェ ーズ－ リ レ ー シ ョ ン シ ッ プ 変数  統合モ デル 
リレーションシップ変数とリレーションシップ発展プロセスの統合




















出 典 ： Wilson  (1995) ３ ４ ０ ペ ー ジ  
 




「 成熟 」 、 「 衰退 」 で定義し 、 それぞれのフ ェーズで 「 取引特殊的投資 」 、 「 リ レーシ ョ
ンシ ッ プ規範 」 、 「 契約 」 などの変数がサプラ イヤーのコ ミ ッ ト メ ン ト に及ぼす影響に違
いがあ る こ と を示し ている 。 しかし ながら 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値測定モデルを時系列
で検証する こ と は困難を伴う 。 Palmatier et al. (2006) のよ う に追跡調査を行う こ と も あ るが 、
同じ 被験者から あ る 年数をおいて再び調査を行う のは調査の手間と コ ス ト を考える と 容易
ではないからであ る 。 そ こ で 、 Eggert et al (2006) によ る 準時系列調査や Watkins and Hill (2009) 
によ る シ ミ ュ レーシ ョ ン ソ フ ト を用いた調査手法を用いる などの工夫がな されている 。 こ
う した研究の流れを受けて 、 新しい測定モデルがHogan (2001)によ って提案された 。  
Hogan (2001)は 、 新しい概念であ る 「 期待リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値 」 を次に示す 4 項目で
定義し 、 将来の不確実性を盛り 込んだ測定方法を考え出した 。 Hogan (2001)によ る と 「 期待
リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値 」 と は 、 第一に 、 顧客特有のも のではな く 、 顧客と サプラ イヤー
双方が リ レーシ ョ ンシ ッ プから 得られる 価値であ る 。 第二に 、 現在と 将来から 得られる 正
味価値と し て計算されるため 、 ベネフ ィ ッ ト を得る 為に必要だった コ ス ト も 含まれる 。 第
三に 、 試算に際し ては 、 キ ャ ッ シ ュ フ ローによ る 現在価値計算ではな く 、 製品品質の改善
や技術移管、 プロセスの改善などのベネフ ィ ッ ト を含めた 「 ベネフ ィ ッ ト ・ フ ロー 」 によ
る 計算によ って求められる 。 最後に 、 期待リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値は価値測定の際の情報
不足や 、 将来起こ り 得るパー ト ナーの機会主義的行動など 、 その測定には常に不確実性が
伴う 。 そのため 、 正味現在価値の確率分布を用いて 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プによ って起こ り
う る 結果を操作する こ と で測定が可能と な る 。 Hogan (2001)の提案する 4 つの段階 （ 図表 ：
５ － ５ ） を踏んだ評価方法を以下に説明する 。  
















出 典 ： Hogan (2001) ３ ４ ３ ペ ー ジ  
（ ステージ １ ） バ リ ュー ・ セン ターの特定 




リ レーシ ョ ンシ ッ プを支えるための投資を特定する こ と であ る 。 そのため 、 社内の
様々なレベルのマネージ ャーを招集し 、 フ ォーカ スグループ法を用いてバ リ ューセン
ターの特定にあた る 。 最終的に影響図表が作成され 、 それぞれのバ リ ューセン ターか
ら 導出される コ ス ト とベネフ ィ ッ ト のタ イプが明示される 。 例えば 、 図表 ： ５ － ６ は
β社と の リ レーシ ョ ンシ ッ プにおけるα社の影響図表を示し ている 。 α社が リ レーシ
ョ ンシ ッ プを結ぶこ と によ って 、 価値を生み出す 3 つのプロ ジェ ク ト （ コ ス ト ダウ ン
プロ ジェ ク ト 、 Just-in-Time (JIT) プロ ジェ ク ト 、 サプラ イヤーの早期関与プロ ジェ ク
ト ： ESI ） と それに付随する 要因が特定された こ と が理解でき る 。  
 













































出 典 ： Hogan (2001) ３ ４ ４ ペ ー ジ  
 
（ ステージ ２ ） 不確実性の評価 
不確実性の評価にあたっては 、 確率分布を使用した概算見積り がな される 。 ステ ッ
プ １ で特定された （ コ ス ト 、 ベネフ ィ ッ ト 、 投資の ） それぞれの要因の将来予測を 、
最も 知識を持つマネージ ャーが過去の同様のプロ ジェ ク ト 経験やマネージ ャー自身の
経験を参考にし て行う 。 その際、 あ る 一点で値を予想するのではな く 、 発生する 確率




（ ステージ ３ ） リ レーシ ョ ンシ ッ プのモデル化 
第 3 ステ ッ プは 、 期待リ レーシ ョ ンシ ッ プの確率分布の試算であ る 。 ステ ッ プ ２ で
求めた不確実性の確率分布を も と に 、 モンテカルロ ・ シ ミ ュ レーシ ョ ン ・ プロ グ ラ ム
を用いて期待リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値の現在価値が試算される 。 図表 ： ５ － ７ は 、 α
社 / β社の期待リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値をモンテカルロ ・ シ ミ ュ レーシ ョ ン ・ プロ グ
ラ ムで 1000 回の ト ラ イ アルを行って求めた分布グ ラ フであ る 。  
 


























出 典 ： Hogan (2001) ３ ４ ７ ペ ー ジ  
 
（ ステージ ４ ） キーと な る 変数の分析 
最後に 、 モデル化が済んだ後は リ レーシ ョ ンシ ッ プの成功を約束する 変数や 、 失敗
を引き 起こす変数を感度分析によ って特定する 。 例えば 、 各変数と 期待リ レーシ ョ ン
シ ッ プ価値と の相関を調べたのが図表 ： ５ － ８ であ る 。 この結果から 、 価格ダウ ンを
確実に実行させる こ と が価値を高める こ と に必要であ り 、 在庫切れの リ ス ク が価値を
低く する 要因であ る こ と がわかる 。 サプラ イヤーと 契約を結んで価格ダウ ンを確実な
もの と し 、 万が一の工場火災に備えて在庫を 2 箇所にス ト ッ ク させる などの対応が必
要と な る 。 しかし ながら 、 こ う した対策は同時に別の不確実性も 生むこ と をマネージ













管理時間 -.01  
出 典 ： Hogan (2001) ３ ４ ７ ペ ー ジ  
 
リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値を確率分布によ って示した Hogan (2001)の研究は 、 ト ッ プマネジ
メ ン ト が意思決定をする 際の有効なツールと し ての可能性を示し ているだけではない 。 例
えばHogan (2001)は 、 従来の実証研究では明確に確認でき なかった信頼と リ レーシ ョ ンシ ッ
プ価値と の関係が 、 期待リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値を用いる こ と で確認でき るかも しれない
と 考えている 。 それは 、 信頼が持つ未来志向性が将来のベネフ ィ ッ ト ・ フ ローを増加させ
るだけでな く 、 パー ト ナーの機会主義的行動などの不確実性を減少させる 効果が期待価値
分布の平均値を上げる こ と につながるためであ る 。  
 
２． リレーションシップの「魅力」概念モデル 
Hald et al. (2009) によ る と 、 過去の リ レーシ ョ ンシ ッ プ研究は 、 サプラ イヤーから 顧客に価
値がどのよ う に伝達されるかに主眼を置いて関係マネジ メ ン ト のシステムや手法が論じ ら
れて きたため 、 管理システムがどのよ う に作用するか と い う こ と が適切に認識されておら
ず 、 関係マネジ メ ン ト のシステムを最適化させるだけでは リ レーシ ョ ンシ ッ プ発展には不
十分であ る と した 。 そ し て 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プにおける 価値の創造や伝達には互いを引
き 付ける 「 魅力 」 が重要な役割を果たすと 考え 、 社会的交換理論の考えを応用する こ と で
バイヤー ・ サプラ イヤー ・ リ レーシ ョ ンシ ッ プにおける 「 魅力 」 の概念化を試みた 。  
Hald et al. (2009) によ る と 、 社会的交換理論の考えは 「 自発的に恩恵を提供する こ と で相手
側に返礼し なければな ら ない と い う 義務感を引き 起こ し 、 見返り と し ての恩恵を得る 」 と
い う 前提に立っている 。 双方が恩恵、 つま り 価値を提供し 合う こ と で信頼関係が深ま る




そが 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プを発展させよ う と する 動機と な るのであ る 。 顧客やサプラ イヤ
ーが協力的にお互いの関係を良く し ていこ う とする メ カニズムはどのよ う な も のか 。 Hald 
et al. (2009) は 、 顧客と サプラ イヤーを引き 付ける 力と なっている ものを 「 魅力 」 と 表現し 、
「 期待価値 」 「 信頼 」 「 依存 」 の ３ つの構成要素によ る 上位概念と し て表される と した 。
さ らに 、 信頼には慈善的信頼と 誠実的信頼があ り 、 慈善的信頼にはロ イヤルテ ィ や自由意
志によ るサポー ト が 、 誠実的信頼には価値観の共有、 公平性、 そ し て信頼性が関係し てい
る 。 また 、 依存には 、 将来期待でき る 価値、 パー ト ナーの代替可能性、 そ し て関係特殊的
資産が関係し ている 。  
 































出 典 ： Hald et al. (2009) ９ ６ ７ ペ ー ジ  
 
図表 ： ５ － ９ で示すと お り 、 「 期待価値 」 「 信頼 」 「 依存 」 の 3 つが複雑に影響し あっ
て 「 魅力 」 が形成されている 。 例えば 、 双方の信頼度が高い場合でも 、 一方の依存度が他
方よ り も 高い場合、 依存する こ と によ る リ ス ク が高ま る こ と があ る 。 そのこ と で依存し て
いる 側が リ レーシ ョ ンシ ッ プに対し て抱く 「 魅力 」 度が下が り 、 代替のパー ト ナーを探す
方向に力が働く こ と があ る 。 この こ と から も 分かる と お り 、 ３ つの要素をそれぞれ個々に
マネジ メ ン ト し て も リ レーシ ョ ンシ ッ プの 「 魅力 」 度を コ ン ト ロールする こ と はでき ない
のであ る 。 さ らに 、 Hald et al. (2009)は ３ つの構成要素をマネジ メ ン ト する 際に直接作用する




ュニケーシ ョ ン 、 ４ ） 制度化を例示した 。  
 
３． ダイナミック・ケイパビリティ・アプローチのCRM戦略 
Maklan (2009) は 、 投資対効果を検討する 際に広く 用いられている 割引現在価値分析法
が 、 顧客の要望を取り 入れないま まに CRM 戦略を進めさせて し ま う 原因になっている と
主張した 。 つま り それは 、 次のよ う な こ と を意味し ている 。 割引現在価値分析法に基づ く
考え方は 「 投資対効果の分析結果によ って リ ソース を確保し 、 CRM 戦略を実施する 。 そ
の結果と し て 、 消費者の行動に変化が現れ利益がも た ら される 」 と い う 事であ り 、 投資と
その結果と し て も た ら される アウ ト プ ッ ト が 、 線形的な連続性を持つこ と を前提にし てい
る 。 そ し て 、 そのこ と が顧客の要望を タ イ ム リ ーに取り 入れる こ と を妨げている と い う の
であ る 。 資源依存パースペク テ ィ ブに基づ く 考え方に対する こ う し た問題は 、 南  (2004) に
よ って も 指摘されている 。 南  (2004) は 、 「 まず一企業が戦略策定を行い 、 それに従って 、
要請される 資源を市場よ り 調達する と い う 考え方は M&A や提携関係を う ま く 説明する 議
論であって も 、 関係性取引自体を説明する 理論的枠組みと し ては不十分であろ う 」 と 主張
し ている 。  
Maklan (2009) は 、 CRM 戦略の投資判断をする 際には従来の線形的アプローチはではな
く ダ イナ ミ ッ ク ・ ケ イパビ リ テ ィ ・ アプローチを採用すべきであ る と 主張した 。 ダ イナ ミ
ッ ク ・ ケ イパビ リ テ ィ と は 、 優位性を作り 出すために資源がどのよ う に作り 出され 、 どの
よ う に使われているか と い う こ と に焦点が当て られた動的な能力であ る 。 また 、 そ う した
能力は 、 従業員が競合と の差別化を求めて コ ラボレーシ ョ ンする 中で発生し 、 暗黙知と し
て蓄積されてい く ため 、 競合に真似されに く い反面、 評価 ・ 管理が難しい能力であ る と も
いえる 。 これらの性質を踏まえた う えで 、 Maklan (2009) は以下のマネジ メ ン ト 手法と その
手順を提案した 。  
まず 、 CRM 戦略を評価 ・ 分析するためのク ロ ス ・ フ ァ ン ク シ ョ ナル ・ チームを組織
し 、 ワーク シ ョ ッ プを開催する 。 この際、 図表 ： ５ － １ ０ で示される よ う なツールを用い
















ビジネス ・製品やサービスに焦点を ・顧客開発計画 ・提供されるコミュニティ・
開発焦点 あてたマーケティング計画 ニーズの広さと深さ
製品/サービスの ・マーケティングを用いて ・顧客が企業に教える ・企業が持つ資源を







出 典 ： Maklan (2009) １ ４ １ ０ ペ ー ジ  
 
このツールは 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プが取引的関係 （ transactional ） 、 ワ ン ・ ト ゥ ・ ワ ン ・
リ レーシ ョ ンシ ッ プ （ One-to-One relationship ） 、 ネ ッ ト ワーク （ networked ） 的関係の ３ 段階
で発展する と い う 前提にも とづいている 。 戦略が実行される と フ ィ ードバ ッ ク が行われ 、
再び次のア ク シ ョ ンに向けたワーク シ ョ ッ プが開かれる 。 このサイ クルが目標に近づ く ま
で続け られる 。 民主的な雰囲気で進められ 、 ワーク シ ョ ッ プで用いられる ツールも 常に改
良が加え られる 。 つま り 、 こ う し た活動自体が 、 チーム メ ンバーの学びのサイ クルであ る
と 同時に 、 組織内に暗黙知と 分析データが蓄積されてい く プロセスであ る と もいえる 。 以
上のよ う なプロセス を表したのが図表 ： ５ － １ １ であ る 。  
Maklan (2009) は 、 ダ イナ ミ ッ ク ・ ケ イパビ リ テ ィ ・ アプローチのプロセスそれ自体は再
現可能であ るが 、 このマネジ メ ン ト 手法から 得られる 分析結果や理論は文脈的であ り 、 か
つ時間や環境にも 左右される ものであ るため 、 別の人間が同じプロセス を踏んでも 同じ 結











































１ ９ ８ ０ 年初頭、 遠ざかっていた生産者と 消費者の距離がテ ク ノ ロ ジーの急速な発展に
よ り 縮ま り 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プを通じた取引への回帰が起きた 。 顧客のみな らず 、 サプ
ラ イヤーやチャネル ・ パー ト ナーなど 、 関係当事者と 長期的で信頼のおける 関係をマネジ
メ ン ト する 必要性から リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングが生まれた 。  
第１ 章では 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの起源をたど り 、 「 社会的交換理
論 」 「 取引コ ス ト 理論 」 「 資源依存理論 」 など様々な学問の理論的基盤をベース と し て リ
レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングが形成され 、 「 相互作用 / ネ ッ ト ワーク 」 「 チャネ
ル ・ マネジ メ ン ト 」 「 データベース / イ ン タ ラ ク テ ィ ブ ・ マーケテ ィ ング 」 「 サービ ス ・
マーケテ ィ ング 」 など異な る 研究アプローチが収斂し て現在の形に至った こ と を示した 。
また 、 産業財の リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの発生について も 、 消費財のそれ と
ほぼ同時期に起源を さ かのぼる こ と ができ 、 分科し て発展した と い う よ り も 相互に関わ り
あ う 形で発展した と 見るのが適当であ る と い う 考えを述べた 。  
Berryが リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング と い う 言葉を初めて用いた １ ９ ８ ３ 年から
１ ９ ８ ０ 年代後半にかけて 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ現象を説明する 概念が多く 議論された 。
市場を通じ た交換 「 取引 」 から 「 リ レーシ ョ ンシ ッ プ 」 へのパラ ダ イ ム ・ シフ ト を目指し
て 、 １ ９ ８ ０ 年代後半から ９ ０ 年代にかけていわゆる 研究のブームが起こ った 。 第２ 章で
はまず 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プが 「 市場での取引的交換 」 と 「 パー ト ナーと の協働的交換 」
のスペク ト ルや 、 関係特殊的投資や信頼の大小で分けるマ ト リ ッ ク スで表され 、 それらの
位置選択と し てポジシ ョ ニングの問題を示し た 。 そ し て 、 取引関係の拡大と 維持、 管理を
テーマ と し た 「 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値 」 を扱う 様々な理論的研究や実証的研究がな さ
れ 、 多く の研究者によ り 理論のモデル化が試みられている こ と を示した 。 その中で 、 取引
コ ス ト 理論をベース と した 、 コ ス ト とベネフ ィ ッ ト の ト レード オフから リ レーシ ョ ンシ ッ
プ形態や価値創造の メ カニズムの理解が試みられている こ と を示し た 。 また 、 価値のモデ
ル化に関し ては 、 その測定方法について論争が起き ている こ と も 紹介した 。  
第 3 章では 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ価値のみな らず 、 その結果と し て得られる 取引関係の
拡大につながる 「 リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質 」 について扱った 。 リ レーシ ョ ンシ ッ プ品質の




すこ と で産業財特有の定義づけを試みた 。 第４ 章では 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プのマネジ メ ン
ト を説明する メ カニズム と し て 「 情報 ・ コ ミ ュニケーシ ョ ン 」 「 コ ンフ リ ク ト ・ マネジ メ
ン ト 」 「 終息マネジ メ ン ト 」 などの説明を行った 。  
リ レーシ ョ ンシ ッ プのあ る 一場面を スナッ プシ ョ ッ ト と し て静的に捉えるモデルや 、 従
来の資源ベース論を も と にした一線的なアプローチでは 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ と い う ダ イ
ナ ミ ッ ク な現象を捉える こ と には限界が生じ ている 。 そ こ で 、 第５ 章では 、 産業財リ レー
シ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング研究の新しい潮流と し て 、 「 顧客価値や リ レーシ ョ ンシ ッ
プ ・ パフ ォーマン ス を動的に捉えていこ う と する 動き 」 が現れている こ と を示した 。 例え
ば 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プの発展フ ェーズ別にモデル設計を行った り 、 時系列で調査を行っ
た り 、 確率分布を用いた調査を行う など 、 調査設計の段階から 配慮がな されている 点など
であ る 。 さ らに 、 ダ イナ ミ ッ ク ・ ケ イパビ リ テ ィ に代表される 先進的な概念モデルについ
て も 紹介し た 。 また 、 「 リ レーシ ョ ンシ ッ プ投資に対する 効果の測定の動き 」 について も
最新の研究を紹介し 、 実務家に と って意思決定に必要な投資効果と い う 領域で十分な研究
がな されていないこ と を問題視し た 。  
以上の議論を総括した上で 、 次節では産業財リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング研究
の課題と 今後の展望について述べる こ と と する 。  
第２節 課題と今後の展望 
産業財リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの研究は 、 以下に示す課題を挙げる こ と が




























リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングが出現し て約３ ０ 年が経ち 、 Sheth と Parvatiyar が
リ ーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの統合も し く は再構築を目指そ う と し てから も １ ０ 年
が経っている 。 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングは 、 実務家の間でも 研究者の間でも
企業間関係を語る 上で考慮すべき 当た り 前の学問と なっている と い う 点では 、 学問が大き
く 発展 ・ 普及した成果であ る と いえる 。 しかし ながら 、 現状において上述した研究課題が
提示される と い う こ と は 、 リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの統合がまだ道半ばであ
る こ と を示し ている と いえよ う 。  
上述の課題は同時に 、 今後の産業財リ レーシ ョ ンシ ッ プ研究が進むべき 方向性の ヒ ン ト
も 与えている 。 特に 、 １ ） リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング現象のダ イナ ミ ズムを捉
えるモデル化と 実証的裏づけの蓄積、 ２ ） 売り 手－買い手双方の視点から 見た理論の構築
と 実証、 ３ ) 国際的な研究によ る 普遍的な理論の追求と 文化依存的な要因の特定、 ４ ) 財
務的評価測定のモデルの確立と 検証がさ ら な る 研究発展のために進むべき 方向性であ る と








１ . 産業財顧客の価値監査手法 
Ulaga, and Chacour (2001) は 、 顧客が知覚する 価値 （ 以降 「 顧客価値 」 と 表現する ） を 、 恩
恵的側面であ る 「 品質 」 と 犠牲的側面であ る 「 価格 」 の ト レード オフによ って認識する こ
の考え方に基づき 、 マーケテ ィ ング戦略の展開と 実践に有効な顧客価値の監査手法を提案
した 。 この手法の特徴は 、 従来の顧客価値測定の欠点であ る 「 他社と の競争の文脈で相対
的な価値測定がな されていない点 」 において工夫がな されてお り 、 測定結果から 競合と の
差を明らかにする こ と ができ る 。 さ らに 、 顧客満足につながる 価値について 、 サプラ イヤ
ーと 顧客双方に測定を行う こ と から 、 両者の違いについて も 明らかにする こ と も でき る 。
このこ と から 、 実務的な場面での応用に期待される 。 具体的な手法は以下の通り であ る 。  
顧客価値測定の準備段階と し て 、 サプラ イヤーの考える 「 顧客が重視する と 思われる 」
価値項目およびそれらの重要度 （ 相対比率 ） を理解する こ と から 始める 。 図表 ： Ａ １ － １
は 、 ド イ ツの食品業界に属するマーケテ ィ ングの責任者やセールス ・ パーソ ンへのグルー
プ ・ イ ン タ ビ ューを行った結果であ る 。 さ らに 、 この段階においては 、 調査票設計の準
備、 および適切な調査対象のセグ メ ンテーシ ョ ン も 行われる 。  
 
























出 典 ： Ulaga, and Chacour (2001) ５ ３ ４ ペ ー ジ  




れ 、 サプラ イヤーに対する 調査同様に重要度の測定も 同様に実施される 。 この際、 価格と
品質両者の重要度の比率について も 調査がな される 。 項目と 比率が確定する と 、 次のステ
ッ プ と し て対象と するサプラ イヤー一社と その競合他社について価値評価がな される 。 最
後に 、 算出された結果を分析、 加工する こ と で意思決定に必要な比較表やマ ッ ピング作成
が可能と な る 。  
図表 ： Ａ １ － ２ は 、 評価結果から 得られた素点に 「 製品関連 （ 55.8%) 」 「 サービ ス関連
（ 29.2% ） 」 「 プロモーシ ョ ン関連 （ 15% ） 」 の各項目の重要度 （ 相対比率 ） を掛ける こ
と で 、 重要度を加味し た点数が得られ 、 業界平均や他社と の差を把握でき る 表になってい
る 。  
 













１．製品の一貫性 35.5 8.1 9.0 6.3 8.7 6.6 7.6 0.5
２．製品特徴 32.9 8.1 9.0 6.3 8.7 6.6 7.6 0.5
３．天然生産物特徴 14.2 8.0 8.3 6.3 8.0 7.5 7.5 0.5
４．使いやすさ 8.8 8.8 8.1 8.3 7.0 8.3 7.9 0.2
５．製品範囲 5.4 8.1 8.8 7.4 6.3 7.4 7.5 0.6
６．非ダスティング 3.8 8.2 8.3 8.5 9.0 8.3 8.5 -0.3
小計(Qprod) 100.0 8.1 8.8 6.5 8.4 7.0 7.7 0.5
サービス関連品質
１．供給のスピードと信頼性 26.7 9.0 9.8 7.3 7.7 8.3 8.3 0.7
２．技術サポート/アプリケーション 23.3 5.7 8.8 5.8 5.7 5.1 6.3 -0.7
３．迅速なサービス/反応 22.1 3.9 10.0 5.7 7.5 5.6 7.2 -3.3
４．製品イノベーション 12.5 7.7 8.5 4.3 7.3 6.9 6.8 0.9
５．技術情報/文献 7.9 6.0 7.0 5.3 5.7 4.4 5.6 0.4
６．トレーニング/セミナー 4.2 4.8 5.7 6.3 8.0 2.9 5.7 -0.9
７．製品のグローバル供給 0.8 7.8 8.0 8.7 8.5 6.5 7.9 -0.2
８．その他 2.5 1.0 1.0 10.0 5.5 -4.5
小計(Qserv) 100.0 6.3 8.8 6.0 7.0 6.3 7.0 -0.7
プロモーション関連品質
１．イメージ、コーポレート・アイデンティティ 5.8 7.4 9.6 5.5 8.3 5.7 7.3 0.1
２．個人的な関係 27.5 4.8 9.4 6.8 5.7 5.4 6.8 -2.0
３．企業への信頼 45.8 6.6 9.8 5.7 8.0 5.3 7.2 -0.6
４．パブリック・リレーションズ 0.8 2.6 2.5 1.5 8.0 2.8 3.7 -1.1
５．上流方向への統合 0.8 3.3 1.0 3.3 2.2 1.2
６．ISO9001取得 19.2 2.0 9.5 1.8 3.3 2.9 4.4 -2.4
小計(Qprom) 100.0 5.2 9.5 5.2 6.5 4.9 6.5 -1.3
総品質ポジション(Qr) 7.2 8.9 6.1 7.7 6.5 7.3 -0.1
価格ポジション(Qr) 100.0 105.0 87.5 97.5 91.7 95.4 4.6
Quality + Price, Wq=63.33%, Wp=36.7%
製品関連特性, W prod=55.8%; サービス関連特性, W serv=29.2%; プロモーション関連特性, W prom=15.0%;
平均品質ポジション(Qq) 7.3; 平均価格ポジション（Pq) 96.3
出 典 ： Ulaga, and Chacour (2001) ５ ３ ５ ペ ー ジ  
 




する こ と で価格と 品質の自社のポジシ ョ ニングを視覚的に比較でき る （ 図表 ： Ａ １ －
３ ） 。  
 






























Qq=7.3   Qp=96.3
顧客価値監査（CVA）マップ　－ハイドロコロイド供給業者（ドイツ）－
市場：　ドイツ　　製品グループ：　ハイドロコロイド　適用：　コンビニエンスフード　意思決定者：　全員
出 典 ： Ulaga, and Chacour (2001) ５ ３ ６ ペ ー ジ  
 
このグ ラ フに 、 業界の平均点 （ 価格 96.3 、 品質 7.3 ） を通り 、 傾きが重要度の比率 （ 品
質 63.3% ／価格 36.7% ） であ る 直線を書き 加える こ と で価格と 品質についてど う 改善 （ あ
るいは過剰を是正 ） するべきか と い う 意思決定が可能と な る 。 自社が直線の右下側の遠く
に位置するほど顧客価値が低く 、 左上側に遠く な るほど顧客価値が高い と い う こ と を表し
てお り 、 線上は競争力の臨界値と なっている 。 も し 、 図表 ： Ａ １ － ４ の■のよ う に自社が
左下に位置し ているのであれば 、 『 品質を改善する 』 か 『 価格を改善 』 するかの決定を行
い線上に乗せるためのマーケテ ィ ング施策を実施する 。 ●のよ う に 、 自社が左上に位置し
ている 場合は 、 さ らに価値を高めるか 、 （ あま り 薦められないが ） 線上まで価値を落と す





























出 典 ： Ulaga, and Chacour (2001) ５ ３ ６ ペ ー ジ  
 
２ ． リ レーシ ョ ン シ ッ プ ・ マーケテ ィ ングの国際的研究 
Samiee and Walters (2003) は 、 国際的な文脈から リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ングをテ
ーマ と し て扱った文献の調査を行った 。 彼らはまず 、 1980 年代から 2001 年までに行われた
実証研究論文24本を特定し 、 企業間リ レーシ ョ ンシ ッ プの関係方向性と 、 研究対象と なっ
た顧客 ・ サプラ イヤーの属する 国から 論文を分類した 。  
 
関係の方向性 
１ ） 上流方向 （ 顧客の規模が大き く 、 影響力強い ）  
２ ） 下流方向 （ サプラ イヤーの規模が大き く 、 影響力強い ）  
３ ） 2 社間の両方向 
調査対象の国籍 
１ ） 国際間の研究 ： 顧客も し く はサプラ イヤーが外国 （ 米国以外 ） に属し ている 研
究。 データ 収集地域が必ずし も 複数の国でな く て も よい 。  
２ ） 複数国の研究 ： データ 収集が複数の国にまたがって行われた研究。  





図表 ： A ２ － １  国際調査の詳細 
論文の特徴
国際間a 海外b 複数国c 合計
上流方向 3 9 1 13
下流方向 5 1 1 7
ダイアディック 0 4 0 4




出 典 ： Samiee and Walters (2003) １ ９ ８ ペ ー ジ  
 
これらの分類から マ ト リ ッ ク ス を作成し 、 24本の論文がどのタ イプに分類されるかを示
したのが図表 ： A ２ － １ であ る 。 この結果によ る と 国際的な研究と いえど も 約 6 割の研究
が単一の国内における リ レーシ ョ ンシ ッ プを対象と し て扱った ものであ る こ と が分かる 。
さ らに 2 社間の研究を扱った研究はこの傾向が顕著であ り 、 24本の論文の中で複数の国を
またいだ研究はひと つも 確認されなかった 。  
 Samiee and Walters (2003) は 、 このよ う な状況を踏まえ 、 以下のよ う な問題提議をおこ なっ
た 。 まず 、 研究の性質上リ レーシ ョ ンシ ッ プ ・ マーケテ ィ ング研究の扱う ド メ イ ンが広範
囲であ り 、 そのために研究 ト ピ ッ ク スのテーマが収束し ないこ と が問題であ る と 主張し
た 。 加えて 、 構成概念や理論的フ レーム ワーク などのコ ンセンサスが研究者の間で得られ
ておらず 、 パターン化や規範的結論に至っていないこ と を問題視し た 。 それは 、 国の違い
によ って引き 起こ される 複雑さが原因であ る と 推測がな された 。 国際的な視点に立つと 、
文化、 取引にかかる 法規制、 国家と し ての競争力、 経済、 政治など多様性に富んでお り 、
これら を コ ン ト ロールし て一般化を導く のは容易でない 。 このため 、 研究を様々な国で再
現し よ う と い う 研究者が少ないこ と が 、 一般化に結びつかない原因の一つであ る と 言う の
であ る 。  
Samiee and Walters (2003) は 、 信頼やコ ミ ッ ト メ ン ト などの要素は文化的な次元を含んでお
り 、 異文化間で研究によ って得られたモデルの有効性の確認をする こ と は 、 リ レーシ ョ ン
シ ッ プの発展、 理解のみな らず 、 国際間取引で リ レーシ ョ ンシ ッ プをマネジ メ ン ト する 実
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